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は じ め に  
  
 ２０１１年３月１１日に発生した東日本大震災及び福島第一，第二原子

力発電所事故は，未曾有の大規模かつ深刻な被害をもたらし，被災地及び

被災者の方々の生活の復旧・復興は，未だ厳しい状況にあります。  
 現在，国から復興対策としての各種法制度の整備及び予算措置がとられ，

被災地自治体においても，復旧・復興に向けての基本計画及び地域での事

業計画の具体化等の進展が見込まれる状況にあります。  
 この度の震災被害の実態を踏まえると，復旧・復興へのニーズは，多様

かつ複雑なものとなると思われ，それらに対する多くの対策，手法が採ら

れ，また複雑な法整備が図られているところです。  
 これらについて，被災者の方々は，その内容を理解した上で，自分たち

はどうすればいいのか，今後自ら意欲をもって復興に当たるために何がで

きるのかなどを考える必要があり，困難な課題を抱えているのが現状です。  
 被災者の方々が復興へ向けて，できる限り，自らに関連する法制度内容

を理解し，自主的判断と選択権を全うし，権利調整を図ることが可能とな

るよう，弁護士及び弁護士会が，復興計画・復興法制等について，その内

容やあるべき姿をアドバイスする必要があると思料し，この度，各種法律

や指針等を整理して，「東日本大震災復興支援Ｑ＆Ａ（第１版）」を作成す

ることとしました。  
 しかしながら，本Ｑ＆Ａの各項目について，従前，弁護士による支援活

動としてなじみの薄いとさえ思われる分野等もあるため，その経験が少な

く，また被災地におけるニーズが十分把握しきれていないことなど，情報

不足による課題や不備は少なからずあると思われます。  
 さらに，原発事故被害に関し，被災地の復興は，事故の収束，放射能物

質の除染，被害内容の正確な把握等，復興計画を具体化する上での前提と

なる，現状併行して取り組まれるべき課題が山積している状態にあり，こ

れらの点は更に調査・検討が必要であると感じます。それらについては，

今後，Ｑ＆Ａの改訂版を作成して対応することとします。また，医療・福

祉，農林水産，産業の復興の分野等，本Ｑ＆Ａにおいて十分対応できなか

った分野についても改訂版において言及する予定です。  
 また，今後，被災者の方々への相談活動等を通じて，より問題が具体化

されると思われる事項についても，同様にＱ＆Ａの改訂版に盛り込み，法

的ガイダンスとしてのニーズに応えられるものとする予定です。  



 上記のことから，この度，Ｑ＆Ａ（第１版）を作成しましたので，被災

地において被災者の相談に対応される会員各員及び復興計画に係わる被

災者，関係者各位の参考に供していただければ幸甚です。  
 なお，このＱ＆Ａは，復興計画に関する支援に重点をおいていますので，

従前から震災法律相談の対象となっている事項については，日本弁護士連

合会災害復興支援委員会編『災害対策マニュアル』，関東弁護士会連合会

編『Ｑ＆Ａ災害時の法律実務ハンドブック改訂版』（ただし，罹災都市借

地借家臨時処理法関係を除く），また原発賠償請求については，日本弁護

士連合会編『原発事故・損害賠償マニュアル』を併せて御参照ください。 
 

 ２０１２年（平成２４年）３月  
 

            日本弁護士連合会  
             東日本大震災・原子力発電所事故等対策本部  
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第１章 序章 

 

Ｑ：１ 

  復興計画の実現に当たり，被災者の立場をどのように考えたらよいですか 

 

 

⇒Ａ 

 □ 被災者は，復興まちづくりの主体です。復興まちづくりの在り方を標語的に言

い表すとすれば，「被災者の，被災者による，被災者のための復興を実現するこ

と」と言ってもよいでしょう。 

   したがって，まちづくりの計画も，あくまで被災者を中心に考えていくことが

求められます。 

 

 □ 東日本大震災の復興の在り方を定めた東日本大震災復興基本法でも，復興施策

は，被災者のために行われるべきであると明記されています。 

   基本理念を定めた同法第２条第１項には，「被害を受けた施設を原形に復旧す

ること等の単なる災害復旧にとどまらない，活力ある日本の再生を視野に入れ

た抜本的な対策，及び一人一人の人間が災害を乗り越えて豊かな人生を送るこ

とができるようにすることを旨として行われる復興のための施策の推進により，

新たな地域社会の構築がなされるとともに，二十一世紀半ばにおける日本のあ

るべき姿を目指して行われるべき」と規定されており，こうして一人ひとりの

人間が復興し，地域社会の構築を実現することこそ，復興計画で最も重要な視

点であると定めています。 

 

 □ そもそも「復興まちづくり」という概念は，とても多くの意味を含んでいます。    

 災害によって壊滅した，建物や道路，橋，鉄道，港湾などのインフラを基に戻

すこと（復旧）に始まり，さらに，次なる災害に備えて防災力を高めるために，

道路の拡幅，公園の整備等にも広がっていきます。新たに都市化をするために，

再開発による高層化や津波被災地からの街の移転等も行われます。 

 こうした都市計画を策定・実施するために，都市計画法，土地区画整理法，都

市再開発法といった法的制度が設けられています。また，公的施設の復旧を行う

ために，公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法等の財政補助の仕組みもありま

す。 

 しかし，こうした構築物優先の考え方を強調した復興まちづくりは，持続可能

性を必要とする現代の成熟社会では，バランスを欠いたものと言わざるを得ませ

ん。社会で「コンクリートから人へ」のスローガンが叫ばれて久しいところです

が，１９９５年に発生した阪神・淡路大震災では，被災者の存在を二の次にした

復興方針に対し，厳しい批判が寄せられました。やはり，その地域に生活し，活
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動する人々が元気にならなければ地域は活性化しません。 

 近時は，「まちづくり」を定義するとき「地域の抱える課題について，ハード

とソフトの両面から解決を図るプロセス」と捉えるのが一般ですが，そうだとす

れば「復興まちづくり」は，「被災地の抱える課題を，ハードとソフトの両面か

ら解決し，復興を遂げるプロセスである」と定義付けることができるでしょう。 

 

 □ 復興計画は，復興まちづくりを進める設計図です。したがって，復興計画を作 

  り上げる過程も，被災者本位で進められるべきです。 

 現実には，復興計画は，被災地の自治体が中心となって策定し，これを裏付け

る財源について，国，県及び市町村が協議・折衝をしながら進められます。そこ

には，被災者の意思が反映され，被災者の暮らしや産業を回復することが目的と

して盛り込まれていなければなりません。もしそれがなければ，行政と住民の間

で徒らに対立を生み，復興にとってマイナスとなるだけです。 

 阪神・淡路大震災について，ある被災地では神戸市と住民の対立が深刻化し，

それが復興のプロセスにまで影を落とし，震災発生から１６年以上が経った今も

尾を引いているということが現実に起こっています。被災者の意思をいかに反映

させる仕組みを設けるかが，ポイントとなります。 

 

 □ 被災者が，自ら積極的に関わることも重要です。お仕着せの復興計画に従順に 

  従うのは，長い目で見れば，必ずしも得策ではありません。 

１９９０年以降に起こった雲仙普賢岳噴火災害からの復興において，様々な復

興事業を，被災者が自ら考え，創意工夫し，制度上の障害を乗り越えてきました。

阪神・淡路大震災でも，復興基金を中心とした様々な復興支援制度は，被災者が

考え，活動し，働き掛けたことによって実現したものが少なくありません。 

 復興まちづくりの中心を被災者が担うことが，その成功の鍵です。 

 地域の復興のために先頭に立つ，あるいは，調整の中心役となる役割を果たす

人材が現れることも，復興まちづくりの成功の秘訣です。「まちづくりは人づく

り」や「人が育てばまちも育つ」などと言いますが，復興計画の過程で，人材育

成を図ることも重要です。 

 

 □ 復興まちづくりを支援する専門家は，ハード面をフォローするだけでは足りま

せん。被災者の意見を復興計画に反映する手助けをし，中心となって動く被災者

を育て，フォローしていくことが求められます。 

 例えば，復興計画に関する様々な知識や情報を被災者に分かりやすく伝えるこ

と，被災者の考えや思いを表現する手助けをすること，様々な意見やニーズを整

理し集約を図ること，その過程で現れる課題や問題を解決に導くこと，行政との

意思疎通の橋渡し役をすること，これらを計画として取りまとめる方法を教示す

ることなど，復興計画を作成する段階でもやるべきことはたくさんあります。 
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   すなわち，被災者を中心とし，「被災者の，被災者による，被災者のための復興」

を実現するために手助けすることが，支援者の役割にほかなりません。 

 

Ｑ：２ 

  震災復興支援において，弁護士及び弁護士会はどのような役割を果たせるので

すか 

 

⇒Ａ 

 □ 阪神・淡路大震災 

 阪神・淡路大震災の復興活動で，弁護士は多くの法律相談や個別事案に対応す

るとともに，建築士，司法書士，不動産鑑定士，土地家屋調査士及び税理士等の

専門家と連携して，①擁壁が損壊した近隣地区の共同復興，②マンションの再建

又は復旧，③倒壊市場の共同建替，④組合施行の土地区画整理事業及び地区内街

区共同再建事業，⑤広域被災地における細街路の整備，⑥境界再確定等，様々な

復興支援活動を行いました。 

 

 □ 弁護士の役割 

  弁護士は，建築士等のようなコンサルタントやプランナーといわれる「まちづ

くりの専門家」そのものではありませんが，上記の専門家職種と連携して，被災

者の復興まちづくりを支援することができます。この場合，弁護士及び弁護士会

は以下の役割をすることができます。 

 

  ① 法律制度の説明 

 住民は法律の専門家ではありませんから，土地区画整理事業，防災集団移転

事業，津波復興拠点整備事業等の既存の復興制度や，東日本大震災復興特別区

域法（以下，「復興特区法」といいます。）等の新しい法律及び行政の復興計画

の内容等を理解することは困難な点がありますが，弁護士は，これらの法律的

な仕組みや，復興計画の内容をわかりやすく被災者に説明することができます。 

  

  ② 権利関係の調整 

 復興では，土地の境界，抵当権の抹消，所有者の確定に関する手続（失踪宣

告，不在者財産管理人，相続財産管理人等）等の民事上の権利関係の問題等が

生じますが，これを説明し，調整し，時には手続のサポートをすることができ

ます。 

  

  ③ 情報の提供 

 住民が省庁等から情報を入手することは容易ではありません。他方，当連合
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会は，国土交通省等の関係機関との間で意見交換等を行うなどし，その中で復

興まちづくりに関する情報を得ており，また，被災地弁護士会も，自治体等と

の協議等により情報を入手しています。 

 このように，被災者の方にとって有益かつ必要な情報を提供するなどして，

被災者の方を支援することができます。 

  

  ④ 議論の整理 

 住民の意見交換における多様な意見の中から論点を抽出して議論を整理す

る作業は，弁護士が日常の業務の中で行っているため，住民の意見交換の場で，

住民の議論を整理・調整して合意の形成をサポートすることができます。 

 

  ⑤ 法的な認証 

 法的な見解については，一般には弁護士が専門家職種の中でも信頼性が高い

ことから，弁護士が一定の法的意見を示すことによって被災者の理解を深め，

意見調整等の参考意見として活用していただけます。 

  

  ⑥ 住民の意向の伝達 

 住民の意向を集約して自治体に伝えることによって，自治体と住民のコミュ

ニケーションの橋渡しをすることができます。 

  

  ⑦ ニーズ調査・提言 

 被災地弁護士会は，被災地住民を対象とした調査や法律相談を実施して住民

のニーズを収集し，立法提言を行い，また当連合会においてもこれらのニーズ

を収集し，それぞれ国に対して立法や政策を要請することができます。 

 

  ⑧ 専門家団体との連携 

 阪神・淡路大震災における復興まちづくり支援は，地元の弁護士会が中心と

なって設立した「阪神・淡路まちづくり支援機構」という６職種の専門家団体

の連携による活動として行いました。その後，宮城県では宮城県災害復興支援

士業連絡会，また東京，静岡，神奈川及び広島等において，まちづくり支援機

構や専門家・士業団体の連絡会等が順次設立されました。このように弁護士会

は，他の専門家職能団体と連携してまちづくり支援団体を設立・運営して，復

興支援活動を行うことができます。 

 この度の震災復興は，多様な事業や施策に関し，多様な被災者のニーズに基

づき，種々の団体の支援が求められることが予想されます。 
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第２章 復興のための制度と復興事業 

 

Ｑ：３ 

  復興特区制度（東日本大震災復興特別区域法）の概要はどのようになっています

か 

 

⇒Ａ  

 □ 法の趣旨・目的 

  復興特区法は，２０１１年３月１１日に発生した東日本大震災及びこれに関連

する原子力発電所事故からの復興の推進を趣旨としています。地域の創意工夫を

活かした復興を推進するため，規制・手続の特例措置，税・財政・金融上の支援

措置をワンストップで講じる復興特区制度を創設することを目的としています。 

 

 □ 復興特区制度と復興推進計画の枠組み 

① 復興特別区域の設定 

復興特別区域として北海道の一部，青森県の一部，岩手県全域，宮城県全域，

福島県全域，茨城県の一部，栃木県の一部，埼玉県の一部，千葉県の一部，新

潟県の一部及び長野県の一部の合計２２２市町村が対象区域となりました。 

 ② 復興推進計画の申請 

復興特区制度の適用を受けるためには，まず，対象区域の都道府県及び市町

村が「復興推進計画」を策定し，国（内閣総理大臣）に申請をします。この際，

復興推進計画の実施事業者や当該事業の実施に密接な関係を有する者は，都道

県や市町村に対して，申請することについての提案をすることができ，都道県

や市町村はこれに回答しなければなりません。 

復興推進計画について，内閣総理大臣の認定を受けることで，住宅，産業，

まちづくり及び医療・福祉等の各分野にわたる規制や手続の特例（規制緩和等）

を受けることができます。また，雇用の創出を支援するための税制優遇措置や

融資の際の利子補給を受けることができます。 

また，各法令で要請されている関係省庁（担当大臣）の同意手続等は，復興

庁の窓口である復興局にて一元化して実施されます。 

  ③ 新たな特別措置の提案 

  都道県及び市町村は，国に対し，新たな特別措置を提案することができます。

また，民間事業者等は，国や市町村に対し，国に対する提案をするよう要請す

ることができます。 

  ④ 国と地方の協議会 

 国と都道県，市町村は，都道県の区域ごとに新たな特別措置について協議す

るための協議会を組織することができます。必要と認めるときは，民間事業者

等を構成員として加えることができます。 



6 

 

  ⑤ 地域協議会 

 都道県及び市町村は，復興推進計画の作成，実施に関し必要な事項を協議す

るため，地域協議会を組織することができます。民間事業者等（利害関係被災

者も含まれると解されます。）は，都道県及び市町村に対し，地域協議会を組

織するよう要請することができ，都道県及び市町村は原則として当該要請に応

じなければならないとされています。 

 地域協議会は，必要に応じて特定のテーマや特定の区域のみを対象とするも

のを設置することができます。 

 

 □ 復興整備計画 

  ① 復興整備計画とは 

復興整備計画は，土地利用の再編による復興整備事業を行うための特例許可

（各種許可手続の緩和等），手続のワンストップ化及び新たな事業制度の活用等

の特例等を受けるために策定する計画のことをいいます。復興局に申請し，復

興庁が認定します。 

② 復興整備計画の策定手続 

市町村単独，又は都道県と市町村が共同して復興整備計画を作成します。土

地の利用方針（計画区域内の土地利用再編の青写真）と復興整備事業（被災地

の復興のために必要な事業）を記載します。  

次に，国との協議，公聴会，公告・縦覧の手続を経ます。そして，関連する

都道県，市町村及び関係行政機関による「復興整備協議会」の決議を経て，策

定されます。 

   ③ 復興整備事業に関する特例 

復興整備計画の作成・公表により，各種許認可の特例（農地転用許可の特例，

都市計画法の開発許可の特例，各種許認可手続のワンストップサービス），土地

利用基本計画の変更等の一元的処理（国土利用法，都市計画法，農振法，森林法，

漁港漁場整備法等に基づく指定及び変更等の処理を，個別ではなく復興整備事業

の中で同時に実施できることなど）及びその他の各種特例を受けることができま

す。 

 

 □ 復興交付金事業計画に基づく交付金 

復興交付金事業計画とは，著しい被害を受けた地域の復興に必要な交付金事

業に関する計画を，市町村単独，又は都道県と市町村が共同して作成する計画

です。 

この計画に基づき，国は予算の範囲内で交付金を交付することができます。  
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Ｑ：４  

復興推進計画に基づく特別措置の概要はどのようになっていますか 

 

 

⇒Ａ  

 □ 復興推進計画による規制・手続に関する特例 

Ｑ３記載の手続による「復興推進計画」が認定されると，次のとおり，個別の

規制や，手続について様々な特例（規制緩和・手続簡素化）が認められます。 

    

       □ 住宅の確保 

① 公営住宅の入居資格要件の特例期間の延長 

現行法（被災市街地復興特別措置法第２１条）は災害発生から３年に限り入居

者資格者要件を緩和しています。この要件緩和期間を，復興推進計画記載の災害

公営住宅の建設等の完了時点まで延長（最長１０年間）しています。 

    

② 公営住宅入居者等への譲渡処分要件の緩和 

現行法（公営住宅法第４４条第１項）は，耐用年数の４分の１経過後に特別な

事由があるときは，入居者等に公営住宅を譲渡できるとしています。この譲渡可

能時期を，耐用年数の６分の１経過後に短縮し，入居者が住宅を取得しやすくし

ています。 

 

③  公営住宅の譲渡対価の特例 

現行法（公営住宅法第４４条第２項）は，前述②の譲渡の対価は公営住宅・共

同施設の整備，修繕等に充当することとされています。この対価の使途を緩和し，

地域住宅計画に基づく事業にも充当できることとしています。 

 

    □ 産業の活性化 

①  食料供給基地の実現に資する食料供給等施設整備に係る特例 

現行の農地制度では，集団農地等の優良農地については，原則転用ができませ

ん（農地法第４条，森林法第１０条の２）。津波被害を受けた市町村が復興推進

計画に食糧供給等施設（農林水産加工・販売施設，バイオマスエネルギー関連施

設）整備の事業を記載しているときには，一定の要件のもと，優良農地の転用を

認めることとしています。 

 

②  工場立地に係る緑地等規制の緩和 

現行法（工場立地法，企業立地促進法）では，工場等の敷地面積に占める緑地

及び環境施設の割合について準則を定めていました（例えば，工場立地法の準則
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では，環境施設・緑地が２５％以上等，内緑地２０％以上等）が，この緑地及び

環境施設の割合について，市町村の条例において定めることが可能となりました。

この場合の企業や工場への勧告権限も市町村に委譲されることになりました。 

 

③ 漁業権の免許の優先順位の特例 

現行法（漁業法第１８条）では，いかだ・いけすを使って養殖をする「特定区

画漁業権」については，第１順位（地元漁協），第２順位（地元漁民７割以上の

法人），第３順位（地元漁民７人以上の法人），第４順位（それ以外の漁業者），

第５順位（新規参入企業）となっています。 

この漁業権の順について，被災地のうち地元漁業者のみでは養殖業の再開が困

難な区域（浜）では，復興推進計画により，第２順位と第３順位の法人について

も直接知事が漁業権（免許）を付与することができるとしたものです。漁協のみ

ならず，地元の養殖業と加工業者などが連携し，地元主体の企業で産業を復興さ

せる道を開くスキームとして活用できます。 

 

④ 応急仮設建築物の存続期間の延長 

現行法（建築基準法第８５条第３項）では，応急仮設建築物（店舗，工場，社

会福祉施設及び校舎等）の存続期間は，最長２年３か月となっています。この存

続期間について，復興推進計画で活用期間が定められた場合は，存続期間を延長

できるとするものです。これにより，応急仮設建築物を，地域社会基盤の復興に

無駄なく活用できます。 

 

⑤ 従属発電の水利権許可手続の簡素化・迅速化 

現行法（河川法第３５条，電気事業法第１０３条）では，小水力発電（取水し

た流水のみを利用する水力発電）の導入には，河川法及び電気事業法に基づく複

雑な手続（国土交通大臣協議・同意，関係行政機関協議，知事等意見聴取，河川

使用者通知及び経済産業大臣報告・意見聴取）を必要としていましたが，復興推

進計画で小水力発電の導入が定められた場合，国土交通大臣の認可等を不要とし

ています。 

 

  □ まちづくり 

①  用途規制の緩和 

現行法（建築基準法第４８条）では，市街化区域内を，第一種低層専用住居

地域から工業専用地域までの１２種類の用途地域に区分けし，それぞれについ

て，建築可能な建築物が定められており，それ以外の建築物は建築できません。

例外は，公益上の必要性がある場合等に限られています。 

この例外について，復興推進計画に定められた基本方針に適合する場合も含

むこととし，広く例外を認めることとしました。 
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例えば，商業地域が港と隣接しているような場合には，当該商業地域におい

て，水産加工工場と直販施設の複合施設を建築するなどの立地が可能になりま

した（現行法では商業地域内に水産加工工場は建築できません。）。 

 

②  特別用途地区における建築物整備手続の簡素化 

現行法（建築基準法第４９条）では，都市計画法に基づく特別用途地区（「文

教地区」「特別工業地区」「娯楽・レクリエーション地区」等）の指定（都市計

画決定）には，条例の制定が必要となっています。特に，規制を緩和する場合

は，条例制定前に，国土交通大臣の承認が必要となります。この大臣承認手続

について，復興推進計画の認定手続の中に一元化し，別途，建築基準法上の国

土交通大臣の承認手続を不要としています。 

   

③  バス路線の新設・変更手続の簡素化 

現行法（道路運送法第１５条）では，路線バスの新設・変更には，国土交通

大臣への事業計画認可申請手続が必要とされています。この申請手続について，

復興推進計画の認定手続の中に一元化するものです。 

 

④  鉄道ルート変更手続の簡素化 

現行法（鉄道事業法第７条）では，駅の位置・名称の変更には，国土交通大

臣への事業計画認可申請手続が必要とされています。この申請手続について，

復興推進計画の認定手続の中に一元化するものです。 

 

    □ 医療・福祉等 

  確定拠出年金に係る途中脱退要件の緩和 

現行法（確定拠出年金法附則第３条）では，６０歳到達前の確定拠出年金か

らの脱退はごく例外を除き，原則として認められていません。この脱退要件を

緩和し，震災により住居や家財が損害を受け退職した加入者について，一定の

要件で中途脱退を認めています。これにより，脱退一時金の支給を受けること

が可能になります。企業型及び個人型のいずれも適用があります。 

 

   □ 補助金等による取得した財産を転用する承認手続の簡素化 

現行法（補助金等適正化法第２２条）では，補助金財源の財産を転用する場

合には，所管省庁の承認が必要です。この承認手続について，復興推進計画の

認定手続の中に一元化するものです。 

 

   □ 政令や省令で規定する特例措置 

① 都市公園の占用に関する制限緩和 

復興のための仮設店舗やその他の施設による都市公園の占用が認められるよ
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うになります。 

 

② 医療機器製造販売業等の許可基準の緩和 

現場責任者の実務経験（３年）が緩和されました。 

      

③ 医療機関・介護施設等の基準の緩和 

医療機関や介護施設の人員配置基準，構造設備基準等（仮設医療機関の構造

設備基準緩和，医療従事者配置基準緩和及び介護施設の医師配置基準緩和）に

ついて弾力的対応が行われることとなりました。 

 

④ 仮設薬局等の構造設備基準の緩和 

仮設薬局等の構造設備基準が緩和されました。 

 

  □ 条例による特例措置の許容 

政令や省令で規定された規制のうち，地方公共団体の事務に係るものについ

ては，条例での特例措置が可能になります。いわゆる「条例による上書き権」

を認めるものです。 

 



11 

 

Ｑ：５ 

復興整備計画に基づく特別措置の概要はどのようになっていますか 

 

 

⇒Ａ 

  □ 復興整備計画による規制・手続に関する特例 

Ｑ３記載の手続による「復興整備計画」が認定されると，次のとおり，個別

の規制及び手続について様々な特例（規制緩和・手続簡素化）が認められます。 

 

□ 事業実施に必要な許可の基準緩和 

① 復興整備計画に基づく開発許可の特例 

  現行法（都市計画法第３４条）では，市街化調整区域（市街地の開発を抑制

する地域）における開発行為は原則禁止され，例外的に農家用住宅や日用品販

売店舗等のための開発についてのみ，事業者が申請に基づき，県が許可できる

とされています。 

 この許可手続等について，復興整備計画の策定手続の中に一元化し，復興整

備協議会の協議で決定できることとしました。さらに，許可基準も緩和され，

市街化調整区域内でも住宅開発の許可を受けることができるようになりまし

た。 

 

  ② 復興整備計画に基づく農地転用許可の特例 

 現行法（農地法第３条及び第４条）では，農地転用の際には，事業者の申請

により国又は県の許可が必要です。この許可手続を復興整備計画の策定手続の

中に一元化し，復興整備協議会の協議で決定できることとしました。 

 また，農用地区域内農地，第一種農地については，転用が禁止されています

が，許可による転用を可能にしました。 

 

    □ 事業実施に必要な許可手続のワンストップ化 

    現行法では，事業実施のためには，複数の許可を必要としていました（都市

計画法の開発許可，農地法の農地転用許可，農用地区域における開発許可，保

安林の開発許可及び自然公園法の開発許可等）。この許可手続の負担を軽減する

ため，復興整備計画策定段階における復興整備協議会の協議の成立があった場

合には，許可があったものと扱うこととされました。 

 

 □ 土地利用基本計画の変更等の一元的処理 

 国土利用計画法，都市計画法，農振法，森林法及び漁港漁場整備法による各

種計画の変更手続の負担を軽減するため，復興整備計画策定段階における復興

整備協議会の協議の成立があった場合には，変更があったものと扱うこととさ
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れました。 

 

    □ 主な復興整備事業の特例 

   ① 宅地・農地一体整備事業 

広範囲に津波被害に遭った区域では，住宅や公益的施設をまとめて，内陸

に移転させることが必要になる場合があります。現行法による土地区画整理

事業では，換地（区画整理後の宅地を従前の宅地とみなすこと）は，現位置

によることが原則であり，土地区画整理事業だけでは住宅地をまとめて内陸

へ移すことは困難です。そこで，土地区画整理事業と農業基盤整備事業（除

塩や農業用用排水施設の整備等）を一体的に実施し，住民の申出に基づいて，

安全なエリアに住宅地を移転できるようにしています。 

 

 ② 土地区画整理事業の区域要件の緩和 

現行法（都市計画法第１３条）では，市街化調整区域内では土地区画整理

事業を実施することはできませんが，市街化調整区域内も甚大な被害が発生

したことから，土地区画整理事業を実施できるようにしています。 

 

      ③ 県営土地改良事業の拡充（農地改良） 

現行法（土地改良法第８７条の２）では，農地等の土地改良事業を実施す

るには農業者１５人の申請を要件としています。しかし，被災地では農業者

が集まりにくい状況にあるため，県の発意で土地改良事業を実施できるよう

にしています。 

 

      ④ 津波復興拠点整備事業の創設 

都市機能全般に甚大な被害が起きていることに照らして，住宅・業務・公

益等の各種施設を一体的に整備する都市計画（全面買収方式）を決定できる

ようにしています。 

 

      ⑤ 防災集団移転促進事業の拡充（Ｑ２０等参照） 

  

      ⑥ 住宅地区改良事業の拡充（Ｑ７参照） 

 

    □ 復興整備事業の実施に係るその他の特例 

   ① 復興整備事業の円滑化のための土地に関する特例 

現状では，境界の明確化が困難な土地が多数発生し，かつ行方不明者や避難

先の判明しない住民も多数発生しています。通常，境界確定は所有者のみが実

施でき，測量や調査は所有者や占有者の了解がなければ実施ができません。 

そこで，国による地籍調査の代行，事業の実施主体による筆界特定の申請，
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市町村の許可等の手続を経た土地への立入等の各種手続を可能としています。

これにより用地取得が促進され，復興整備事業が促進されることになります。 

 

     ② 環境影響評価手続の簡素化 

 現行の手続を一定程度簡素化しています。 

 

     ③ 建築行為等の届出・勧告 

復興整備事業開始までの間に，事業の実施区域内で建築行為や開発行為が実

施されると，復興整備事業の妨げになるおそれがあります。そこで，復興整備

事業の実施区域における建築行為や開発行為について，事前届出・勧告の対象

とすることにしています。 
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Ｑ：６ 

復興整備のための個別の基幹事業にはどのような事業がありますか 

 

⇒Ａ 

□ 復興特区法の制定により復興交付金を創設し，地方公共団体が自らの復興プラ

ンの下に進める地域づくりを支援し，復興を加速させるため，著しい被害を受け

た地域（特定被災区域である市町村等）の復興地域づくりに必要となる事業を定

めました。事業費を，国庫負担分と地方負担分に分け，地方負担分については，

地方交付税，追加的国庫補助を行うことにより，結局全額を国庫負担とされる５

省４０事業が，復興整備の対象の基幹事業とされています。 

 

□ 文部科学省関係 

 １ 公立学校施設整備費国庫負担事業 

    公立小中学校等の新増築，統合を支援する事業 

 ２ 学校施設環境改善事業 

    公立学校の耐震化等の工事を支援する事業 

 ３ 幼稚園等の複合化，多機能化推進事業 

 ４ 埋蔵文化財発掘調査事業 

 

□ 厚生労働省関係 

 ５ 医療施設耐震化事業 

    医療施設の耐震化工事を支援する事業 

 ６ 介護基盤復興まちづくり整備事業【新規】 

    「定期巡回，随時対応サービス」や「訪問看護ステーション」の整備等を

支援する事業（Ｑ３５参照） 

 ７ 保育所等の複合化・多機能化推進事業 

 

□ 農林水産省関係 

 ８ 農山漁村地域復興基盤総合整備事業 

    集落排水等の集落基盤及び農地等の生産基盤整備等を支援する事業 

 ９ 農山漁村活性化プロジェクト支援事業 

    被災した生産施設，生活環境施設，地域間交流拠点整備等を支援する事業 

 10 震災対策・戦略作物生産基盤整備事業 

    麦・大豆等の生産も必要となる水利施設整備等を支援する事業 

 11 被災地域農業復興総合支援事業 

    農業用施設の整備等を支援する事業 

 12 漁業集落防災機能強化事業 

    三陸沿岸の漁業集落での津波による甚大な被害について，背後に山が迫っ
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た狭隘な場所に位置するなどの漁業集落の立地特性等を踏まえつつ，安全で

安心な住居環境を早急に確保するとともに，最大級の地震津波を想定した避

難路，避難地等の整備が必要であるとし，国が実施する漁村防災地区緊急点

検調査を行うとともに，市町村の事業として漁業集落防災機能強化事業とし

て，以下の事業が支援されます。 

① 漁業集落の地盤嵩上げ及び切盛土 

② 漁業集落排水施設や集落道等の生活基盤の整備，漁港との連絡道の整  

  備 

③ 高台等の避難地，避難路等の防災安全施設の整備 

 13 漁港施設機能強化事業 

   被災地の沿岸部において大地震に伴う地盤沈下が発生し，漁港の一部におい

て，高潮位時に岸壁や用地等の浸水により，漁港利用に支障が生じているのに

対し，地盤沈下に対応した漁港施設用地の嵩上げ，排水対策等を支援する事業 

 14 水産業共同利用施設復興整備事業 

   水産業共同利用施設，漁港施設，放流用種苗生産施設の整備等を支援する事

業（Ｑ３２参照） 

 15 農林水産関係試験研究機関緊急整備事業 

 16 木質バイオマス施設等緊急整備事業 

  

□ 国土交通省関係  

 17 道路事業 

    市街地相互の接続道路整備を支援する事業 

 18 道路事業（高台移転に伴う道路整備等） 

    津波により壊滅的な被害を受けた地域における復興計画に位置付けられ

た，高台移転等に伴う道路整備を支援する事業 

    ※土地区画整理事業等と併用されます。 

 19 道路事業 

    道路の防災，震災対策等を支援する事業 

 20 災害公営住宅整備事業 

    災害公営住宅整備事業，災害公営住宅用地所得造成費等補助事業等を支援

する事業 

 21 災害公営住宅家賃低廉化事業（Ｑ４５参照） 

 22 東日本大震災特別家賃低減事業【新規】（Ｑ４５参照） 

 23 公営住宅等ストック総合改善事業 

    既存の公営住宅，改良住宅等を対象とした耐震改修，エレベーター改修等

を支援する事業 

 24 住宅地区改良事業（Ｑ７参照） 

 25 小規模住宅地区改良事業（Ｑ８参照） 
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 26 住宅市街地総合整備事業（Ｑ９参照） 

 27 優良建築物等整備事業（Ｑ１０参照） 

 28 住宅・建築物安全ストック形成事業 

    災害時に重要な役割を担う緊急輸送道路沿道住宅建築物，避難路沿道住

宅建築物及び避難所の耐震化を重点的に支援する事業 

 29 住宅・建築物安全ストック形成事業 

    がけ地近接等危険住宅移転を支援する事業（Ｑ１１参照） 

 30 造成宅地滑動崩落緊急対策事業【新規】（Ｑ１１参照） 

 31 津波地域復興拠点市街地整備事業【新規】（Ｑ１２参照） 

 32 市街地再開発事業（Ｑ１４参照） 

 33 都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区画整理事業等）（Ｑ１５参照） 

 34 都市再生区画整理事業（市街地液状化対策事業）（Ｑ１７，１８参照） 

 35 都市防災推進事業（市街地液状化対策事業）（Ｑ１７，１９参照）  

 36 都市防災複合推進事業（津波シュミレーション等の計画策定等） 

 37 下水道事業   

 38 都市公園事業  

 39 防災集団移転促進事業（Ｑ２０等参照） 

 

□ 環境省関係 

 40 低酸素社会対応型浄化槽集中導入事業 

 



17 

 

 

Ｑ：７ 

住宅地区改良事業とはどのような事業ですか，また，震災復興事業として 

有効な事業ですか 

 

 

⇒Ａ 

 □ 住宅地区改良事業は，不良住宅が密集することなどによって，保安，衛生等に

関し危険又は有害な状況である地区において，地方公共団体が不良住宅を全て除

去し，従前居住者向けの住宅（改良住宅）を建設するとともに，生活道路，児童

公園等を整備する事業です（住宅地区改良法第２条等）。 

施行者は市町村ですが，市町村が事業実施困難等特別の事情がある場合，都道

府県が事業を実施することができます。事業施行者が行う①不良住宅の買収及び

除去，②改良住宅整備及び用地取得，③公共施設・地区施設整備について，国庫

補助がなされます。 

 

□ 対象地区の指定要件として以下の点が必要です。 

① 面積       ０．１５ha 以上であること 

② 不良住宅戸数   ５０戸以上 

③ 不良住宅率    ８０％以上 

④ 住宅戸数密度   ８０戸／ha 以上 

このうち不良住宅とは，主として居住の用に供される建築物等で，その構造又

は設備が著しく不良な住宅をいい，今回の特例により，東日本大震災により著し

い損害を受けた住宅を含むものとされました。 

住宅地区改良事業は，本来住宅・土地の権利関係如何にかかわらず，居住改善

及び居住保障に制度目的があり，全ての対象地区内の住宅困難者（借家人も含む）

の居住確保を対象としており，その意味では市街地整備基盤と住宅の供給をセッ

トにした住環境整備事業等ですから，復興まちづくりの目的に沿うといえます。 

また，通常地区指定要件等について，不良住宅率 80％を満すのは困難とされ

ていますが，津波被災の市街地の多くは要件を満すといえるでしょう。 

 

□ 施行者は，改良地区内の不良住宅の除去を要し，この必要のために，当該不良

住宅又はこれに関する所有権以上の権利の収用ができ，また施行者に対抗できる

占有権限を有しない者に明け渡しを命じることができ，さらに，土地の整備のた

めに必要であれば，地区内の土地及び土地収用法第５条１項の権利の収用もでき

ることとしており，この点は事業の実効性が図られています。 

 

□ 地区内居住の住宅困窮者に対し，世帯の数に相当する戸数の住宅を建設し，住
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宅地区改良法第１８条の要件のある居住者で改良住宅への入居を希望し，かつ住

宅に困窮すると認められる者に，改良住宅に入居させなければならないとされて

います。 

ただし，原則として改良住宅は特別の事情がある場合を除き，改良地区内に建

設しなければならないとされており，この点は難点があるといえます。 

また地区居住者の固定化が生じ新規住民の流入や混在が進まないとの指摘も

あります。このように，画一的な硬直な性質をもつ事業であり，長所，短所のあ

る事業手法といえます。 

土地区画整理事業と合併施行することにより，改良住宅建設用地と持家等の建

設用地との集団換地を可能とする方法も考えられます。 

 

□ 事業手続上，計画策定及び事業化の様々な段階での住民（権利者及び居住者）

の合意形成に関する規定が明文化されていないという問題点もあります。 

 

 

Ｑ：８ 

小規模住宅地区改良事業とはどのような事業ですか 

 

 

⇒Ａ 

 □ 小規模住宅地区改良事業は，不良住宅が集合することなどにより，生活環境の

整備が遅れている地区において，地方公共団体が不良住宅を除去し，従前居住者

向けの住宅（小規模改良住宅）を建設するとともに，生活道路，児童遊園等を整

備する事業です。 

住宅地区改良事業と同様，施行者が行う①不良住宅の買収及び除去，②改良住

宅整備及び用地取得，③公共施設及び地区施設整備に対し国庫補助がされます。 

 

□ 対象地区の指定要件は，以下のとおり住宅地区改良事業等よりも縮少されてい

ます。 

 ① 不良住宅戸数   15 戸以上 

   過疎地域，離島振興対策実施地域，豪雪地帯又は復興山林村の区域における

激甚災害に係る事業の場合は５戸以上 

 ② 不良住宅率    50％以上 

   不良住宅には，災害により著しく損壊した住宅を含みます。 
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Ｑ：９ 

住宅市街地総合整備事業とはどのような事業ですか 

 

 

⇒Ａ 

□ 住宅市街地総合整備事業とは，老朽住宅等の建替えと公共施設の整備を促進し，

住環境改善，防災性の向上等を図るため，敷地の共同化や避難路整備等により，

住宅市街地の再生・整備を総合的に行い，良好な市街地住宅の供給や任意の再開

発等に対し支援をする事業です。 

 

□ 補助対象事業には次の事業があります。 

 ① 整備計画策定等事業（整備計画・事業計画策定等） 

 ② 市街地住宅等整備事業（共同施設整備，公共空間整備等） 

 ③ 居住環境形成施設整備事業（老朽化建築物除去，地区公共施設整備等） 

 ④ 関連公共施設整備事業  

 

□ 補助の要件は次のとおりです。 

 ① 対象事業 

   復興特区法に規定する復興整備計画，又は復興交付金事業計画の区域内で

実施される事業であること 

 ② 整備地区の要件 

   ・重点整備地区を一つ以上含む地区であること 

   ・整備地区の面積が概ね５ha 以上（重点供給地域は概ね２ha 以上）である

こと 

   ・原則として住宅戸数密度が３０戸／ha 以上の地区であること 

 

□ 市街地再開発事業の複雑な手法を要しないで，一定の建物建築等により，任意

に再開発と同様の目的が達し得る制度であり，優良建築物等整備事業と共通する

ものがありますが，優良建築物整備事業が，比較的小規模な共同建替えによる事

業目的を達成できるのに比べて，住宅市街地総合整備事業は，比較的規模の大き

い事業に適する制度といえます。 
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Ｑ：１０ 

優良建築物等整備事業とはどのような事業ですか，また共同建替えとはどういう

ものですか 

 

 

⇒Ａ 

□ 被災地は復興事業としては，面的に被災市街地復興土地区画整理事業や防災集

団移転促進事業等の事業が中心となって実施される見込みですが，被災地域にお

いて対象とされる上記事業について，何らかの事情で参加できない被災者，ある

いは相応の被災があるのに上記事業対象地域から外れている地区の被災者等に

ついて，どのようにして復興を図るかが問題であり，個々人による自立復興では

極めて困難というべき例も相当生じると思われます。 

  このような場合の一つの方策として，優良建築物等整備事業を活用して，複数

の被災者間で，共同して住宅の建替えをして復興を図る方法が考えられます。 

  補助を得られる共同化手法には，住宅市街地総合整備事業地区，あるいは密集

事業地区内での複数地権者による建替えと，全くの白地地域（法定事業対象地域

外）でも適用される優良建築物等整備事業があります。 

 

□ 対象事業としては，復興特区法に規定する復興整備計画又は復興交付金事業計

画の区域内で実施される事業であることを要し，共通の事業要件として，①土地

面積が原則として５００㎡以上又は敷地面積３００㎡以上，ただし，既存のスト

ック再生型については地区面積３００㎡以上であること，②地上３階以上で耐火

建築物又は準耐火建築物であることとしています。 

 

□ 共同建替えの特徴と問題点 

前記共通要件の他に，別表（２３頁参照）のようにタイプ別の要件があり，複

数の地権者により，具体的なニーズに合致するか否かの検討が必要です。 

複数の被災者による小規模の建替えや，バリアフリー設備を伴う要介護家族と

同居する世帯同志で，共用の介護スペース，設備等を併設した共用の個人住宅を

建築する等のニーズがある場合等に有効な方法と考えられます。 

共同建替えを進める場合，土地所有者，借地人，権利調整の必要のある借家人

等の利害関係者がいる場合，話し合いが必要となります。 

いずれにしても，複数の地権者等が共同化して共に復興しようとする発意と意

欲を要し，種々の専門的な知識を要することがありますから，弁護士，建築家，

税理士等の専門家の助言や支援を得て，市町村との協議及び調整を行い，計画づ

くりと計画の実現を図る必要があります。 

優良建築物等整備事業は，任意の再開発といわれる事業手法であり，建物の構

造や利用方法，面積，施設設備の配置等を，権利者間の協議により合意して決め
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るため，再開発の場合のような権利変換等の複雑な手法は不要です。 

 

 □  補助対象とされる費用   

  ① 調査設計計画費（事業計画作成費，地盤調査費及び建築設計費） 

  ② 建築物除去費等（建築物除去費，整地費及び補償費） 

  ③ 建物整備費の一部（空地，供給処理施設，エレベーター・廊下等の共用部分，

特殊基礎工事費等の整備費）   

    なお，優良建築物等整備事業を活用する場合，補助対象が一定程度に限られ

ていますから，これ以外の公的な支援制度や公的融資等多様な援助制度を利用

して，負担の軽減を図ることが重要です。 
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別 表 

 

型 タ イ プ 概  要  

優良再開発型 共同化タイプ ２人以上の地権者により

敷地の共同化を行う建築

物を整備する事業（新築）

・敷地の共同化と権利の共同

化必要 

・２人だけの地権者による共

同化の場合，面積が２００㎡

未満もしくはその形状が不

整形な敷地が１つ以上含ま

れること  

市街地環境形

成タイプ 

地区計画・建築協定の区域

内の協調的な建築物，又は

敷地内に公共的通路等を

整備する建築物等を整備

する事業（新築） 

 

マンション建

て替えタイプ 

区分所有者による老朽化

した共同住宅の建替えを

行う事業（新築） 

 

市街地住宅供給

型 

住宅複合利用

タイプ 

地価負担の軽減のため住

宅を他の施設との複合的

な建築物として整備する

事業 

 

中心市街地共

同住宅供給タ

イプ 

中心市街地における優良

な共同住宅の供給を行う

事業（新築） 

・優良な住宅を３０戸以上建

てる場合 

・専用面積５０㎡以上で，便

所，浴室，台所等が専用であ

ること 

・建築後の住宅の譲渡予定価

格と予定家賃等が適正であ

ること 

・原則として公募で入居者決

定 

・地権者全員の同意で地方公

共団体等に施行の依頼も可 

既存ストック再

生型 

中心市街地共

同住宅供給タ

イプ 

既存建築物ストックを，現

ニーズにあったストック

に再生 
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Ｑ：１１  

  斜面地で斜面崩壊等があって危険な地域に住宅がある場合，どのような対策が

ありますか 

 

⇒Ａ 

 □ がけ地近接等危険住宅移転事業 

  ① 本事業は，災害の未然防止を図るため，がけ地の崩壊等による自然災害のお

それの高い土地から，居住者自身の自助努力による住宅の移転を支援し，国民

の生命の安全を確保することを目的としている事業です。住宅の除去費や新築

する住宅の建設費及び土地の取得費に要する経費の一部を補助します。 

  ② 対象区域 

・建築基準法第３９条第１項又は第４０条に基づく条例により建築が制限され

る区域  

・土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第８条に

基づき指定された「土砂災害特別警戒区域」  

・事業計画に基づく移転であることとされており，採択要件として，事業計画

に基づく移転であることが必要です。 

③ また，補助の内容は以下のとおりです。 

    ・除却等費：危険住宅の除却等に要する費用  

・建物助成費：危険住宅に代わる住宅の建設（購入）に要する資金を金融機関

等から借り入れた場合，当該借入金利子に相当する費用 

※事業主体は地方公共団体（原則として市町村）です。補助金の交付を希望

される方は，各市町村の窓口にお問い合わせください。 

④ 仙台市は，宅地被害について，がけ地近接等危険住宅移転事業は実施せず，

災害関連地域防災がけ崩れ対策事業の実施を検討しています。 

 

 □ 造成宅地滑動崩落緊急対策事業 

  ① 東日本大震災では，多数の宅地，特に盛土造成地に甚大な被害が集中し，地

盤が滑動又は崩落することにより，周辺公共施設を含む盛土全体が被災する事

例が多く見られました。そこで，災害予防の観点から制度設計されている既存

の「大規模盛土造成地滑動崩落防止事業」を参考にしつつ，既に被害を受けて

いる宅地の実情に即応できる新制度として，造成宅地滑動崩落緊急対策事業が

創設されました。本事業においては，地盤の滑動崩落等により被害を受けた造

成宅地において，再度災害を防止するために活動崩落防止の緊急対策工事に対

する支援が行われます。 

※仙台市は，宅地被害についてこの事業の実施を検討しています。 

  ② 補助対象 
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・東日本大震災により造成宅地に滑動崩落等が発生している箇所のうち，２０

１２年度末までに工事着手される地区における滑動崩落防止工事 

  ③ 補助要件 

・地震時に滑動崩落するおそれの大きい造成宅地であって，次のいずれかに該

当するもの 

イ 盛土面積が３，０００㎡以上であり，かつ盛土上に存在する家屋が１

０戸以上であるもの 

ロ 盛土をする前の地盤面の勾配が２０度以上かつ盛土高さが５ｍ以上

であり，かつ家屋が５戸以上であるもの 

・当該盛土の滑動崩落により，次のいずれかの施設に被害が発生するおそれの

あるもの 

イ 道路（高速自動車国道，一般国道，都道府県道，市町村道（指定市道

及び迂回路のないものに限る「激甚災害に対処するための特別の財政援

助等に関する法律第２条第１項により指定された災害に限り迂回路の

あるものも含む」），河川及び鉄道 

ロ 地域防災計画に記載されている避難地又は避難路 

ハ 家屋１０戸以上（当該盛土上に存するものは除く） 

    ※事業実施主体，交付団体はいずれも地方公共団体です。 

 

 □ 災害関連地域防災がけ崩れ対策事業 

  ① 仙台市は，この事業を以下の要件で実施を検討しています。 

  ② 従来からある事業ですが，東日本大震災においては，特例より一部条件が緩

和され，以下の条件に当てはまるものが対象となります。 

   イ 斜面・人工斜面（宅地，擁壁等）が対象 

   ロ がけ高さ３ｍ以上で，かつ人家に被害があり，さらに周辺住民に二次的被

害を生ずるおそれがある斜面・人工斜面 

   ハ 保全対象家屋（人家）が２戸以上 

   ニ ライフライン等の公共施設に被害のおそれがある箇所 

  ③ 個人所有の擁壁等（被災程度が「危険又は要注意宅地」であるものが対象）

について，市が公共事業において復旧を行うためには，下記の４点について同

意及び書面確認を必要としています。 

   イ 土地所有者等及び隣接者の施工承諾及び同意 

   ロ 工事を実施する箇所の民・民境界の同意及び確定 

   ハ 所有者による復旧した擁壁等宅地の将来にわたる管理責任の承諾 

   ニ 分担金（各擁壁等個人宅地の復旧にかかる費用の１０％）の負担について

の確約 
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Ｑ：１２ 

  津波復興拠点整備事業の特徴，他の制度との関係はどのようになっていますか，   

 またどのような目的の事業に適した制度ですか 

 

⇒Ａ 

 □ 津波復興拠点整備事業の特徴 

   津波防災地域づくりに関する法律の「一団地の津波防災拠点市街地形成施設」

の整備事業を，予算制度上，津波復興拠点整備事業と呼びます。本事業は，津波

被災地について，公共公益施設や津波防災拠点施設等を整備する場合に適用する

ことを想定したもので，必要な施設一体を一団地の都市施設として都市計画決定

するものです。 

本事業は，用地買収方式の事業であることが特徴です。一度民有地を買収して，

造成した土地を地権者に譲渡することも可能です。再分譲の場合，譲渡所得税が

繰り延べられ，不動産所得税も免除されるため，換地と同じ効果が事実上の契約

行為として行うことができます。本事業は，簡便に面的買収を行いつつ，必要な

部分については、従前地権者が場所を移転しつつ存続する「第二種土地区画整理

事業」の簡便版ともいわれています。 

 

 □ 要件 

   対象区域は，都市計画区域が原則ですが，都市計画区域外であっても可能です。

地区数について，１市町村あたり２地区以下かつ１地区あたり２０ha 以下とされ，

それより増える場合は国への相談を要します。規模及び人口密度については特に

制約はありません。 

 

 □ 決定事項，補助対象，必要な手続は以下のとおりです。 

  ① 決定事項（復興特区法第１７条第２項参照） 

    都市計画において次の事項を定める必要があります。 

    ・住宅施設，特定業務施設又は公益的施設及び公共施設の位置及び規模 

    ・建築物の高さ制限，容積率，建坪率に関わる事項 

  ② 補助対象 

    ・道路（区画道路を含む），公園等の都市基盤 

    ・公益的施設（行政施設，病院など）の用地費及び造成費 

・市町村が保有する住宅等の用地（ただし，再分譲を行う場合には用地費を

国に返還） 

・地区全体のかさ上げ費 

・津波防災拠点の整備費（津波防災ビル等の津波対策部分の整備に係る費用） 

・事業計画策定費 
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  ③ 手続 

    一団地の都市施設として都市計画決定，及び県又は国の事業認可のみ。 

 

 □ 他の制度との併用 

   本事業は，他の制度と組み合わせて運用することも可能です。 

   例えば，防災集団移転促進事業と一体的に運用して高台移転の受け皿を整備す

るケースや，新市街地等を整備する際に土地区画整理事業と併用し，公益施設整

備を行う部分を津波復興拠点整備事業で行うケースなどが考えられます。 

 

 □ 本制度に適した事業 

   津波復興拠点整備事業は，住宅・業務・公益等の各種施設を備えた拠点市街

地を形成するために，これら施設を一体的に整備することを可能にするために

創設されました。そして，本事業においては事業規模の要件がないことから，

土地区画整理事業とは異なり，必要な部分について小規模な整備をすることが

可能です。 
また，本事業は，区画整理事業のように換地処分の方式を取るのではなく買

収方式であることから，換地処分の手続が不要であるとともに，地権者との合

意が図れたところから順次決定し，段階的に実行することも可能です。 
   本事業の具体的なイメージとしては， 

  ・市町村が市庁舎や医療施設を新たに整備し，その周辺を一体的に整備する場合 

  ・既成市街地の周辺の農地を開発して，住宅や公益施設の受け皿を整備する場合 

  ・既述のように，防災集団移転促進事業と一体的に運用して，高台移転等の受け

皿を整備する場合 

  などが挙げられています。 

 

 □ 本事業においては，戸建住宅用地は，地区全体の嵩上げが補助対象となってお

り，市町村が従前の被災地の買い取りをした上，公共施設等の整備と共に地盤の

嵩上げを行い，整備された住宅地を被災者に再度分譲するという方式がとられま

すが，再分譲の際の土地の分譲価格をどうするか（嵩上げ等の宅地整備に工事費

が相当かかると見込まれます），また被災者が取得する新たな土地の配置をどう

するかなども，運用基準は特に定められていませんから，今後運用で定めていく

必要があると思われますが，事業の成否には，市町村と被災者との協議によって

合意を得ることが重要となります。 

   また，このように事業費がかさむ余地が高いことから，まず１市町村あたり２

地区以下，１地区２０ha 以下という制約要件が定められていますので，市町村に

とって，この事業の適用をする地域の選択も難しい判断を要すると思われますが，

被災の規模と，この事業適用の必要性の高さを基準に協議がなされることになる

と思われます。 
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Ｑ：１３ 

  津波復興住宅等建設区への換地申出の制度はどのようなものですか 

 

⇒Ａ 

 □ 津波復興住宅等建設区への換地申出の制度とは，津波復興住宅等建設区内の宅

地所有者が，当該宅地についての換地に住宅又は公益的施設を建設しようとする

場合に，換地計画で当該宅地の換地を同区内に定めるべき旨の申出をすることが

できるという制度です（復興特区法第６２条第１項）。 

   津波復興住宅等建設区とは，津波による再度災害を防止し，又は軽減すること

を目的とする復興一体事業（同法第５７条第１項）の事業計画において，施行地

区内の津波による再度災害の防止又は軽減を図るための措置が講じられた又は

講じられる土地の区域において，住宅及び公益的施設の建設を促進するため特別

な必要があると認められる場合に，農林水産省令・国土交通省令で定めるところ

により，当該土地の区域であって，住宅及び公益的施設の用に供すべきものと定

められた区域をいいます（同法第５７条第３項）。 

 

□ 上記申出を受けた市町村は，当該申出に係る宅地が次に掲げる要件に該当する

場合には指定を行い，要件に該当しない場合には応じない旨の決定を行わなけれ

ばなりません（復興特区法第６２条第４項）。 

   ① 当該申出に係る宅地に建築物その他の工作物（住宅及び公益的施設並びに

容易に移転し，又は除却することができる工作物で農林水産省令・国土交通

省令で定めるものを除く）が存しないこと 

   ② 当該申出に係る宅地に地上権，永小作権，賃借権その他の当該宅地を使用

し，又は収益することができる権利（住宅又は公益的施設の所有を目的とす

る借地権及び地役権を除く）が存しないこと 

 

 □ 期間制限 

なお，上記申出については，復興一体事業の事業計画等にかかる公告の日から

６０日以内に行わなければならない等の期間制限があるため留意が必要です（復

興特区法第６２条第３項）。 
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Ｑ：１４ 

市街地再開発事業とはどのような事業ですか，また震災復興について，どのよう

なニーズに有効な事業ですか 

 

 

⇒Ａ 

□ 市街地再開発事業には，第一種市街地再開発事業と第二種市街地再開発事業の

２種類があり，一般的に行われるのは第一種ですが，事業規模が大きくなると第

一種の権利変換方式では権利処理が困難となり，事実上事業化ができないため，

昭和５０年の改正により，第二種市街地再開発事業が創設されました。 

 

□ 第一種市街地再開発事業の特徴と要件 

第一種では，事業前の土地所有権，借地権等の権利が一応再開発ビルの床へ等

価価値によって権利変換するという手続がとられます。権利者は，権利変換によ

る残留が前提となり，転出は希望するときのみとされます。 

個人，市街地再開発組合，地方共同体その他一定の団体が事業主体になること

ができます。 

 

  □ 第二種市街地再開発事業の特徴と要件 

  ① 第二種では，事業前の権利が強制力のある収用権をバックに，全面買収され

る管理処分方式がとられます。 

    収用（転出）が原則であり，権利者が地区内への残留を希望するときのみ再

開発ビル内の権利を取得できることとしています。施行者は自治体等公共団体

に限られています。被災市街地復興特別措置法では，復興推進地域内での市街

地再開発事業は，第二種事業として実施するとされています（復興特区法第１

９条）。 

 

  ② 第二種市街地再開発事業は，事業規模も大きく，災害復興等を目的とする事

業の公益性も高く，利害関係を有する権利者が多数であって，この関係者間の

利害調整をいかに図るかが重要となります。 

    その施行地区全体の土地あるいは建物の所有権等の権利の全面的買収  

を行い，法的には任意買収できない権利者に対して，土地収用手続による収用

も可能ですが，市街地再開発事業で収用手続が実施された例はないとされてい

ます。 

 

  ③ 震災復興のための市街地再開発事業は，実質的には「元の土地への復帰の原

則」で計画が進められ，この度の震災，津波被災地では，とりわけ港湾・沿岸
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部で漁業，水産加工業等を営み，またこれに関連する生業を営んでいた被災者

及び被災事業者が，防災避難棟等の防災対策を完備した施設（作業場，倉庫，

事務所等）を再建するために，他の事業と併用して，公共用地及び私有地を高

度利用を含めて総合的に利用調整を図り，水産業基盤の復旧，復興を図る場合

に，有効な事業手法の一つと考えられます。 

 

  ④ 事業の施行は，事業計画決定に至るまでに，管理処分計画が定められている

必要があります。 

    土地・建物の所有者で残留を希望する者は，事業計画決定の公告又は認可の

公告から３０日以内に，その土地等の代価に代えて建築施設部分の譲り受けを

希望する旨の申出をすることができます（借家権者であった者の賃借り希望申

出もあります）。この申出をしないと区域外転出の扱いとなります。 

    管理処分計画は，配置設計，従前の資産の見積額及び譲受け希望の申出をし

た者で，建築施設の部分を譲り受けることができる者のその建築部分の明細

（これによって従前の資産の代わりに再開発ビルのどのフロアのどの区画を

取得できるかがわかります），その価額の概算額及び賃借り希望申出をした者

が賃借にすることとなる施設建築物の部分，保留床の処分方法，見積額や概算

額の算定基準日が明らかにされます。 

    管理処分計画案は，市街地再開発審査会の議決を経て，縦覧（２週間）に供

せられ，その内容について決定権利者は意見書の提出ができ，知事の認可を経

て，管理処分計画の決定がされます。 

 

  ⑤ 第二種市街地再開発事業は，事業規模も大きく災害復興を目的とする事業の

公益性も高く，利害関係を有する権利者が多数で，この関係者間の利害関係を

いかに図るかが重要となります。 

    問題は，(ｱ)事業計画内容と地域住民のニーズとの整合性，(ｲ)権利負担単価

の適正，(ｳ)事業用店舗・事務所・住宅の確保，(ｴ)円滑・公平な権利調整の実

施を図るべき点にあります。 

    防災対策としての公共施設の設置者，水産漁業関係者，従前の港に近い市街

地の商業従事者等，被災者のニーズの複雑な調整を要することが見込まれます。 

 

 □ 東日本大震災復興交付金対象事業として，市街地再開発事業も，被災地で実施

される市街地再開発事業に対し支援するものとされ，被災市街地における商業施

設や公的住宅等の一体的な整備を推進することとして，５省４０事業がある基幹

事業に含まれる補助対象事業とされています。 
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Ｑ：１５ 

震災復興に関する土地区画整理事業はどのような事業ですか 

 

⇒Ａ 

 □ 一般的な土地区画整理事業 

土地区画整理事業とは，都市計画区域内の一定の範囲の土地について，道路，

公園等の公共施設の整備改善と宅地の利用の増進を図るため，土地区画整理法に

よって行われる土地の区画形質の変更および公共施設の新設・変更に関する事業

をいいます（土地区画整理法第２条第１項）。 

事業施行者が，一定地区について公共施設（道路・公園等）の配置を定めると

ともに，各宅地の区画を越えて従前の宅地に変わる土地（換地）を割り当てる換

地処分（仮換地処分をまず行い，その後本換地処分をします。）という行政処分

を行うこと，地権者等が公共施設用地の提供や工事費を直接負担しない代わりに，

従前土地の面積を一定割合で縮少する「減歩」がされる点に特徴があります（こ

の減歩で工事費等の一部負担）。 

 

 □ 被災市街地復興土地区画整理事業における特例 

阪神淡路大震災を契機に，大規模な災害により相当数の建物が減失し，不良な

街区の環境が形成されるおそれがあり，緊急に土地区画整理事業等，建築物，建

築敷地，施設の整備等を行う必要がある場合，当該区域を被災市街地復興推進地

域として指定し，地域内で建築行為等が制限（最大限２年間）されるなどの措置

の他に，通常の土地区画整理事業と比較して，以下の特例措置が定められていま

す（被災市街地復興特別措置法第１０条等）。 

ただし，これらの特別措置は，同法で定める推進地域において施行する土地区

画整理事業の特例のため，復興整備計画もしくは復興交付金事業計画の区域で行

う土地区画整理事業において特例を活用する場合には，都市計画において推進地

域と定める必要があることに留意する必要があります。 

 

① 復興共同住宅区への換地制度 

対象地区内に「復興共同住宅」を設け，被災地権者の申出により一定規模以

下の宅地について，当該復興共同住宅区内の土地の共有持分が与えられます。

これは，共同住宅の建設を希望する被災者らのニーズをもとに，施行地区内に

散在する小規模宅地を復興共同住宅区内に換地を集約し，共同住宅を建設する

ことによって，宅地の共用化，住宅の共用化を促進する制度です。 

ただし，申出をする宅地に借地権者がある場合，申出にあたり借地権者の同

意が必要であるなどの要件があります（同法第１２条第１項ただし書）。 
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② 清算金に代わる住宅等の給付制度 

宅地の一部について換地を定めず，申出により清算金に代えて施行者が換

地内に建設する住宅を与えることができます。 

これは，施行地区内で，自己居住用（これに限られる）住宅の再建を促進

するためのもので，宅地所有者が提供する宅地の一部に見合って，施行者の

残余の宅地（換地）の上に住宅を建設して供与することができます。 

ただし，当該宅地について，使用収益権や担保権が存在しないことが，住

宅供与の要件となっています（同法第１５条第１項等）。 

 

③ 施行地域外における住宅の建設等 

宅地の一部について換地を定めず，申出により，清算金に代えて施行者が

施行地区外に建設・取得する住宅等を与えることができる制度です。 

また，当該申出宅地に借地権がある場合，借地権者の申出によって，借地

人に交付されるべき清算金に代えて，施行地区外に施行者が建設・取得する

住宅等を給付することができることとされています（ただし，借地権や担保

権が存する場合は不可）。 

 

④ 特別の保留地制度 

宅地の権利関係者全員の同意を得た上，公営住宅や公共施設の用地として，

一定の土地を保留地と定めることができるものとされています。 

一般の土地区画整理事業では，保留地は，その処分対価を事業費に充てる

目的で定めるものしか認められていないものを，被災地では，被災者向けの

公営住宅や防災施設等の公共施設の建設が必要となることに備え，保留地に

より適切な用地を確保しようとするものです。 

以上のように，土地区画整理法の照応の原則（従前地と換地とが，同じ対

価の土地として評価され，照応すべきとする原則）を修正し，土地及び建物

又は建物を一体的に整備し，被災地の住宅再建を推進しようとする点に，特

徴があります。 

 

 □ 復興特区法による特例：都市再生区画整理事業の拡充 

   東日本大震災により，広範かつ甚大な被害を受けた市街地の復興に際して，防

災上必要な土地の嵩上げ等を支援することにより，早期復興の実現と，津波に強

いまちづくりを強力に推進する対策として，復興特区法によって被災市街地復興

土地区画整理事業が拡充され，支援の対象事業とされることとなりました。 

   予算補助の対象となるのは，復興特区法の復興整備計画又は復興交付金事業の

区域で実施される土地区画整理事業であればよく，特に都市計画の際，無理に被

災市街地復興推進地域と同時決定をする必要はないとされています。 
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   これに関し，重要な特徴は以下の点です。 

 

  ① 防災上必要な土地の嵩上げ費用を，土地区画整理事業の補助の交付対象経費

とし，土地の嵩上げ費について全額国庫負担とされ，またこの補助対象には，

公共施設だけでなく宅地の嵩上げ費用も対象とされています。 

    なお，嵩上げの高さは，今回の津波に対して浸水しない高さまでが対象とさ

れます。 

 

  ② 復興特区法による宅地・農地一体整備事業の創設等 

    被災地においては，農地と集落が混在するエリアが大規模な被害を受けてい

ます。 

    土地区画整理事業を実施する場合も，より安全な住宅地を供給できる内陸側

等に宅地を移転することが必要となっていますが，従前の土地区画整理事業で

は，原位置での換地が原則（とび換地は例外）とされ，また地方公共団体では，

市街化調整区域において土地区画整理事業を施行することができないとされ

ています。 

    復興特区法において，土地区画整理事業と農業基盤整備事業を一体的に実施

することとされ，また住民の申出に基づき，安全なエリアに住宅地等を集約す

る換地もできるものとされています（復興特区法第５１条及び第５７条等）。 

    更に地方公共団体は，市街化調整区域においても土地区画整理事業を施行で

きるとして，この点用途制限を緩和しました。 

    この結果，被災市街地からより内陸部，より高い土地にまとめて集約する換

地（とび換地）を広汎にできることとなりました。 

復興土地区画整理事業は，防災上必要な土地の嵩上げをする必要のある低

地において使うことが可能であると同時に，低地と高台の二ヶ所に，施行区

域を分けて土地区画整理事業を実施し，低地から高台への移転を換地で行う

ことも可能となりましたが（ツイン区画整理といわれています），このツイン

区画整理事業を行う場合，防災集団移転促進事業と併用として実施していく

ことも有効と考えられます。 

    また，都市再生区画整理事業として，地盤の液状化により著しい被害を被っ

た地域において，地盤整備と液状化対策を合わせて行う土地区画整理事業も，

支援の対象事業とされています。 
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Ｑ：１６ 

土地区画整理事業等で宅地の移転を受ける場合，譲渡所得税，不動産取得税，登

録免許税等はどうなりますか 

 

⇒Ａ  

□ 土地区画整理事業では，土地を換地処分という行政処分（離れた土地の間では

とび換地処分）で移転するため，事実上被災地から新たな住宅地に買い換えする

ことになりますが，交換にあたるとして譲渡所得税，不動産取得税及び登録免許

税はかからない扱いとなります。 

津波復興拠点整理事業においても，一度民有地を買収して，造成土地を地権者

に譲渡するという形態をとった場合も，換地の場合と同様に上記各税がかからな

いとされています。 

防災集団移転促進事業の場合，事業そのものは法律上の手続規定を持つ制度で

ないため，必ずしも明確ではありません。 

集団移転促進事業等の買取方式で権利移転をする場合も，この目的が被災土地

に従前居住していた被災者が，新たな団地に移転して居住地を確保するという震

災復興促進支援という実体があります。また，交換の場合と実質的には変わらな

いため，手続的便法として行うといえ，加えて，譲渡所得税に関しては，担税力

という点でみても，土地の売却と購入という過程について，被災者に担税力を示

す資産的価値が得られるというわけでもないため，交換及び同様の課税の繰り延

べをすることは，課税の平等の観点にも沿うことなどを考慮することから，同様

に扱うべきと考えられます。 

また不動産取得税及び登録免許税の免除も，換地処分の場合と実質変わらない

ものとして，復興促進と支援という見地からも課税すべきでないといえます。 
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Ｑ：１７ 

  液状化の生じた土地での復興対策は，どのようなものがありますか，また留意点  

 はどうですか 

 

⇒Ａ 

 □ 東日本大震災による地盤の液状化により著しい被害を被った地域においては，

被災者個人への支援として，被災者生活再建支援制度に基づく支援金の支給や住

宅金融支援機構による融資（災害復興宅地融資等）が挙げられますが，これらに

加え，再度災害の発生を抑制するための支援策として液状化対策推進事業が創設

されました。 

 

 □ 液状化対策推進事業の概要 

   本事業は，東日本大震災による地盤の液状化により著しい被害を受けた地域に

おいて，再度災害の発生を抑制するため，道路・下水道等の公共施設と隣接宅地

等との一体的な液状化対策を推進するための事業であり，都市再生区画整理事業

（液状化対策推進事業）及び都市防災推進事業（液状化対策推進事業）がありま

す。 

   液状化対策推進事業においては，公共施設の液状化対策費は公費で負担し，民

間家屋の液状化対策費は所有者が負担することとされています（ただし，民間宅

地内において実施する公共施設の液状化対策費については公費負担）。 

本事業のメリットとしては，道路部分を街区単位で格子状に地盤改良を施すこ

とで宅地への地震動の影響を緩和し，宅地内で必要な液状化対策工事を簡素化で

きること，公共一括発注により個々の経費負担が軽減できることなどが挙げられ

ています。 

 

 □ 液状化対策推進事業の補助対象 

   本事業の補助対象は以下の通りです。 

  ① 都市再生区画整理事業（液状化対策推進事業） 

    敷地境界，基準点等の混乱が著しい地域において，地籍整備と液状化対策を

合わせて行う土地区画整理事業に対する支援。 

  ② 都市防災推進事業（液状化対策推進事業） 

    ・液状化対策事業計画の案の作成（付随する調査を含む）及びコーディネー

トに要する費用に対する支援 

    ・液状化対策事業計画に基づき実施され補助要件を満たす事業（設計費・工

事費）及び付随する調査に要する費用に対する支援 

※なお，各液状化対策推進事業の補助要件については，Ｑ１８及びＱ１９を参

照してください。 



35 

 

 

 □ 留意点 

   液状化対策推進事業の適用を受けるには，液状化対策事業計画が策定された区

域内での事業が前提であるため，この計画の策定及び計画の内容に留意する必要

があります。 

また，都市再生区画整理事業（液状化対策推進事業）と都市防災推進事業（液

状化対策推進事業）で共通の要件と異なる要件がありますので，この点留意が必

要です。 

 

 

  Ｑ：１８ 

  都市再生区画整理事業（市街地液状化対策事業）はどのような事業ですか  

 

 

⇒Ａ 

□ 東日本大震災による地盤の液状化により著しい被害を受けた地域において，

再度災害の発生を抑制するため，土地区画整理事業で行う，道路，下水道等の公

共施設と隣接宅地等との一体的な液状化対策を推進するための事業です。 

敷地境界，基準点等の混乱が著しい地域において，地盤整備と液状化対策を合

わせて行う土地区画整理事業に対して支援がされます。 

 

□ 以下の要件を要します。 

 ① 東日本大震災復興特別区域法に規定する復興整備計画又は復興交付金事業

計画の区域その他，国土交通大臣が東日本大震災による液状化被害があると認

める市町村内で行うもの 

 ② 液状化対策事業計画の区域内で行うもの 

 ③ 被害市街地復興土地区画整理事業の要件に合致するもの 

 ④ 公共施設と宅地との一体的な液状化対策が行われていると認められるもの 

 

□ この事業の適用を受けるには，液状化対策事業計画が策定された区域内での事

業のため，計画の策定及び内容に留意する必要があります。 
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Ｑ：１９ 

都市防災推進事業（市街地液状化対策事業）とはどのような事業ですか 

 

⇒Ａ 

 □ 東日本大震災による地盤の液状化により，著しい被害を受けた地域において，

再度災害の発生を抑制するための，道路・下水道等の公共施設と隣接宅地等との，

一体的な液状化対策を推進して支援する事業です。 

 

□ 以下の要件を要します。 

① 復興特区法に規定する復興整備計画又は復興交付金事業計画の区域，その他

国土交通大臣が東日本大震災による液状化被害があると認める市町村内で行

なうもの 

② 液状化対策事業計画の区域内で行うもの 

③ 液状化対策事業計画の区域の面積が３０００㎡以上であり，かつ区域内の家

屋が１０戸以上であるもの 

④ 液状化対策事業計画の区域の宅地について，所有権を有する全ての者及び借

地権を有する全ての者のそれぞれ３分の２以上の同意が得られているもの 

⑤ 公共施設と宅地との一体的な液状化対策が行われていると認められるもの 

これらの要件の中で，液状化対策事業計画の策定に当たっては，学識経験者

から構成される委員会の意見を聴くこととされていますが，具体的な区域指定

については，被害の態様や程度によって問題が生じることが見込まれ，被災住

民の意見が反映されるように，市町村との協議，調整に努める必要があります。 
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Ｑ：２０ 

防災集団移転促進事業とはどのような事業ですか 

 

⇒Ａ 

 □ 防災集団移転促進事業とは，災害が発生した区域又は災害危険区域（建築基準

法第３９条第１項で指定）のうち，住民の生命，身体及び財産を，災害から保護

するため，住居の集団的移転を促進することが適当と認められた区域を移転促進

区域とし，新たに地方公共団体（原則は市町村，事業規模が著しく大きいときは

県も可）が，住宅の用に供する住宅団地を整備して，移転促進区域内にある住居

の集団的移転を促進するために行う事業です（防災のための集団移転促進事業に

係る国の財政上の特別措置等に関する法律（以下，「防集法」といいます。）第２

条）。 

 

 □ この事業においては，移転促進区域内における農地，宅地その他の土地につい

て，市町村により買取りが行われ，また区域内において建築制限その他土地の利

用の規制がされます。高台移転の事業手法ともなりますが，これに限らず，既成

市街地の周辺あるいは近郊への移転も対象となります。また，市町村は事業計画

の策定に当たって，移転促進区域内の住民の意向を尊重するとともに，移転促進

区域内にある全ての住居が移転されることとなるように配慮しなければならない

とされています（防集法第４条）。新たな住宅団地の規模は，従前，防集法では移

転使用しようとする住居の数に応じ，１０戸を下らない規模とされていましたが，

この度，５戸以上とする特例が定められました（復興特区法施行令第８条）。 

   移転者（被災者）は，移転促進区域内の所有地について市町村による買取を受

け，新たな住宅団地の土地を購入することとなります。 

   また移転者が，住宅の建設若しくは購入又は住宅用地の購入を目的として借り

入れた資金の利子相当額が補助されます（防集法第７条及び同法施行規則第６条

第２項）。 

   なお，事業費について，地方公共団体負担分については，地方交付税の加算が

され，結果的に全額国庫負担と扱われます。さらに復興特区法により，住宅用地

のみならず医療施設等についても，同様の国庫負担の対象とされることとなりま

した。 

 

 □ 集団移転促進事業は，事業そのものが法律等で定められた事業でなく，強制力

を伴うものではありません。したがって移転促進区域内の被災住民の合意を得ら

れたエリアについて事業対象区域となります。 

   また事業の実施に強制力を伴わせる場合，例えば移転先の土地買収に強制力を

伴わせようとする場合は，一団地の津波防災拠点市街地の都市計画等他の強制力

を有する制度と併用することが考えられます。 
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Ｑ：２１ 

防災集団移転促進事業等で住宅地の移転をする場合，被災者の生活面でどのよう

な点に留意が必要ですか 

 

⇒Ａ 

 □ 防災集団移転促進事業と都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区画整理

事業の特例）のいずれも，移転促進区域等と定められた被災地に居住していた住

民世帯が，まとまって新たな住宅地へ生活の場を移転することとなるものです。 

   従前の生活では，隣近所や地域住民との交流，買物，学校，医療施設，介護，

福祉施設，地域間の交通アクセス，地域の防災対策等について，あらゆる世代が，

共に生活していくために必要な生活環境が，比較的保たれていたと思われますが，

新たな住宅団地では，新たにそのような生活環境，地域の交流を創っていくこと

となります。教育施設の配置，少子高齢化の進行に対応できる施設の適正な配置

や交通アクセスの確保が重要です。 

   これらが一団地にとどまらず広域的計画と整合性を要します。 

   復興計画の事業において，そのようなニーズがどのように配慮されているかが

問題となり，現に移転して生活しようとする被災者の具体的なニーズが，計画に

できるだけ反映されることが求められます。 

   共に移転する被災者間で，まちづくりについて十分な協議・調整を行い，共通

したまちづくりプランや意見をもって市町村と協議をすることによって，ニーズ

の調整と実現を図ることが必要になります。 

   また移転しない被災者の生活環境及び公共・公益的施設への配慮も必要となり

ます。 

 

 □ 被災者個々人の経済事情によって，土地建物の所有，利用関係が，従来と異な

った住居を取得せざるを得ないことも多いと思われます。 

   従前は一戸建の土地家屋に住んでいたが，土地の買取りを受けた代金では，新

たな住宅団地の土地購入がせいぜいで，家を建てる資金がないとか，あるいは，

親族と近くに別世帯で住んでいたが，移転先では同居しないと居宅確保ができな

いとか，あるいは逆に近くにいた親族あるいは同居していた親族は他所に移転し，

被災者の親族の一部が新たな住宅団地へ移転することを要する等の事情にある被

災者は，復興共同住宅の中の１区画に，建物の区分所有権を取得する，あるいは

公営賃貸住宅に低家賃で居住する等も含め，生活様式が多様化することとなりま

す。 

   そのような生活環境の大きな変化の中で，法律的には種々の権利調整を要し，

また地域のコミュニティの確保や住民間の心の通いあった交流を図ることが重要

になってきます。 
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   また従前の被災地における借地，借家等の問題がある場合は，この権利調整を

どう図るかが，復興計画の具体化・実践の中でも問題となってきます。 

   復興計画内容は，十分にこの点の配慮がされるよう求めていくことが重要です

し，被災者は，判断が困難かつ多様な問題について，法律，福祉等の実務専門家

からのアドバイスを受けながら，自ら判断していくことが重要となります。 
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Ｑ：２２ 

  復興移転先で住民のコミュニティを維持するにはどうすべきですか 

 

⇒Ａ 

□ 防災集団移転促進事業などの復興事業によって移転した先に，人的なつながり

がなく，コミュニティが存在しないと，まちの活気が失われるだけでなく，商工

業の停滞，相互の助け合いの欠如，住民の孤立等を招くことになります。阪神・

淡路大震災において，コミュニティ崩壊による孤立から，数多くの孤独死の悲劇

が発生した教訓を忘れてはなりません。 

  復興移転先でコミュニティを維持・形成することは，復興の成否を左右する非

常に重要な要素あるといえます。 

 

□ 従来から同じ地域で暮らしていた住民たちが，復興先にも居住することが必要

です。そのためには，復興のスピードと，住民間の合意形成と，しっかりした復

興事業計画が必要です。 

  第１に，復興のスピードが遅れると，生きていくために事業を再開しなければ

ならない商工業者や働き盛りの若手世代は，別の場所に移転をしてしまいます。  

  第２に，住民間でしっかりと復興先のまちのイメージを共有することがコミュ

ニティの再形成のポイントになります。第３に，復興事業の手法の選択次第では，

一部の権利者しか移転できない結果となってしまいます。 

  例えば，防災集団移転促進事業を選択するにしても，事業を進めるに当たって，

スピードと住民間の話し合いを両立させ，買取や用地確保等を手堅く行うことが，

コミュニティの維持形成にとって有益で効果的なのです。 

 

□ もっとも，現実的には，コミュニティが全く元のとおり再現できるわけではあ

りません。阪神・淡路大震災において，広域に液状化被害の出た尼崎市の築地地

区では，濃密な住民間の協議を経て，区画整理事業と共同賃貸住宅が行われ，住

民も地域に残ることができ，現在では成功事例と評価されていますが，住民の居

住場所が大きく変わり，生活動線も大きく変わった結果，コミュニティは活気を

失ったという影の側面も指摘されています。 

  復興移転先は新たにまちが形成されるのですから，コミュニティは自ずと復活

するという姿勢ではなく，人と人のつながりを再び一から紡いでいくという姿勢

で臨むべきでしょう。 

 

□ コミュニティ拠点として，商業施設，広場，集会所等といった交流やふれあい

の場を設置することは当然として，コミュニティの核となる人的組織（町内会や

青年会，子ども会等）の活動を興すことも重要です。福祉サービスを通じた人的

交流や，祭りや神事などの文化活動を積極的に取り組むことも肝要です。 
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Ｑ：２３ 

復興計画に係わる事業において，被災地（移転促進地域等）の土地の買取りを受

ける場合，又は新たな移転先の住宅用地を購入する場合の地価は，どのように扱

われますか 

 

⇒Ａ 

□ 震災復興計画に関する事業の中で，対象となる土地の地価評価はどうなるかは，

被災者にとって非常に重要な問題です。 

第１に，防災集団移転促進事業において，移転促進地域（被災地）の土地を

市町村等に買い取ってもらう場合，その価格で移転先の住宅団地内の宅地を購

入することとなりますから，価格評価が重要です。 

国は，同事業において市町村に補助する経費として，移転促進区域内に所在

する農地及び宅地の買取に要する費用として，これらの地域が災害の発生する

おそれがある危険区域であることを勘案して，算定した価額とするとしていま

す（防集法施行規則第６条第４項）。移転促進地域は，災害危険区域がかかるこ

とから，このように災害の発生するおそれ，建築禁止，制限等の内容及び程度

を勘案することとされていますが，他方では，復興計画等がある場合には，そ

れによる効用の回復の見通しがあり，この回復の見通しがあることを重視すれ

ば，この価格評価が，震災前の通常の時価額に近く回復すると考えられます。 

また住宅としては危険だとしても，他の用途として，事業の土地利用，公園

等の公共用地等の利用の必要性，国の国土保全，防災対策のための土地の取得

の必要性という点も考慮すれば，被災前の時価に努めて近づける評価で土地の

購入が図られるべきです。この点は，現在必ずしも明確ではありませんが，今

後の運用にかかっているといえます。 

なお，公示価格の評価に当たっても，震災による宅地減価を過大に評価すべ

きでなく，課税とは趣旨の異なる慎重な対応が求められます。 

 

 □ 第２に，新たな住宅団地の用地を，事業者である市町村等が取得する場合の取

得費は，適正な時価を基準として算定するとされています（防集法施行規則第６

条第１項）。 

これは，通常の適正時価として，災害負担の要素のない時価額としての評価

がされるべきでしょう。 

またこの場合，より安全性の高い土地のニーズに対応して，地価の高騰の懸

念がありますが，知事又は指定都市の長は国土利用計画法２７条の６の監視区

域として指定するよう努めるものとされています（復興特区法第８５条）。 

 

□ 第３に，新たな住宅団地で，移転する被災者が，自らの居住用の土地取得のた

めに購入する際の時価額が問題となります。 
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この価額は，用地取得費に当該団地造成工事費の合算額から単価を割り出す

という方法も考えられますが，この時価額算定に当たっては，そもそも公共用

地の取得費用分及び造成費を除き，住宅団地のみでの取得費，造成費をベース

に，時価額として控え目に算定すべきと考えられます。 

この価額も，事業施行過程の運用の中で，被災者救済の視点をもって検討さ

れる必要があります。 

 

 □ 土地区画整理事業においても，従前地と換地との照応の原則に照らして，両土

地の地価評価を要することとなりますが，この地価の単価の対比によって，換地

による取得面積が算定され，また従前地の時価額より，換地の時価額が低い場合

（現実にはそのようなケースがどの程度あり得るかは不詳ですが）清算金の交付

の要否が問題となるなど，時価額の評価が重要となります。 

 

□ この問題については，国土交通省が，５年間の集中復興期間にインフラが整備

され，地価が回復することを見込んだ「復旧価値」を買上げ価格の基準とする

方針を決定しました（２０１１年１１月２４日公表）。 

  しかし津波などの災害リスクも考慮されるため，買上げ後の土地がどのような

用途で計画されるか，利用価値の高い津波避難ビル用地となる土地は高く評価

され（評価額は震災前の６～８割ともいわれています），他方，防災林に利用さ

れる土地は評価が下がるともいわれています。 

  またこの低く評価された土地については，各自治体の復興基金を活用して，価

格を上乗せすることができるとされています。 

  「復旧価値」又は「復興見込みの価値」を評価に入れることは，復興推進のた

め，重要な前進で評価されますが，被災土地の買上げを求める被災者のニーズ

からすれば，震災前の権利の平等な救済という点を考慮しても，買取後の用途

で格差をもたらすことのないようにすべきです。 

  また，個別に相当価格の確定のため，交渉・協議を常に要することなく，最低

価の買取価格を，例えば震災前の路線価の８割等を画一的な基準として定め，

さらに，これを超える評価も可能な事情のある土地については，その証明を得

て，類型的に上乗せを図るなどの評価手法を取り入れて，努めて震災前の時価

額に近づける努力がされる必要があるといえます。 

  この財源は，もとより自治体の上乗せも含み得るものですが，復興基金を多用

しないでも，国の負担金で賄うような対策が必要と考えられます。運用におい

て，不動産鑑定士，弁護士，税理士等の実務専門家へ相談して，行政との協議

を要すると思われます。 

 

□ この買取り価格の評価について，課税対象地としての評価を行うには，自己所

有の居宅用地とする用途の制約及び担税力という観点から，震災の影響によっ
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て大幅に減額すること，また，買取りの場合とは，全く異なる制度趣旨による

評価方法として異なる基準が採られることが必要です。 
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Ｑ：２４ 

被災地で防災集団移転促進事業や津波復興拠点整備事業，あるいは土地区画整理

事業等により住宅地の移転・整備をする場合，住宅の確保はどのような方法があ

りますか，またその際，得られる支援にはどのようなものがありますか 

 

⇒Ａ 

□ 被災住宅地の移転を実施する主要な事業である防災集団移転促進事業，土地区

画整理事業等により，従前の被災地を買い取るか又は換地という行政処分によっ

て土地の権利の移転を図るかの違いはあるものの，いずれも，被災地の土地を所

有していた被災者は，新たな団地に住宅用地を取得できますが，住宅は自費で建

築することが必要となります。 

また，津波復興拠点整備事業においても，被災土地を嵩上げするか，土地の移

転による整備をするか競合しますが，やはり住宅は自費で建築することが必要で

す。この場合，建築資金がないか不十分である被災者にとって，住宅建築資金の

確保が基本的に重要な問題となっています。 

 

□ 住宅用地の取得ができる被災者が，住宅建築資金を確保（一部にしろ）する方

法は，第１に，被災者生活再建支援金があります。この制度は，災害により住宅

が全壊するなど生活基盤に著しい被害を受けた世帯に支援金（全壊の場合で基礎

支援金１００万円，住宅の再建の場合の加算支援金上限２００万円等）の給付を

受けるものです（内金の支払いを受けていれば残金）。 

第２に，復興のための特例的融資として，災害復興住宅融資，地すべり等関連

住宅融資等があります（※末尾の内閣府の整理した資料を参照してください。）。 

なお，特例の融資を受けるについても，既存の住宅等についてローンを組んで

いる被災者が多いと見込まれ，いわゆる二重ローン状態では到底返済の目途が立

たないこととなります（二重ローンの対策についてはＱ４３を参照）。 

 

□ 今後の各事業計画の確定の過程で，例えば集団移転促進事業において，被災土

地の買取価格を，可能な限り被災前の時価額に近い価格として買取りを受け，新

たな移転先の団地の住宅地の買取り面積を縮少して，代価の余剰金を出せないか

の対応も，検討課題の１つとなり得ます。 

例えば，単純化すれば１００坪の被災住宅地について震災前の時価額に近い価

格で買取りを受けた上で，新たな造成後の住宅地を６０坪購入したとし，仮にい

ずれの坪単価も同額程度だったと仮定した場合，４０坪分の土地の代金相当額が，

手許に残り（数百万円規模も見込まれます），これを建築資金の一部に充てると

いうことも考えられます。これは嵩上げを受ける場合は，買い受ける土地の価格

がより高くなることが見込まれ，防災集団移転促進事業の場合よりも実効性が低



45 

 

いかも知れません。 

また土地区画整理事業で換地を受ける場合，従前の土地の代わりに受ける換地

について，通常の換地を受ける面積を縮少して，その縮少分について，換地にお

ける一部の清算金の交付を得ることも難しい点はあるかと思いますが，検討すべ

きでしょう。 

また，もとより建築費の低コスト化の対策も検討すべきです。 

 

□ 土地の所有者で，買取り又は換地等を受ける地位にある場合，集団移転促進事

業あるいは津波復興拠点整備事業等においても，土地区画整理事業においても，

被災者のニーズによって復興共同住宅の建設が計画に盛りこまれ，この復興共同

住宅の区分所有権を，集団移転促進事業や津波復興拠点整備事業において買取り

を行うことも見込まれます。 

また土地区画整理事業の場合でも，宅地の所有者がその宅地の一部について換

地を定めないこととし，土地区画整理法第９０条の規定による申出又は同意をし

た場合，当該宅地について交付されるべき清算金に代えて，当該宅地に関する換

地に，施行者が建築する住宅を与えられるべき旨を申し出た時は，換地計画にお

いて当該宅地について換地を定めるほか，当該住宅を与えることを定めることも

できるとされています（土地区画整理法第１５条）。 

  ただし，この制度は当該宅地について，所有権以外の権利（地役権を除く）又

は処分の制限があるときは認められません。 

 

  □ 従前の被災土地に居住していたもので，もともと土地の所有権を有していなか

った被災者は，事業施行者である市町村が建設する復興公営住宅の賃借りを受け

ることもできます。これは，被災者への現物支給の観点から支援されるものです。 

また特定優良賃貸住宅等への入居が得られる制度もあります。 

（公営住宅等の賃借は，Ｑ４４，Ｑ４５及びＱ４６参照。） 



46 

 

Ｑ:２５ 

  防災集団移転促進事業と他の事業との対比はどうですか 

 

⇒Ａ 

 防災集団移転促進事業 津波復興拠点整備事業 土地区画整理事業 

要件等 ・災害が発生した区域又

は災害危険区域（建築基

準法第３９条第１項で指

定）のうち，住民の生命・

身体及び財産を災害から

保護するため，住居の集

団的移転を促進すること

が適当と認められた区域

を移転促進区域としてこ

の区域内 

・移転しようとする住居

の数は１０戸以上 

（ただし，新潟中越地震

及び東日本大震災の被災

地については，特例によ

り５戸以上） 

・都市計画区域が原則 

 ただし区域外でも可 

・１市町村あたり２地区以

下また１地区あたり２０

ｈa以下（それより増える

場合，国と協議） 

・地区数の限定があること

が特徴 

・市街化調整区域におい

ても可 

 土地改良事業による

農地整備と一体とした

整備も可（宅地・農地一

体整備事業） 

・復興整備計画又は復興

交付金事業の区域内で

実施されること 

補助対象 ・住宅団地の用地取得及

び造成に要する費用 

・住宅団地に係わる道

路・用水供給施設，集会

施設，病院等用地取得・

造成費 

・住宅地を自治体が所有

し続ける場合は，用地

費・造成費（ただし，分

譲した場合，用地費の補

助を自治体が国へ返還）

 

 

 

 

 

・区画道路を含む全ての道

路 

・公共施設の用地費・造成

費 

・地区全体の嵩上げ整備費

用 

・津波復興拠点のための用

地取得造成 

 

住宅地を自治体が所有し

続ける場合は，用地費・造

成費（ただし，分譲した場

合，用地費の補助を自治体

が国へ返還） 

 

 

・従来の被災市街地復興

土地区画整理事業の基

礎額に防災上必要な土

地の嵩上げ費用（津波防

災整地費）等を追加 

 

・被災市街地復興土地区

画整理事業で，復興共同

住宅区への換地，清算金

に代わる住宅の給付，施

行地域外の住宅建設の

制度あり（ただし，これ

らは借地権や担保権の

ある場合不可） 
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防災集団移転促進事業 津波復興拠点整備事業 土地区画整理事業 

敷地の取

得 

 

 

 

 

・市町村による被災地の

買い取りを受け，新団地

の宅地を購入（全面買取

方式） 

・建物建築費は自己負担

が基本 

・市町村による被災土地の

買い取りを受け，新団地の

宅地を購入（全面買取方

式） 

・建物建築費は自己負担が

基本 

・被災土地である従前地

と新たな土地との換地

（実質的には交換，但，

工事費等を減歩で負担，

仮換地手続を終る） 

・法定の手続がある 

譲渡所得

税の課税

繰り延べ

と不動産

取得税免

除の可否 

・売買であり，本来は譲

渡所得税の課税繰り延

べ，不動産取得税の免除

不可（運用によって対応

か） 

・土地区画整理事業と同様

の扱い 

・換地処分について交換

特例（譲渡取得税繰り延

べ），不動産所得税の免

除あり 

不服申立 ・単に売買契約であって

行政処分でないので，不

服申立ては不可，ただし

問題によっては行政庁と

の当事者訴訟等の余地 

・集団移転促進事業と同じ ・仮換地処分及び本換地

処分に対し，不服審査請

求及び取消訴訟が可 

他事業と

の併用 

・可 ・可 ・可 

 特に宅地と農地の一

体整備事業として，土地

改良事業との併用が有

効 
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Ｑ：２６ 

  防災団移転促進事業や土地区画整理事業等において，事業対象地に借地権や借家

権を有していた被災者の権利はどうなりますか 

⇒Ａ 

□ 借地権は，土地区画整理事業では，換地処分によって当然に換地上に移されま

す。また，借地権者は「宅地について権利を有する者」として，事業の実施や組

合設立の同意（土地区画整理法第８条及び第１８条）の権利等もあります。 

 なお，未登記の借地権は，事業施行者に申告しなければなりません（同法第８

５条）。注意しなければならないのは，登記が全くない借地権だけでなく，建物

の登記だけしかない場合も（建物保護法第１条で対抗力が認められる場合），申

告を要すると解されている点です。無申告であると，その権利は，土地区画整理

事業においては存在しないものとして取り扱われてしまいます。 

 

□ 被災市街地復興特別措置法に基づく被災市街地復興土地区画整理事業が行わ

れる場合，一般の土地区画整理事業に加えて３つの特別制度があります。①復興

共同住宅区制度，②土地の一部又は全部を換地せずに清算金に代えて住宅等の所

有権を給付する制度，③公営住宅や防災施設等の共同利便施設の用地確保のため

の保留地を設ける制度の３つです。このうち，①と②については，借地権者にも

大きな影響があります。まず，①については，所有者は単独で復興共同住宅地へ

の換地の申出ができますが，借地権の場合は所有者の同意を得て申出をしなけれ

ばなりません（同法第１２条第１項但し書）。②の点については，借地権者が換

地を定めないことの同意と併せて住宅等を与えられるべき旨の申出をしたとき，

借地権についても住宅等が与えられるようになります（同法第１５条第３項）。 

 

□ 借家人は，土地区画整理事業においては，極めて弱い地位にあります。土地区

画整理事業は，あくまで土地という面を整理する制度であり，建物に着目してい

ないからです。せいぜい利害関係者として事業計画に意見書を提出できる程度に

過ぎません。換地の際に建物が存続すれば借家権も存続しますが，建物が無くな

ってしまうと借家権も終了してしまいます。 

 被災市街地復興特別措置法に基づく被災市街地復興土地区画整理事業でもそ

の点は変わりません。 

 

□ 防災集団移転促進事業を実施する場合，施行者となる市町村が，移転促進地域

内の土地を買い取ることが予定されていますが，買取りはあくまで任意の売買契

約であり，区画整理事業の換地のように法的手続で交換するものではありません。

買取りの対象は借地権ではなく土地所有権が予定されています。買取代金を所有

者と借地権者で配分することになります。借家人の権利への配慮も特に予定され

ていません。 
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Ｑ：２７ 

防災集団移転促進事業や土地区画整理事業等において，市町村の復興事業の対象

区域に入っていない地域の被災者，あるいは，計画されている新たな住宅地への移

転に賛同できない被災者について，どのような対応が考えられますか 

 

⇒Ａ 

 □ 防災集団移転促進事業において，従前の被災した居住地区から集団で移転する

こととなり，土地区画整理事業等においても類似の問題が生じます。 

集団移転促進事業は，対象地域が災害危険区域と指定される居住に適さない土

地について，移転促進区域として，集団的に安全な整備された土地に移転するも

のですが，この事業計画に当たり移転促進区域の住民の意向を尊重するとともに，

移転促進区域内にある全ての住民が移転されることとなるように配慮すべきと

されています。移転促進区域の決定及び移転先の決定には，住民の意見が尊重さ

れるべきですが，住民のニーズにも種々なものがあり，ゾーニングは市町村と被

災者の十分な協議を要することとなります。 

 

□ 復興特区法によって，国は支援事業を定めていますが，事業の対象地域や事業

内容は，市町村と被災者との協議を踏まえ，市町村が定めますが，ゾーニングそ

のものはある程度市町村ごとに，地域の事情，被災者の事情，意識等多様なニー

ズをもとに，柔軟に対応される必要があります。 

宮城県では，２０１１年６月に県内被災地で内陸・集団移転を予定する地区数

をまとめたところ，５９地区と見込まれると試算していましたが，同年１１月の

再調査では，震災前の集落単位の移転を中心として，１７６地区へと事業の細分

化の傾向が見られます。 

被災者は本来５戸以上まとまれば，集団移転促進事業対象土地の要件があるこ

とを前提に，被災土地の買取りを求めることも可能といえます。このように散在

する被災住宅・集落について，集約的に移転事業へ参加することは，事業全体の

予算規模の問題もありますが，柔軟な対応を踏まえて実現されることが求められ

ます。 

なお，集団移転地区の細分化は，他方では公共施設・公益的施設を各地区に適

切に配置することが困難となる問題も生じます。複数の対象地区をトータルに見

て，計画の整合性を図る必要があります。 

 

□ 他方，対象区域にあっても，当該事業による集団移転を望まない被災者は，土

地の買取りそのものは集団移転促進事業の一貫として行われるものですから，こ

れに参加しないとなりますと，同事業による土地買取りを受ける前提を欠くこと

になります。 

また土地の嵩上げと多重防禦の防災対策をとったエリアの再生の事業を選択
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する途もありますが，対象地区がこれを選択せず，集団移転方針をとった場合が

問題となります。 

このような場合，対象区域内に集団移転に参加しない土地が点在するような事

態は望ましいことではなく，また，いわば残された被災者は，どのようにして復

興すればいいのかという深刻な問題が生じます。 

この点，事業に仮にデメリットを感じる被災者も，そのデメリットと残された

土地で復興できるかというデメリット（もともと災害危険区域として建築制限が

かかっている土地であるため）の比較衡量が不可避と思われます。他面，事業計

画内容には，被災者の多様なニーズにできるだけ対応し得る内容とするための協

議が必要でしょう。 

 

□ なお，復興特区法により，復興整備計画または復興交付金事業計画の区域内に

おける他の復興支援事業を検討する余地もあり，例えば優良建築物等整備事業の

補助を得て，ニーズの合致する被災者間で共同建替えをするなどの方法も考えら

れます。 

しかし，どこへ，どのような建て替えをするのか，建築制限や被災の実態等具

体的な状況によって考慮すべき課題もあり，補助内容等にも制約がありますから，

建築，法律等の専門家によく相談の上，検討する必要があると思われます。 

 

□ 土地区画整理事業の場合，原則が従前の被災地の土地の代わりの土地（まず仮

換地として指定を受け，その後仮換地の使用収益が可能となる）を，新たな住宅

団地に換地として受けることができます。例外として施行地区外における住宅を

建設して，換地の代わりに住宅を取得できる制度もありますが，この度の土地区

画整理事業で，そのような対応がされるかは確認を要します。 
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Ｑ：２８ 

  復興共同住宅とはどのようなものですか，これを取得するためにはどうすればよ

いですか 

 

⇒Ａ 

□ 復興共同住宅の法律上の定義は特に決まっていませんが，住宅復興の手法とし

て共同住宅を建てるもの，あるいは，復興事業として建てられた共同住宅に賃借

して入居するものなど，いくつかのパターンが考えられます。 

 

□ 住宅を所有する形態としては，地権者らが各自の狭小な土地を集合して一団の

土地を敷地にし，そこに共同して建てる区分所有建物があります。こうした共同

建物の再建を促進し，市街地の環境改善，良好な市街地住宅の供給等を図る目的

で，要綱に基づく優良建築物等整備事業が設けられています。東日本大震災では，

復興特区法に基づく復興交付金の基幹事業の一つとして位置付けられました。 

 

□ 都市再開発法に基づく市街地再開発事業による再開発ビルも復興共同住宅と

言えます。市街地再開発事業は，土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の

更新を図ることを目的とし，第１種（権利変換方式）と第２種（管理処分方式・

用地買収方式）の２種類があります。 

 第１種事業では，従前建物・土地所有者等が，従前資産の評価に見合う再開発

ビルの床（権利床）を受け取ります。第２種事業では，一旦，建物・土地等を施

行者が買収・収用し，希望に応じて対償に代えて再開発ビルの床が与えられます。

こうして建てられた再開発ビルが，共同住宅となります。 

 

□ 被災市街地復興特別措置法に基づく復興共同住宅があります。同法に基づいて，

復興共同住宅区を定め，土地区画整理事業で復興共同住宅区への換地を行い，復

興共同住宅を建設することができます。あるいは，市町村等の施行者が，共同住

宅を建てて，土地区画整理事業における地権者等に対して支払うべき清算金に代

えて，住宅等を給付することもできます。 

 

□ 復興公営住宅も，賃借する形態で入居する復興共同住宅です。復興特区法では，

復興公営住宅の入居資格要件を大幅に緩和しました。本来であれば要求される収

入や同居親族などの入居資格を，災害時の特例として，３年間に限って被災者（あ

るいは都市計画事業に伴い移転が必要になった人）については，その要件を満た

しているとみなすこととしました。これにより，ほとんどの被災者は，復興公営

住宅への入居が可能となる制度の対応となっています。 
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Ｑ：２９ 

復興特区法による土地利用規制の緩和とされる特例は，どのようなものがありま

すか 

 

⇒Ａ 

□ 復興整備計画に基づく復興事業を実施するために必要な許可の基準の緩和 

従来，①都市計画法第３４条で，市街化調整区域における開発行為は，原則禁

止され，一定の場合に知事の許可を要するものとされ，②農地法第３条及び第４

条により，農地転用の際にも知事の許可が必要とされています。 

復興特区法は，復興整備協会の協議により決定があった場合，①については新

たな住宅地等の開発行為でも，特例的に，地域の復興等のために必要な開発行為

であれば，農家用住宅や日用品販売店舗等の立地基準に限定するとの要件を適用

しないこととし，市街化調整区域のまま，開発が可能とされることとなりました。 

②については，復興のため必要かつ適当で，農業の健全な発展に支障を及ぼす

おそれがないものとする基準に照らして判断し，農地用区域のままでも，特例的

に転用が許可されることとなりました。 

 

□ 都市計画法の開発許可については，上記立地基準とともに，地盤の改良，崖面

の保護，下水道への接続の確保等，宅地の安全性に係る技術的な基準（技術基準）

がありますが，特例措置においても，この技術基準を開発行為が満していること

が求められています。 

  激甚な地震，津波等の被災に遭った土地から，新たな土地に，復興事業として，

安全・安心な住宅地等を求めて事業に臨むわけですから，安全性の確保というこ

とは，極めて重要な課題と思われます。 

  したがって，復興事業を実施するに当たり，開発行為を伴う場合は，開発許可

基準にある斜面や地盤，構造物等の安全性に係わる事項は遵守されるべきですし，

事業施行者である市町村等と確認・協議をすることとなります。 

 

□ 事業実施のために，複数の許可が必要な場合は，特例措置として，復興整備協

議会で協議・同意がされた場合に，事業に必要な許可があったものとしてワンス

トップで処理（一括して許可があったものと扱う）されることとなりました。 
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Ｑ：３０ 

  事業の進行途上において，どのような段階になったら建物を建てて，居住できる

ようになりますか 

 

⇒Ａ 

□ 被災地では建築制限の指定を受けることがありますが，建築制限をかける法的

根拠はいくつかあり，建築が可能になる時期もそれぞれ異なります。 

 

□ 災害による危険性が著しい場合の建築制限 

 建築基準法第３９条に基づく災害危険区域の指定 

地方公共団体は，条例を制定して，災害危険区域を指定し，住居等の建築を禁

止することができます。これは，災害の危険から国民の生命等を保護することが

目的です。したがって，災害危険区域に指定されると，その地域では，住居は無

期限に建築制限されることになります。ただし，工場等の事業用の建物は建築可

能です。 

さらに，防災機能の整備等により危険が除去された場合には解除されることと

なっています。 

 

□ 復興まちづくりのために必要な建築制限 

 ① 建築基準法第８４条に基づく建築制限 

 特定行政庁は「都市計画又は土地区画整理法による土地区画整理事業のため

必要があると認めるとき」に，指定した区域内での建築物の建築を制限又は禁

止することができます。 

 これは，都市計画等の計画の立案の期間を確保するのが目的です。その期間

は１か月（最長２か月）に限られていますが，東日本大震災では，「東日本大

震災により甚大な被害を受けた市街地における建築制限の特例に関する法律」

が制定され，その期間が６か月（最長８か月）に延長されました。これら法律

による建築制限期間が経過した後，別の事業による建築制限がかけられなけれ

ば建築可能となります。 

 

  ② 被災市街地復興特別措置法に基づく建築制限 

 都市計画区域内に被災市街地復興推進地域を定めることができますが，この

地域内では，緊急復興方針を定めるために，災害発生の日から最長２年の建築

制限がかけられ，建築には都道府県知事の許可が必要とされます。ただし，自

宅等の建物は建築可能です。期間経過後に別事業による建築制限がなければ建

築可能です。 
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  ③ 土地区画整理法第７６条に基づく建築制限 

 これは区画整理事業の遂行に支障となる建築を制限するもので，換地処分の

公告までの間は，建築について都道府県知事等の許可が必要となります。 

 なお，仮換地処分の公告がされた段階で，許可を得て，仮換地の使用及び収

益を開始できますし，許可は通常なされるでしょうから，建物を建設して居住

することが可能となります。 

   

  ④ 都市再開発事業に伴う建築制限 

再開発事業の遂行に支障となる建築が制限されます。第１種市街地再開発事

業については都市再開発法第６６条に基づき，第２種市街地再開発事業につい

ては都市計画法第６５条に基づき，事業計画確定の公告後は，建物の建築には

都道府県知事の許可が必要となります。 
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Ｑ：３１ 

漁業権の従前の法制度の扱いはどのようになっていますか，また復興特区法によ

る特例によってどのような扱いとなるのですか，更にその留意点はどうですか 

 

⇒Ａ 

□ 漁業権保護の従前の制度の概要 

漁業法において，漁業は水産動植物の採捕又は養殖の事業をいうとされ，これ

を営む漁業権は物権とみなされ，一定の法で定めた要件の下に，その権利が保護

されています。 

漁業権には，①定置漁業権（漁具を定置して営む漁業），②区画漁業権（一定

の区域内において，方法の違いによって，３種に類別された養殖を営む漁業），

③共同漁業権（一定の水面を共同に利用して営む漁業権）の三種が法で定められ

ています。 

この中で，定置漁業及び区画漁業は，漁業権又は入漁権に基づくのでなければ

営んではならないとされ，漁業権の設定を受けようとする者は，都道府県知事に

申請してその免許を受ける必要があります（漁業法第９条及び第１０条）。 

さらに，この漁業権設定の免許には，優先順位があり，法では定置漁業及び区

画漁業（真珠養殖業及び特定区画漁業権の内容である区画漁業を除き）について

は，第１順位を漁業者又は漁業従事者，第２順位を前号に掲げる者以外の者とし

（同順位者間の優先順位は省略），更に特定区画漁業権（いかだやいけすなどを

使った養殖を行う権利）については，第１順位として地元漁協，個々の漁業者（組

合員）は，漁協から漁業を営む権利（行使権）を取得するものとされ，第２順位

に地元漁民の７割以上を含む法人，第３順位に地元漁民の７人以上で構成される

法人，第４順位に，第２順位，第３順位以外の漁業者及び漁業従事者（法人含む），

第５順位に新規参入企業等と優先順位が定められています（漁業法第１８条等）。 

 

□ 復興特区法の特例の内容と留意点 

この度の復興特区法の特例（復興特区法第１４条）において，被災地のうち，

地元漁業者のみでは養殖業の再開が困難な区域（浜）を定めて，その対象地域及

びその必要性，養殖業の再開が困難な実情等を復興推進計画の中に記載し，農林

水産大臣の同意を経て，漁業推進計画が内閣総理大臣によって認定された場合，

地元漁業者主体の法人に対し，県知事が直接免許を付与することを可能とするこ

ととされました。 

この特例は，前記第２順位，第３順位の法人を，次の特例法定基準で審査する

こととなっています。 

① すぐに事業を開始できる具体的な計画がある 

② 事業を的確に行うに足りる「経理的基礎」及び「技術的能力」がある 
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③ 十分な社会的信用がある 

④ 地元漁民の生業の維持，地元雇用の創出等の効果がある 

⑤ 他の漁業との協調，その他水面の総合利用に支障を及ぼすおそれがない 

これら５つの基準が，客観的に審査された上で免許が付されることとなります。 

この結果，第１順位として，従前第２，３順位であった地元漁民を７割以上含

む法人又は地元漁民の７人以上で構成される法人が，漁協と同順位で免許を受け

得ることとなります。 

 

□ 特例で免許を受ける法人の実体がどのような法人か（株式，出資数を問われ

ないこととなるため，被災地外の大資本の参入も可能），またどのような企業か

等，具体的な免許申請がされた場合，漁業法第１３条の要件，特に同種漁業を

内容とする漁業権の不当な集中に至る恐れがある場合か否か慎重な審査をすべ

きで，また免許を受けようとする漁業の敷地が，他人所有又は水面が他人占有

下にある場合の同意取得要件等の配慮により，漁協の組合員である零細漁業者

の権利が著しく侵害されることがないように，運用が図られるべきです。 

  今後，どのような法人に対し，どのような対象区域で，どのような養殖等の

免許を付するか，またその運用指針や法人の漁協への参加の問題等，利害関係

者の協議が必要であり，復興推進計画に基づく事業に係わる事項として，地域

協議会等でこの協議，調整が十分になされる必要があると思われます。 
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Ｑ：３２ 

水産業の復旧・復興に向けて，被災漁業者等の共同利用施設の整備事業とはどの

ようなものですか 

 

⇒Ａ 

□ 漁業と水産加工業，流通業の一体的な復興の実現 

  東日本大震災における第一次産業（農林水産業関係）の被害は，約２兆２８３

９億円と見込まれています（２０１１年８月時点，農水省）。 

  その被害の甚大さに加え，水産業者関係では，もともと‘乱獲→薄利多売→資

源の枯渇・採算性の低下・事業担い手の減少’という構造的問題を抱えています。 

 

□ 漁業・水産加工業の復旧復興には，被災地の漁港，漁場及び漁業集落の復興が

前提ですが，漁港における港湾設備の復旧・復興と，漁船・漁具・漁協・流通・

加工施設等の一体的，総合的な復旧・復興が必要であり，漁港においては，地盤

沈下，浸水地域の嵩上げ，必要な施設の再配置，建設が，将来の津波被害に対す

る防災機能をふまえて，総合的に対策が取られる必要があります。 

この水産漁業の衰退を防ぎ，活性化と復興を実施する観点から，漁業，水産加

工業，販売のための流通の一体的な復興を図るため，水産業共同利用施設復旧整

備事業への支援がされることとなりました。 

  水産業共同利用施設復旧整備事業には，概ね，①漁協・水産加工協等が共同に

施設の利用をする鮮度保持施設，加工処理施設等の共同利用施設の復旧・復興に

関する事業，②ノリの乾燥施設やカキ・ホタテ等の養殖施設等の復旧復興に関す

る事業，③放流用種苗生産施設復旧・復興に関する事業があり，また漁港施設復

旧・復興に関する事業もあります。 

 

□ これら漁業の拠点となる港の復興を図るためには，個々の事業用地を確保して

施設の建設をするという方法もありますが，港の関連施設を一体としてゾーニン

グし，漁港施設機能強化事業も併用し，防波堤，防潮堤等と連動した防災対策，

更に施設で就労し，又は利用する人達のための避難棟，タワー等の公共の避難施

設，水産業の共同利用施設，個々の事業施設，道路網の整備等を一体とした流通

体制等，総合的な復旧・復興事業が実施される必要があり，このような場合，市

街地再開発事業が対象地域の一部区域に土地の高度利用を図る建造物を配置す

る総合的なプランニングを行う上で，有効な手法となります。また，地盤嵩上げ，

多重防禦の防災施設を一体として，土地区画整理事業等を併用することも有効と

考えられます。 

さらに，産業施設と住宅等を総合して，復興の拠点となる市街地（一団地の津

波防災拠点市街地形成施設）を，用地買収方式により緊急に整備する事業を支援

する津波復興拠点整備事業も有効な手法と考えられます。 
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Ｑ：３３ 

水産基盤整備事業等，漁港・水産加工施設の復旧・復興支援のため，どのような

対策がとられるのですか 

 

⇒Ａ 

□ 被災地域の水産業の本格的な復興を図るため，拠点漁港における流通機能や防

災機能の強化を図るとともに，漁場の生産力の回復を図る必要があります（被災

地救済対策）。 

  また，東南海・南海地震防災対策推進地域等において，地震・津波災害に対す

る漁港の防災対策に係わる緊急整備にも取り組む必要があります（全国防災対

策）。 

  この２つの視点から，水産業の基準整備を図る事業支援対策が強化されること

となりました。 

 

□ 被災地救済対策としての漁港・漁場・漁業集落の復興支援について 

被災地における対策として，以下の事業内容について復興支援の対象となりま

す。 

① 拠点漁港における衛生管理型荷捌所，流通加工施設等の一体整備，避難路

の整備 

② 漁港施設用地の嵩上げ，排水対策等の漁港地盤沈下対策（市町村営漁港は復

興交付金による） 

③ 漁場生産力回復のための魚礁，増殖場，藻場，干潟等の整備 

④ 漁業集落における地盤嵩上げ，切盛土，生活基盤，高台の避難地，避難路の

整備（復興交付金の対象）。 

 

□ 漁港の復興対策について 

防波堤や岸壁の損壊等により，漁港での水揚げや漁船の係留等の機能が喪失し

たり，三陸沿岸部では，地盤沈下による浸水被害が発生し，漁港内の水産加工団

地や冷凍・冷蔵施設等にも大きな被害が発生しています。 

これらの被害に対し，次の対策がとられます。 

① 漁港関係事業，災害復興事業として対応されるもの 

地震・津波に対応した防潮堤・岸壁等の整備，沿岸，道路の復旧，嵩上

げ等，地盤沈下に対応した水産加工場用地等漁港施設用地の嵩上げ，排水

対策 

② 水産基盤整備事業（漁港施設機能強化事業）として対応されるもの 

③ 流通機能の強化に資する高度衛生管理型荷捌き施設の整備 
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Ｑ：３４ 

土地改良事業とはどのような事業ですか，また農地が津波で浸水し，塩害を被っ

ている場合，農業復興のためにどのような対策がとられますか 

 

⇒Ａ 

□ 土地改良事業とは 

土地改良事業とは，土地改良法によって定められた，①農業用排水施設，農業

用道路その他農地内の保全又は利用上必要な施設の新設，管理，廃止又は変更，

②区画整理（土地の区画形質の変更の事業及びこれに附帯して施行することを相

当とされる農用地の改良若しくは保全のため必要な工事の施行とを一体とした

事業），③農用地の造成（農用地以外の土地の農用地への地目変換又は農用地間

における地目変換の事業(埋立及び干拓を除く)及び，当該事業に附帯して施行す

ることが相当な工事の施工を一体とする事業），④埋立て又は干拓，⑤農用地又

は土地改良施設の災害復旧，⑥農用地に関する権利並びに農用地の利用上必要な

土地に関する権利，農業用施設に関する権利及び水の使用に関する権利の交換分

合，⑦その他農用地の改良又は保全のため必要な事業をいいます。 

農用地の改良，開発，保全及び集団化に関し，公汎な事業が対象とされていま

す。 

 

□ 東日本大震災に対処するための土地改良法の特例 

  土地改良法の特例として，国直轄で実施する農地，農業用施設の災害復旧事業

やこれと併せて施行する土地区画整理等の復旧関連事業について，高い補助率で

実施することとされています。 

  また，東日本大震災における津波被害により，海水の浸入のため農用地が受け

た塩害を除去するための事業を除塩事業として，この事業を土地改良法第２条第

２項第５号に掲げる農用地又は土地改良施設の災害復旧事業にあたる土地改良

事業とみなして，関係法令の適用を受けることとされています。 

  また，都道府県が行う特定災害復旧事業のうち，除塩にあっては，当該事業に

要する費用の税額の１００分の９０に相当する額を予算の範囲内で補助するな

ど，詳細な補助の内容が定められています。 

 

□ 土地改良法において，土地改良事業に参加する資格を有する者は，事業施行地

域内にある土地について，農用地を，所有権をもって耕作又は養蓄の業務に供す

る者又は所有権以外の権限をもって，耕作又は養蓄の業務に供する者で，法定の

要件を満たす者等（同法第３条）とされており，これらの者の１５人以上の者が，

都道府県知事の認可を受けて土地改良区を設立し，土地改良区がその地区内の土

地改良事業を行うことができます（同法第１５条）。 
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  更に，有資格者１５人以上の者に，その資格に係る土地を含む一定の地域を定

め，その地域に係わる土地改良事業を国又は都道府県が行うべきことを，国が行

うべきもの（国営土地改良事業）にあっては農林水産大臣に，都道府県が行うべ

きもの（都道府県営土地改良事業）にあっては都道府県知事に，申請することが

できます。 

  また，農業者らの申請によらないで，国又は都道府県が発意して事業を実施す

ることもできます（同法第８７条の２）。 

 

□ 復興特区法による特例 

  県営土地改良事業は，原則として有資格者１５人以上の申請により，県の発

意により行うことができる事業で，従来は限定的でした。 

  しかし，東日本大震災の被災地の状況から，農業経営の再開までに数年かか

る見込み等の厳しい状況から，離農を希望する者もあるなど，地域ごとに農業者

１５人以上集めることが困難な現状にあります。 

  そのため，復興特区法では，土地改良事業の特例として，被災関連都道府県は，

復興整備計画として記載された土地改良事業（政令の要件に適合するもの）を行

うことができるとして（同法第５２条），県の発意により行うことができる事業

を追加し，①区画整理，②農用地の造成，③客土及び暗渠排水の改良事業も対象

とされることになりました。 

 



61 

 

 

Ｑ：３５ 

医療，介護，福祉等に関する復興支援には，どのような制度が設けられましたか 

 

⇒Ａ 

 □ 東日本大震災の津波被害を受けた三陸沿岸地域は，人口減や高齢化が特に深刻

であり，今後も少子・高齢化が進むことが予想されます。そこで，復興まちづく

りにおいては，住宅だけでなく，介護施設，医療施設等を一体として計画するな

ど，高齢者，女性及び子どもに配慮した復興計画が不可欠です。 

 

 □ 東日本大震災の復興対策として，保健・医療・介護・福祉の分野への対策も盛

りこまれています。 

特に集団移転促進事業として，集落や街の住民が集団移転によって新たな団地

で恒久的な生活を図っていく場合，近くに必要な公共施設の他に，病院等の医療

施設，各種老人ホーム等の公益的施設も適正規模で確保される必要があります。 

しかし，従来の防集法においては，補助対象の事業計画の中に策定すべき事項

として，住宅団地の整備又は住宅団地における住宅の整備に関する事項は定めら

れていましたが，事業計画で医療施設等は対象とされていませんでした（防集法

第３条第２項第３号）。 

復興特区法は，上同号の「住宅団地の」とある部分を「住宅団地（移転者の住

居の移転に関連して必要と認められる医療施設，官公庁施設，購買施設その他の

施設で，居住者の共同の福祉又は利便のため必要なものの用に供する土地を含

む）」と定め，医療施設等について事業対象用地として，補助の対象とする特例

を定めました（復興特区法第５３条第２項）。 

 

□ 復興特区法で予定されている事業の一つに，介護基盤復興まちづくり整備事

業がありますが，これは，定期巡回・臨時対応サービスを提供するための小規

模特別養護老人ホームや，認知症高齢者グループホーム等の基盤整備を行うこ

とのほか，訪問看護ステーションの建設をすることなどを目的としたものです。

１か所あたり３０００万円の国費負担が予定されています。 

更に子育て事業として，保育所等の複合化・多機能化推進事業があります。こ

れは，子どもと子育てを身近な地域で支えるという観点から，認定子ども園や，

放課後児童クラブ，地域子育て支援拠点など，子育て関連施設の複合化，多機能

化を図るための整備に財政支援を図るものです 

 

□ 地域の包括ケアを中心とする保健・医療・介護・福祉の体制の整備 

復興計画のまちづくりの中で，従来の地域のコミュニティを核とした支えあい

を基盤としつつ，保健・医療・介護・福祉サービスが，一体的に提供される地域
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包括ケアを中心に捉えた体制を整備する財政支援が取られることとなっていま

す。いずれも以下基金の積み増しです。 

 

① 地域医療提供体制の再構築（地域医療再生基金の積み増し） 

機能強化を行う病院と後方支援病院として機能する病院との機能分化，診療

所の在宅当番医制への参加，在宅医療の連携拠点となる医療機関の整備等によ

る在宅医療の推進等，医師・看護師等の人材の確保等 

② 地域包括ケアの再構築（介護基盤緊急整備等臨時特別基金の積み増し） 

日常生活圏で医療・介護等のサービスを一体的・継続的に提供する「地域包

括ケア」の体制を整備するため，被災市町村の復興計画にもとづく小規模の特

別養護老人ホーム，グループホーム等に加え，在宅サービス等を行う拠点整備，

長期間の避難生活による高齢者等の日常生活を支えるため，当面必要な介護等

のサポート施設（応急仮設住宅での総合相談，高齢者等の活動支援等を包括的

に提供）を整備するために行われる財政支援 

③ 地域の「絆」の再構築等（緊急雇用創出事業，臨時特例基金・住まい対策拡

充等支援事業分）の積み増し 

地域における絆やつながりを再構築し，高齢者，障害者，生活に困窮してい

る方等の生活を支えるため，ＮＰＯ法人等による巡回訪問による状況把握や見

守りなどの支援，生活再建サポーターの配置等による被災生活保護受給者への

個別支援等 

④ 障害福祉サービスの再構築（障害者自立支援対策臨時特例基金の積み増し） 

障害者自立支援法，児童福祉法にもとづく新体系サービスへの移行，発達障

害児・者のニーズに応じたサービス等の提供，居宅介護事業所等の事業再開に

向けた施設整備等に対する財政支援 

⑤ 子育てサービスの再構築（安心子ども基金の積み増し） 

被災地の保育所の復興，認定こども園，地域子育て支援拠点などの合築によ

る総合化や，通常の保育に加え延長保育や病児の一時預かりなども行う多機能

化の整備への財政援助 

 

□ これらの分野は，被災者の生活の復興の実現のために極めて重要な支援対策

ですし，阪神淡路大震災後，多数の「孤独死」を防ぎきれなかった等の教訓か

らも，行政の財政支援の重要な課題と思われます。 

地域のニーズに応じ，国の援助の他に，地方自治体の復興交付金を財源とす

る独自の支援もなされるものと思われ，今後これらの制度の整備・拡充が必要

になると思われます。 
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Ｑ：３６ 

  復興事業について不服がある場合，どのような法的な手続をとることができます

か 

 

⇒Ａ 

□ 復興事業について不服がある場合の法的な手段としては，審査請求や異議申立

てなどの不服申立て，行政事件訴訟法上の抗告訴訟等が考えられます。もっとも，

不服申立てあるいは抗告訴訟を提起するためには，争訟の対象に処分性があるこ

と，すなわち，「直接国民の権利義務を形成し，又はその範囲を確定することが

法律上認められているもの」といえることが必要となるため，復興事業のいかな

る段階で処分性を捉えるかが問題になると考えられます。 

 

□ 復興推進計画の認定に対して争う方法 

   復興特区法における復興推進計画は，地方公共団体が作成の上，内閣総理大臣

に認定を申請し認定を受けるという方式が採られています（復興特区法第４条）。

この認定に処分性が認められれば，復興推進計画の認定を対象として，不服申立

て，あるいは，取消訴訟等の抗告訴訟を行うことができると考えられます。 

   もっとも，復興特区法と同様に，地方公共団体が区域を定めて，内閣総理大臣

に認定を申請し認定を受けるという方式を採る構造改革特区に関しては（構造改

革特別区域法第４条参照），当該認定に処分性はないと判断した裁判例がありま

す（名古屋地判平成21.11.5判タ1342号110頁，同控訴審名古屋高判平成22.9.16，

判例集未登載）。したがって，この裁判例と同様に考えれば，復興推進計画の認

定にも処分性がないと判断される可能性があります。 

   しかし，上記裁判例はあくまでも，安心子育て特区に関して児童福祉法の関係

法令に即して判断された事案であること，また，復興特区法第１４条以降では復

興推進計画の認定に許可や認可のみなし規定が置かれていることからすれば，復

興推進計画の認定に処分性が認められる余地は十分にあると思われます。 

   なお，土地区画整理事業の事業計画の決定に処分性を認めた【最判平成 20.9.10

民集 62 巻 8 号 2029 頁】の補足意見においては，「本判決のようにその（引用者

注－土地区画整理事業の事業計画の決定の）処分性を肯定する場合には，先行行

為たる事業計画の決定には公定力があるから，たとえこれに違法性があったとし

ても，それ自体の取消訴訟などによって公定力が排除されない限り，その違法性

は後行行為たる仮換地の指定や換地処分に承継されず（例外的に違法性の承継を

認めるべき場合には当たらない。），もはや後行処分の取消事由として先行処分た

る事業計画の決定の違法を主張することは許されないと解すべきことになろ

う。」として，後行処分の取消事由として先行処分の違法を主張できないと述べ

られています。したがって，この補足意見に従えば，復興推進計画の認定に処分

性が認められた場合，後記の復興整備事業に関する争いの中で，復興推進計画の
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認定に関する違法は主張できなくなる可能性があるため，留意が必要です。 

 

 □ 復興整備事業の中で争う方法 

   仮に復興推進計画の認定に処分性がない場合には，復興整備事業の進展に合わ

せてその段階で争うことになります。すなわち，復興整備事業は，市街地開発事

業，土地改良事業，復興一体事業などとして行われるため（復興特区法４６条２

項４号参照），これらの事業の中で争うという方法です。 

   復興整備事業に関しては，多くのみなし許可が規定されています。例えば，復

興整備計画が公表されたときには，農地法第４条第１項又は第５条第１項，都市

計画法第２９条及び第４３条の許可等があったものとみなされます（復興特区法

第５０条）。したがって，これらの許可等に対して不服申立てが可能である場合

には（なお，不服申立前置の採用にも注意して下さい。），復興整備事業において

は，当該公表について争う方法が考えられます。 

   また，復興一体事業に関する復興特区法第５９条においては，同法５７条１項

の認定を土地区画整理法５２条１項の認可とみなすとされています。したがって，

前掲の【最判平成 20.9.10】によれば，当該認定には処分性が認められると考え

られます。なお，復興一体事業においては，復興特区法第５８条に準用する土地

区画整理法第１２７条７号の規定により，特定の通知について不服申立てができ

ないため留意が必要です。 

   なお，防災集団移転促進事業は，それのみでは強制力はありません。したがっ

て，当該事業に不服がある場合は，強制力を働かせるために他の事業が併用され

た場合に併用された事業の処分を捉えて争う方法，あるいは，当事者訴訟を活用

する方法など事案に合わせて工夫が必要になると考えられます。 

   なおいずれにしましても，不服がある場合も，行政との協議，他の被災者との

協調の努力が求められることが，復興促進にとっては重要です。 
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第３章 復興事業に関する権利関係に係わる留意点 

 

Ｑ：３７ 

被災土地の境界の確定が困難な場合，境界の確定や土地の面積の特定はどのよう

に対応すればよいのですか 

 

⇒Ａ 

 □ 土地区画整理事業等の移転事業においては，換地や従前地の買取りなどのため

に従前地の価額を評価する必要があります。土地の価額は原則として，その地域

における基準地価（単価）×当該土地の面積で計算されますから，当該土地の面

積が正確に把握されていなければ，適正な評価ができないことになってしまいま

す。 

土地の面積は登記簿に記載されていますが，このいわゆる「公簿上の面積」が

不正確で実態と乖離しているケースは，実際には多々あります。むしろ，登記簿

面積や公図による境界位置の精度が高く信頼できるのは，過去に厳密な測量が実

施された地域，つまり地籍調査や土地区画整理事業が行われたり，分筆登記がな

されたような場所に限るといっても過言ではありません。 

事業移転に対する補償額は「適正な補償」（憲法第２９条第３項）でなければ

なりませんから，公簿面積と実測面積とが乖離する場合は，実測面積に基づいて

土地を評価し補償額を計算すべきであり，土地区画整理事業等では測量を行って

対象土地の正確な面積を把握するのが通例です。 

 

 □ 集団移転促進事業や津波復興拠点整備事業等において，被災土地の全面買取り

がされる場合も，買取対象土地の実測面積に対応して対価が決められますから，

実測面積の特定が重要となります。 

   ところが，測量を行うにも，そもそも土地の境界位置が不明であるとき（かね

て隣地との間で境界紛争があったり，災害によって境界が不明になり復元できな

くなった場合等）は，前提としてまず境界の確定が必要となります。 

その場合に速やかに境界確定ができればよいのですが，境界確定訴訟等の手続

きを取るとなると長時間を要します。そこで被災地における境界確定は，筆界特

定制度の活用が図られる見込みです。筆界特定制度は，当該土地所在地の法務局

が事務を行い，筆界調査員が調査の上，筆界特定登記官によって，境界の判断が

されます。 

 

 □ 復興まちづくりの各事業における被災地の境界の特定は，関連する土地が多数

となり，利害関係者も多数となり，地盤の流失や埋没等から境界特定の資料も乏

しい等，困難な事例が多いと思われます。 
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   他方，境界確定のための調査及び確定に長期間を要していたのでは，復興計

画・事業決定が進まないという事態になります。 

   復興の促進と，地権者の権利保護の調整が図られる必要がありますが，一応の

調査と，可能な限度で提出され入手できた資料によって，筆界特定手続において

概ねの境界を定めること，地区の一定のエリア単位で，概ねの境界を確定するか，

場合によっては買取方式の事業の場合は，一定の地権者の合意のもとに地区の一

定のエリアを特定し，当該エリア全体の地権者にまとめて買取代金を交付して，

住民間の配分協議に委ねるという方法が考えられます。 

また予め市町村と事業参加の地権者全体で，協議の上筆界特定を簡易・迅速に

行った上，概ねの地積で対価を配分すること，及び仮に後日この概ねの地積と実

際の地積の過不足があることが立証された場合は，誤差を清算金の交付で公平を

図ることとするが，事業における事業施行者と地権者間の売買契約そのものの効

果は変更させないとすること，等の方法を予め合意しておくこと等を通して，買

取り土地の地積の特定を円滑にする方法が考えられます。 

   復興事業における従前の被災地は，移転する被災者にとっては今後利用しよう

とする土地ではないため，その境界を厳密に確定するまでの必要性は少なく，結

局は買い取り面積に相応して得られる対価の公平性が維持されれば足りるといえ

るからです。 

   しかし，移転促進エリアにおいて，当該事業に不参加の被災者の土地が点在す

るような場合，買い取るエリアの確定は同様にはいえません。 

   また，移転先の土地については，団地全体の境界が特定されれば，その内部で，

測量の上，新たに区画割りを行って境界の線引きをすれば足りるのですから，そ

れほど困難な問題ではないと思われます。 

   なお，買取方式による集団移転事業ではなく，他の事業で従前の宅地を嵩上げ

する場合には，当該事業の法定手続との整合性への配慮が必要です。 

 

 □ 土地区画整理事業で換地処分（仮換地を経て）をする場合も，同様にはいえま

せん。手続が法定されていますから，それに基づく必要があります。 
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Ｑ：３８ 

被災地の相続登記未了の土地について，復興事業の扱いにおいて支障があるでし

ょうか，またどのような対応が必要でしょうか 

 

⇒Ａ 

 □ 復興事業を進めるに当たり，事業の対象者，すなわち当該土地に関する権利者

（所有者，借地人，借家人，抵当権者，仮登記権利者，実際上の占有者等）が誰

であるかを確定する作業が必要になります。 

土地の権利者にすれば，自分に（実体的な）権利があるにもかかわらず，事業

から外されるのは困りますし，事業施行者から見れば，事業の進行の各段階で同

意を得るべき相手方や，補償金・買取代金の支払先，換地先土地の登記名義など

を誤ると，手続上法的な瑕疵が生じることとなります。 

 

 □ 土地の所有者は基本的には（契約又は処分をする基準日における）登記名義人

であると解されますが，名義人が亡くなっているにもかかわらず，相続登記が未

了というケースがあります。 

その場合は，事業施行者において現地の使用状況を見たり，登記名義人の戸籍

等を辿って法定相続人を調べたりして，当該土地の法的な権利承継者を探します。

事業の開始を知った相続人の側から積極的に，施行者に対し，自分が相続権利者

であることを申し出ることもあるでしょう。 

 法定相続人間で，実体上は遺産分割協議が終了している場合は，遺産分割協議

書などの証拠資料を確認した上で，その土地を相続した者のみを所有者と扱えば

よいことになります。一方，遺産分割協議が整っていない場合は，施行者として

は，法定相続人らによる共有状態であると解して，全員を共有者と扱わざるを得

ません。 

   その場合共有者となる者の一部が現に被災時に居住していた場合，他の共有者

の持分との関係では借地権，使用借主権等を有しているものと見ることができま

す。 

   事業にかかる地域の土地所有者は，自らの権利の立証を用意にするためにも，

できるだけ早期の相続登記を経ておくことが望ましいといえます。相続財産が多

数あり遺産分割協議が整わない場合は，最低限，当該土地を誰が相続するという

ことだけでも合意して，その協議文書を作成しておくべきです。 

 

 □ ところで，登記名義人の法定相続人の中に，所在不明で連絡がつかない方がい

る場合は，遺産分割協議やこの相続登記をなし得ない点もさることながら，復興

事業に対する合意が取れないことが問題になります。 

土地区画整理事業や住宅地区改良事業などでは，計画決定・換地処分といった
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強制力を伴う手段が，法律によって施行者に与えられています。しかし，防災集

団移転促進事業は，いまだ法律上の事業とされていないため，そのような強制権

限は与えられていません（Ｑ２０等参照）。 

そこで，法定相続人のうちに行方不明者や強硬な反対者があるため，どうして

も事業への合意を得られない場合は，当該土地を事業対象土地から除外するか，

強制力を伴う何らかの事業形式を併用する必要がでてきます。 
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Ｑ：３９ 

復興計画の事業の対応をするのに，相続が発生している場合または行方不明者，

生死不明者がある場合，どのような点に留意すべきですか 

 

⇒Ａ 

□ 復興計画の事業の対応をするに際して，相続が発生している場合 

 ① 復興計画の事業で事業対象区域の土地所有者（又は借地権者）が死亡して

いる場合，相続が発生することはもとより，現状の登記簿において，震災前

から相続登記が未了のままとなっている土地について，相続に伴う権利関係

が生じていることになります。 

   例えば土地区画整理事業において，従前地が亡くなっている人の名義のま

まであっても，相続が生じている以上，換地処分の手続においては，登記名

義人の相続人を地権者と扱うほかありません。このような場合，事業を円滑

に進めるには，全相続人により，遺産分割協議の結果，当該従前地を相続を

する相続人を確定するか，相続人代表者を定めて委任をする等によって，手

続の当事者として扱う必要があるでしょう。 

 ② 防災集団移転促進事業の場合は，市町村が移転促進区域内の事業対象土地

を買い取る方式をとるため，市町村等と地権者との土地売買契約を締結する

こととなり，売買代金の支払いと登記の移転手続を行うこととなります。 

   この土地の買取りは，震災復興の特例を受ける事業として行うものですか

ら，対象土地に震災前に居宅があり，居住していた者（土地建物又は建物の

相続登記未了である場合に問題となります）が，事業計画によって集団移転

先の土地を買取移転するという，事業の一環で買取りがされることを想定し

てはいますが，移転促進区域内の土地であれば，市町村の判断で事業に必要

な土地を買い取ることは可能とされています。 

   遺産分割未了の相続物件の場合は，地権者が共有者ということになります。 

   なお現に生活し居住していた共有者が，従前の居住地を売却し，新たに移

転先の住宅団地の土地を購入するのに際し，購入資金に買取りを受けた代金

をあてようとするのに，他の共有者と分配を要することは，資金調達に支障

を来すことが考えられます。 

   遺産分割未了の土地の買取りを受けた代金の支払いは，共有財産の対価と

して，相続分割合に応じて分割して，各共有者に帰属することが本来の原則

ですが，移転実現のためには，相続人間での内部協議を十分に行い，合意す

ることを要します。 

   同じ問題が，震災または津波の被災により亡くなった方の土地が対象とな

り，遺族の住宅移転を確保しようとする場合にも生じます。 

   いずれも，事業の手続に整合するように，相続人間で十分な協議解決を図
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った上，市町村に対し事業手続上の対応をする必要があります。 

 ③ 再開発事業の場合の権利変換又は管理処分において，被災土地の所有権を

再開発ビル等の建物の区分所有権等へ移転する場合にも，土地区画整理事業

における換地処分の結果，権利を確定し，後日，本換地後に所有権登記を経

る場合と同様の問題を考慮する必要があります。 

 

□ 復興計画の事業の対応をするのに際して，権利者に行方不明者及び生死不明

者がある場合 

 ① 震災後，行方不明者，生死不明者がある場合について，津波にまき込まれ

て，生存の可能性がないなどの例で，認定死亡という方法もあるのですが，

警察は行方不明者について事実上認定死亡の報告を行わないため，相続開始

するには１年経過後に，遺族らが家庭裁判所に失踪宣告の申立て（危難失踪）

をしなければならないのかという問題が生じました。この点については法務

省から，東日本大震災により死亡した死体未発見者に係る死亡届の取扱いに

ついて通達（平成２３年６月７日付民第１３６４号）を出して，死亡届の手

続を簡略化しました。 

   この認定死亡は，戸籍手続上の必要から官公庁が死亡の事実を確認するも

のにすぎず，仮に本人が生きていたり，別の死亡時が判明したりした場合，

戸籍訂正がされることとなります。 

   認定死亡によっても，死亡したのと同じく扱われ，相続も開始する扱いと

なります。ただし，これは推定ですから，反対の証拠を提出すれば推定を覆

すことができます。 

 ② 不在者，生死不明者について，民法第３０条により不在者の生死が７年間

明らかでない時は，家庭裁判所は，利害関係人の請求により，失踪宣告をす

ることができ，特に津波被害により行方不明及び生死不明となった方につい

ては，「死亡の原因となるべき危難に遭遇した者の生死が」その危難の去っ

た後１年間明らかでないときも，同様に家庭裁判所に失踪宣告の申立てをす

ることができます。 

   この宣告を受けると，危難が去った時，つまり大津波があったときに死亡

したものとみなされます。 

 ③ 津波によって亡くなったとみられるはっきりした事情がなく，行方不明と

なっている方の場合は，利害関係人又は検察官の請求で，家庭裁判所は，不

在者の財産管理人をおくことができ，不在者の財産管理人は，家庭裁判所の

許可を得て不在者の財産処分等の行為ができます。 

 ④ 土地の所有者が共有者である場合も，その共有者が行方不明である場合も，

同様の問題が生じます。 
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□ 復興特区法による所在不明者に関する特例 

 ① 土地への立入り，調査等の特例  

   復興整備事業の実施のためには，被災地の境界の明確化が困難な土地が多

数発生し，また行方不明者や避難先が把握できない遠方への避難者も多数生

じていることが，事業施行上問題になります。地籍調査未実施の土地につい

て，土地境界の明確化のため測量，調査を要する場合，土地への立入り，試

堀等が必要な場合があります。 

このような場合，土地の所有者，占有者の了解を得て調査等を行います

が，これが得られない場合は，対象事業区域の市町村の許可等の手続を得

れば，行方不明者，避難先連絡不明者の所有地，または占有していた土地

への立入り，調査及び障害物の伐除及び土地の試堀ができることとされま

した（復興特区法第６５条及び第６９条）。 

またこれらの特別措置に基づく行為には，市町村等の事業実施主体が他

人に損失を与えたときは，通常生ずべき損失を補償すると定め，かつ損失

を与えた者と損失を受けた者の協議が義務づけられ，協議が整わないとき

は収用委員会へ土地収用法第９４条第２項の裁決を申請することができる

とされています（復興特区法第７０条）。 

   ② 筆界特定申請の特例 

   境界問題を解決するための制度として，筆界特定制度があります。筆界特

定の申請は，土地の所有権登記名義人等がすることができます（不動産登記

法第１３１条第１項）。 

復興整備事業においては，市町村等の事業実施主体も，所有権登記名義人

等の承諾があれば申請できるものとされ，さらに，所有権登記名義人等のう

ちに，その所在が判明しない者がある場合は，その承諾は不要とされました

（復興特区法第７３条）。 

   この結果，行方不明者や避難先不明者等の所在不明者について，当該所有

地の境界は，筆界特定手続により，当該土地所在地を管轄する法務局が事務

を行ない，筆界調査委員の調査の上，筆界特定登記官によって筆界を特定す

る判断がされます（不動産登記法第１２４条，第１２５条及び第１２７条）。 

   なお，この判断について異論があれば訴訟で境界確定を求めることができ，

確定判決の判断が境界を確定することになります。 
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Ｑ：４０  

復興事業において，土地の買取りを受ける場合，あるいは清算金を受ける場合，

共有土地又は相続登記未了の土地について，どのような扱いとなりますか 

 

⇒Ａ 

□ 土地の登記名義人が亡くなったが相続登記が未了で，実体的にも遺産分割協議

が整っていない場合は，復興事業の施行者としては，その土地は法定相続人全

員の共有状態にあると扱わざるを得ません。 

換地先や移転先の土地の所有権移転登記は，従前の名義人（故人）のままでは

登記できず，現に生存する者の名義でしか登記ができません。 

土地の買取代金や清算金は，遺産分割が未了の間は，概念的には法定相続人

全員の権利の対象となると解されますが，事業手法との整合性をもって対応す

る必要がでてきます。 

 

□  防災集団移転促進事業においては，整備された住宅団地への移転対象者は，

被災時に移転促進区域内に居住していた者であり，移転促進区域に宅地や住宅

を所有しているとしても，被災時に当該宅地に現に居住していなかった者（病

院で療養中等の相当の理由がある場合を除く）は，住宅団地への移転資格があ

る者として取り扱われないこととされています。逆に居住していた者は，住宅

が持家か借家か，敷地が所有地か借地かを問われません。 

   しかし，移転促進区域内の土地であれば市町村の判断で必要な土地として購

入できますから，居住していなかった者の土地が買取対象となることもありま

す。 

なお，防災集団移転促進事業では，被災時に移転促進区域内に居住していた

者が，従前地を売った代金をもって移転先の土地の購入費用に充てるのが通常

です。 

したがって，遺産分割協議が未成立で，相続人間で土地が共有されている状

態であるとしても，復興事業によって支払われる買取代金は，現に居住してい

た者が代表して交付を得るなどの対応が望ましく，相続人間の協議をすべきで

す。 

 

□ 新たな住宅団地の土地を共有者名義として取得することもあり得ます。従前居

住利用に供していた被災者が，移転先で住宅再建を図るとすることを，相続人

間で協議し，合意しておくことが必要となるでしょう。 

 そのためには，相続登記の未了が判明したときは，法定相続人間において，早

期に当該土地の相続に関する合意を図る必要があります。 

なお，登記簿の調査や法定相続人の探索，協議文書の作成等のもろもろの手続
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は煩雑で，土地の権利者が自力で行うことが，実際上困難な場合もあります。 

法的強制力のある事業においては，事業施行者に事業推進の責任があるため，

相続人からの同意書の徴収事務等を施行者が代行するようなこともありますが，

防災集団移転促進事業等の任意の事業においても，事業がスムーズに進行するよ

う，権利者が専門家の支援で，これらの問題に対応できるように手立てを講じる

必要があると思われます。 

 

□ 土地がもともと共有者名義である場合は，その土地の震災前の使用状況（共有

者の１人又は１部の者が建物を所有して居住していたなど）によって事情は異な

りますが，この場合も，共有者間での協議・調整を行い，合意の上で，復興事業

の手続と整合性をもつように対応する必要があると思われます。 
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第４章 すまいとくらしの復興のために 

 

Ｑ：４１  

  住宅再建のため，どのような資金的な支援制度がありますか 

 

⇒Ａ 

□ 災害によって住宅の被害を受けた場合，様々な資金の支援制度があります。大

きく分けて，金銭を給付する制度と貸与（ローン）する制度があります。また，

その主体が国や地方自治体といった公的なものから，銀行や農協といった民間に

よるものに分けることもできます。 

 

□ 国が金銭を給付する制度として，被災者生活再建支援法に基づく支援金があり

ます。これは，住宅が全壊又は大規模半壊した場合等に支給される基礎支援金（最

大１００万円）と，住宅を新築・購入・補修・賃借等した場合に支給される加算

支援金（最大２００万円）があります（最大計３００万円）。 

  地方自治体は，大規模な災害があると住宅再建のための補助金や助成金の制度

を創設するのが一般です。鳥取県西部地震では県が住宅再建等のために最大３０

０万円の補助金を給付し，新潟県中越地震では県が支援法で救済されない半壊世

帯等に対する支援金を給付し，能登半島地震では県が地元材を使用する住宅再建

に助成金を給付するなどして，大いに役立ちました。 

 

□ 保険や共済も心強い給付制度です。兵庫県は独自の事業として立ち上げた住宅

再建共済制度では，年５０００円の掛金で最大６００万円の共済金が給付されま

す。また，ＪＡの建物更生共済も自然災害時に広く給付される共済制度として大

いに役立っています。地震保険は，地震保険法に基づいて政府が再保険をしてい

るものですが，近時その普及が広がりつつあります。 

  融資については，公的な制度としては，独立行政法人住宅金融支援機構が行う

災害復興住宅融資などの住宅再建ローンが中心となっています。 

  銀行やＪＡ等の民間の金融機関も，被災者向けの独自の融資制度を設けていま

す。 

  これら融資は，住宅の新築，購入だけでなく，補修等を目的としたものもあり

ます。また，公的制度としては，地盤が損害を受けて改善勧告等を受けた場合に

は，宅地防災工事資金融資などの特別の融資もあります。 

 

□ 岩手県は，住宅新築に最大５６５万円（住宅ローン利子補給最大１３５万円，

バリアフリー化や県産材利用による補助同１３０万円，宅地復旧費の補助同２０

０万円）の補助を，また，市町村と共同で被災者生活再建支援金の受給者に，最

大１００万円の上乗せをする補助を発表しています。 
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Ｑ：４２ 

  被災者の住宅の確保のために，融資制度等の公的な救済策にはどのようなものが

ありますか 

 

⇒Ａ 

□ 独立行政法人住宅金融支援機構は，被災住宅の補修，復旧，新築等の資金の融

資を行っています。 

 融資を受けるには一定の条件がありますが（条件の例としては，被害額が１０

万円以上である，住宅の所有者である，賃借人又は居住者の場合は所有者が復旧

を行わない場合であるなどがあります。），申込期間がり災から２年とされていた

ところ，東日本大震災では５年（２０１６年３月３１日まで）と延長されました

ので，それまでに住宅再建の目途を立てる必要があります。 

 第３次補正予算により，更に融資条件が手厚くなり，融資金利を当初５年間は

０％に引き下げ，６～１０年目は申込時の災害融資金利から０．５３％引き下げ

ることとなりました（補修の融資金利は当初５年間１％まで引き下げ）。元金据

置期間及び償還期間は，現行では最長３年のところ，最長５年に延長されました。 

 

□ 省エネルギー性の優れた住宅を取得する場合には，更に融資の特例があります

（融資事業名をフラット３５Ｓといいます。）。 

 

□ 住宅ローンを負担していた被災者が，住宅を再建するために再びローンを組む

と，いわゆる二重ローンの問題が発生してしまいます。 

 既存の債務については，住宅金融支援機構における既存ローンの返済猶予を講

じることとされていますし，個人向けの私的整理ガイドラインにより債務の減

免・条件軽減を策定することも検討することとなります（Ｑ４３参照）。 

 

□ その他，低所得者世帯を対象とする生活福祉資金制度による貸付，母子・寡婦

世帯を対象とする母子寡婦福祉資金の住宅資金貸付などがあるほか，宅地の被災

を対象とする住宅金融支援機構による災害復興宅地融資，宅地防災工事資金融資

等もあります。 

 

□ こうした公的な救済融資のメニューについては，内閣府の編集した『被災者支

援に関する各種制度の概要（東日本大震災編）』がわかりやすく取りまとめてい

ますので，参考にするとよいでしょう。 

（ＵＲＬ http://www.bousai.go.jp/fukkou/kakusyuseido.pdf） 

 

 



76 

 

Ｑ：４３ 

 既存のローンがありますが，新たに融資が受けられますか，また二重ローン問題

対策はどのようなものですか 

 

⇒Ａ 

□ 金融機関は新たな融資をするか否かを判断する際，借入れ申込者の収入，資産，

連帯保証人や担保物件の有無及び内容，そして他の借入れの状況等を考慮して

います。 

  金融機関は信用情報機関に照会して他の借入れの状況等を調べて審査してい

ますので，既存のローンが多額に及ぶ場合，既存のローンの整理を優先しない

限り新たな融資を受けられない可能性があります。 

  東日本大震災の被災者を対象とした既存ローンの整理方法としては，Ｑ４２で

触れたような債権者との交渉，破産や民事再生等の法的手続の外に，以下の３

つの制度があります。 

なお，破産や個人版私的整理ガイドライン等の個人の財産を清算する手続で

も，義援金，被災者生活再建支援金，災害弔慰金及び災害障害見舞金は自由財

産であり，既存のローンの返済ではなく生活再建に利用できることを注意する

必要があります。 

 

 □ 個人版私的整理ガイドラインは，個人の被災者（個人事業主を含む）のうち，

震災によって既存の債務を弁済することができない又は近い将来において既存

の債務を弁済することが確実と見込まれる方を対象に，債務の全部又は一部の減

免を円滑に進め，被災者の生活や事業の再建を支援し，ひいては被災地の復興・

再活性化に資することを目的につくられた私的整理の枠組みです。 

 

  ① 特徴 

 債務整理を行った事実その他の債務整理に関する情報が信用情報機関に登

録されない，保証人が原則として保証債務の履行を求められないなどの特徴が

あり，ガイドラインの利用を手助けしてくれる登録専門家の費用も国が負担し

てくれます。 

 

  ② 利用方法 

同ガイドラインの利用を希望する方は，コールセンター（0120-380-883）に

連絡をし，私的整理ガイドラインを利用したい旨及び同ガイドラインの利用申

出を援助してくれる登録専門家の紹介が必要である旨を告げてください。自ら

がガイドラインを利用できるか否かが不明な場合でも問い合わせることがで

きますし，場合によっては登録専門家に利用できるか否かを判断してもらえる

ことができます。 
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また利用の申込みをする前に，利用の際の注意点や手続について，弁護士等

の専門家に相談し，助言を受けたり，弁護士を代理人として選任して申込みを

することもできます。 

 

  ③ この度，個人版私的整理ガイドラインの運営委員会は，過去の借金を減免し

てもらう場合に，手許に残せる現預金を，従来の９９万円から最大５００万円

程度に増やす方針を発表しました。 

    私的整理ガイドラインでは一定額を超える現預金は返済に充てる必要があ

り，破産手続と同様，従来は９９万円（義援金等自由財産を除く）しか手許に

残せないものとされていましたが，この増額により，住宅，車，家財等の買替

え等の再建資金として相応の金額を残せることになりました。ただし，どの程

度の額の現預金が残せるかは，安定収入がある場合等，事情によって異なりま

す。 

 

□ 産業復興機構は，被災した幅広い事業者（個人事業主を含む）のうち，新規融

資等によってその再生を支援することで，再生可能性が見込まれる事業者を対

象に，金融機関の有する債権の買取りを行うことによって，その再生を支援す

る投資事業組合等です。 

 

 ○ 特徴等 

被災４県（岩手県，宮城県，福島県，茨城県）に設立され，買取規模は各県

で１００～５００億円程度が想定されています。 

具体的には，各事業主が各県に設置された産業復興相談センターが相談窓口

となり（被災地の商工会議所及び商工会が一次的な窓口），事業計画・再生計

画等の策定の支援を受ける中で，産業再生機構による買取りに適していると判

断された場合には，債権買取りの支援を受けることができます。 

 

 □ 東日本大震災事業者再生支援機構は，被災３県を含む１１道県２２２市町村の

事業者（個人事業主を含む）を対象に，被災地域からの産業及び人口の流出を防

止するために，金融機関の事業者に対する債権を買い取ることで，事業者の債務

負担を軽減し，再生支援をすることを目的に，２０１２年３月５日に業務を開始

する予定の株式会社です（株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法第１条）。 

 

 ① 特徴等 

５０００億円と豊富な事業資金を有しており，産業復興機構による支援が困

難な事業者への債権も買取対象とし，できる限り多くの事業者に再生の機会を

与えることに配慮して支援基準が定められるなど，大きな期待が寄せられてい

ます。 



78 

 

  ② 利用方法 

再生支援の申込には，事業再生計画及び事業者に対し，支援決定後貸付又は

出資を行う旨を約する書面が必要とされていますが，具体的な利用方法は今後

決定される予定です。被災者支援の立場からは，事業者の再生に資するように，

効果的かつ具体的な運用方法を確立するように，働き掛ける必要があると言え

るでしょう。 

なお，現時点では申込や相談の具体的窓口は決まっていませんが，各県の産

業復興機構及び産業復興相談センターとの連携が求められていることから，被

災地の商工会議所及び商工会の産業復興相談センターの窓口が，当面の相談の

窓口となる可能性があります。 
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Ｑ：４４ 

  新たに借家を借りて生活の再建を図りたいのですが，どのような制度があります

か 

 

⇒Ａ 

□ 被災者が本格的に生活再建を図るには，長期間安定して居住できる住宅の確保

から始まります。住宅確保のために最も容易な選択肢は，借家等の賃貸住宅に入

居する方法でしょう。低廉な家賃で，被災地の地元での生活再建を図るために，

賃借入居を支援することが望まれます。そのためには，公営住宅や賃貸住宅の供

給を促進することと，賃料の低額化を図る制度が必要となります。 

 

□ 公営住宅への入居 

  被災者向けに公営住宅の供給を促進するために，災害公営住宅整備事業が設け

られ，建築費用や用地の取得・造成等に係る費用について予算の手当てが付けら

れました。 

 また，民間の賃貸住宅を自治体等が借り上げて，公営住宅として供給する方法

も認められています。この方法は，公営住宅法に基づいており，実際に阪神・淡

路大震災後の復興において活用されました。 

 

□ 特定優良賃貸住宅等への入居 

 さらに，従来から要綱に基づいて災害復興型地域優良賃貸住宅整備事業があり

ました。これは，被災者に特に配慮した良質な賃貸住宅の供給を促進するため，

特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律に基づいて，民間事業者を活用した

地域優良賃貸住宅の整備を図るものであり，一定の基準を満たす賃貸住宅につい

て，その整備費と家賃減額費用に対して補助金を交付するものです。東日本大震

災による被災者向けの公的賃貸住宅の供給を強力に促進するために，予算手当て

が付けられました。 

 なお，高齢者生活支援施設等併設事業として，公的賃貸住宅団地に併設する高

齢者生活支援施設等の整備も行われることとされています。 

  特定優良賃貸住宅へ入居できる要件は，災害，不良住宅の撤去その他この別の

事情がある場合において，賃貸住宅に入居させることが適当であるとして，都道

部県知事が認めるもの（４８万７，０００円以下で当該都道府県知事が定める額

以下の所得のある者，１５万８，０００円に満たない所得のある者にあっては，

所得の上昇が見込まれる者）に限ります。 
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Ｑ：４５ 

公営住宅の整備への支援と被災者に対する家賃減免措置は，どのようにされて

いますか 

 

⇒Ａ 

□ 公営住宅とは，公営住宅法に基づき地方公共団体が建設し，税金で補助して，

低所得者向けに安い家賃で提供される住宅です。その家賃は当該公営住宅の立地

条件，規模，建設時からの経過年数その他の事項（応益性）を考慮し，かつ近傍

同種の住宅の家賃以下で定められ，入居者の収入ランクに応じて徴収されます

（応能負担制度）。 

住居を失った被災者のうちでも，低所得者の方が，恒久的な住居を求めようと

する場合，自力で住宅を再建したり，家賃の高い民間賃貸住宅に入居したりする

ことが困難であるため，公営住宅が第一選択肢となり得ます。したがって，大規

模災害で多数の住宅が滅失したときは，復興事業の中でも，公営住宅の供給が重

要な施策として位置付けられます。 

 

□ 通常の公営住宅については，建設費（用地取得費，工事費）の１／２，一定期

間は家賃差損（近傍同種家賃から入居者負担額を差し引いた金額）の１／２が国

庫から補助され，残りは地方公共団体の負担となります。 

災害公営住宅とは，一定以上の多数の住戸が滅失したような大規模災害におい

て，国庫補助を手厚くして多数の公営住宅を供給させようとする制度であり，建

設費の２／３，家賃差損の２／３が補助されます。 

 

□ 災害公営住宅の整備のため，補助対象，補助要件は，通常の公営住宅に比較し

て手厚くされています。 

① 災害公営住宅整備事業における建設費，買取費（補助率３／４），住宅の

借上げに係る建設・改良費（補助率３／５） 

② 災害公営住宅用地取得造成費，補助事業における住宅の建設等に伴う土地

取得費，造成費等（補助率３／４） 

③ 被災者向け公営住宅改修事業における被災者向け買取公営住宅，空家公営

住宅の改修費 

④ 災害復興型地域優良賃貸住宅整備事業における住宅の建設費，住宅の改良

費 

⑤ 高齢者生活支援施設等併設事業における，公的賃貸住宅に併設する高齢者

生活支援施設，障害者福祉施設，子育て支援施設の整備費用（補助率１／２） 

これらは，大規模災害時に市町村等で公営住宅の整備を図るための事業に，国

庫補助を厚くして公営住宅を多く供給させようとする制度です。 
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□ 災害公営住宅家賃低廉化事業等（災害公営住宅の建設・買取り・借上げの支援） 

東日本大震災による被災者向けに整備された災害公営住宅について，入居者の

居住の安定確保を図るため，公営住宅法第１７条第２項及び第３項の規定に基づ

く当該災害公営住宅の家賃低廉化に係る費用を支援するため，国の補助率が更に

上乗せされました。 

この支援の内容としては，都道府県，市町村に対する災害公営住宅の建設・買

取りについて（２０年間の補助，補助率２／３，ただし，激甚災害法第２２条第

１項に基づく場合，当初５年間は３／４），及び借上げについて（借上期間の借上

げ費について１／３，ただし，激甚災害法第２２条１項に基づく場合，当初５年

間は３／４），それぞれ補助がされます。 

 

□ 災害公営住宅家賃低廉化事業（低所得賃借人への家賃減免の支援） 

  応急仮設住宅に居住する低所得の被災者が，円滑に恒久住宅に移転し，速やか

に生活再建ができるよう，災害公営住宅等の家賃を，一定期間入居者が無理なく

負担し得る水準まで低廉するため，地方公共団体が実施する家賃減免に係る費用

を支援するものです。 

  家賃の減免については，当初５年間は特設の減額措置，以降５年間は段階的に

通常家賃に引き上げるという家賃の負担減免措置が取られています（東日本大震

災特別家賃低減事業）。 
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Ｑ：４６ 

公営住宅の入居資格等についての特例には，どのようなものがありますか 

 

⇒Ａ 

□ 公営住宅は，低所得者向けに，税金で建設費や家賃を補助して建設された住宅

ですから，その入居資格は公営住宅法第２３条及び管理者たる地方公共団体の条

例によって定められており，原則として次のような要件とされています。 

① 現に同居し，又は同居しようとする親族があること（内縁夫婦，婚約者を含

む）。ただし，高齢者・障害者については，単身者の入居を認める県市もあり

ます。 

② 収入が政令で定める基準以下であること 

③ 現に住宅に困窮していることが明らかな者であること 

④ 多くの県市では，①～③に加えて，当該県市の地域内に居住又は通勤すると

いう要件を定めています。 

また，入居者の募集方法は原則として公募によるとされ（同法第２２条），公

募の結果，入居希望者が募集戸数を上回る場合は，政令で定める選考基準に従い，

条例で定めるところにより，「公正な方法で選考」しなければならないとされて

おり（同法第２５条），具体的には抽選の方法を取る県市が多い実情にあります。 

 

□ 災害により住宅を失った者については，公募によらない「特定入居」が認めら

れています（同法第２２条，恒久住宅としての公営住宅）。 

とはいえ，東日本大震災のような大規模災害では，被災して住宅を失った者も

多数に上るため，災害による入居希望者が公営住宅の募集戸数を上回る事態も予

想され，その場合は入居者を「公正な方法で選考」して定めることになるでしょ

う。 

災害入居の場合は，前記の入居基準のうち，②の収入要件が緩和されます（２

１万４千円以下，災害発生日から３年を経過した後は通常どおり１５万８千円，

「被災者支援に関する各種制度の概要（東日本大震災編）」p.37）。 

被災地でない都道府県が，災害救助法に基づく応援援助を実施しており，支援

策の一環として公営住宅への入居を認める場合は，前記基準④の居住地等の要件

は除外することになります。逆に，一時的に被災地から他地域へ避難していた被

災者が，従前居住地において募集される被災者向けの公営住宅に入居しようとす

る場合は，避難中の居住地を問わない措置が取られる見込みです。 

 

□ 被災地では，都道府県が，災害救助法に基づき，避難所又は仮設住宅の扱いで，

既存の公営住宅を提供する場合があります。この場合は，恒久住宅ではありませ

んから家賃は徴収せず，入居基準も被災して住宅を失ったということのみで，世
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帯構成や収入は問われません。 

    避難所又は仮設住宅の扱いで公営住宅へ入居した者は，救助の期間が終了した

ときは退去しなければならないのが原則です。しかし，もし世帯構成や収入等に

つき公営住宅の入居基準を満たすならば，その場所でそのまま公営住宅の入居者

になり（特定入居），家賃を払って住み続けることは可能と考えられます。 

 

□ 復興特区法による公営住宅法等の特例（復興特区法第１９条以降） 

 復興特区法によって，特定地方公共団体が復興促進事業として，罹災者への公

営住宅等供給事業を定めた場合について，以下の特例措置等を設けています。 

   ① 公営住宅の入居資格要件の特例期間の延長 

 従前の災害時の特例規定では，災害発生の日から３年に限り入居者資格要件

を緩和（収入基準，同居親族要件の緩和，被災市街地復興特別措置法第２１条）

していましたが，更に緩和して，復興推進計画に記載された災害公営住宅の建

設等が完了するまでの間（最長１０年間），入居資格要件を緩和することとし

ました。この対象者は，(ｱ)東日本大震災により滅失した住宅に居住していた

者，(ｲ)復興推進計画の区域内の都市計画事業等の実施に伴い移転が必要にな

った者です。 

    ② 公営住宅入居者等への譲渡処分要件の緩和 

 従前耐用年限の１／４を経過後，特別な事由があるときは入居者等に譲渡す

ることができるとされています（木造７．５年，準耐火１１．２５年，耐火１

７．５年，公営住宅法第４４条第１項）。 

  この点について，耐用年数が１／６に期間を短縮されました（木造５年，準

耐火７．５年，耐火１１．７年）。 

  また譲渡対価は，公営住宅・共同施設の整備，修繕又は改良に充てなければ

ならないとされていますが，地域住宅計画に基づく事業に充てることも可能と

されました。 

    なお，譲渡の価格は時価とされる見込みです。 
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 Ｑ：４７ 

 災害弔慰金制度はどのような制度ですか，また現状の課題は何ですか 

 

⇒Ａ 

 □ 災害弔慰金制度とは，震災によって死亡した者の遺族について，当該遺族の生

計を主として維持していた者が死亡した場合には，遺族に５００万円が，それ以

外の場合には２５０万円が支給される制度です（災害弔慰金の支給に関する法律

及び同施行令）。 

   対象となる遺族は，各市町村の条例によって定められていますが，多くの場合，

配偶者，子，父母，祖父母及び兄弟姉妹（ただし，同居又は生活を同じくしてい

た場合に限る。）とされています。支給の順位については主として生計を維持され

ていた兄弟姉妹以外の遺族が優先され，同順位の遺族がいる場合の順序は，配偶

者，子，父母，孫，祖父母，兄弟姉妹となっています（※一部異なる市町村があ

ります。）。窓口は，各市町村役場です。 

なお，東日本大震災発生当初は，各市町村の条例では支給対象遺族に兄弟姉妹

を含めないものが多かったのですが，死亡した方と同居ないし生計を同一にして

いた兄弟姉妹に支給されないという事態が発生したため，当連合会及び各地の弁

護士会において，兄弟姉妹も含めるよう提言等を行った結果，条例の改正が行わ

れ，兄弟姉妹も支給対象となったという経緯があります。 

 

 □ 震災直後に死亡した場合でなくても，震災により死亡した場合には災害弔慰金

が支給されます（いわゆる震災関連死）。数か月後に死亡した場合や，自殺によっ

て死亡した場合でも災害弔慰金が支給されることがありますので，遺族が，震災

の影響で死亡したと感じている場合には，各市町村役場に弔慰金の申請をされる

ことをお勧めします（実際に，多くのケースで関連性有りと判断されています。）。 

   申請があった場合，各市町村が設置した支給審査委員会又は各市町村から委託

を受けた各県の支給審査委員会（いずれも医師，弁護士及び学識経験者等で構成）

が因果関係の有無を判断し，決定しています。 

   この決定に不服がある場合，異議申立て又は取消訴訟及び義務付け訴訟で争う

ことが可能ですが，それぞれ不服申立て時間は６０日及び６か月となっています

ので，早めに専門家に相談することをお勧めします。 

   なお，災害弔慰金の因果関係に関する判断としては，大阪高判平成１０年４月

２８日の「死期が迫っていたか否かは…（中略）…相当因果関係の存否の認定を

左右するものではないというべきであって，たとえ病気のために死期が迫ってい

て，震災がなくても，数時間あるいは数日後にその病気が原因となって死亡する

可能性がある場合であっても…（中略）…，震災がなければ…（中略）…，少な

くともその時期には未だ死亡という結果が生じていなかったと認められる以上は

…（中略）…相当因果関係の存在を肯定するのが相当である」という判旨が参考
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になります。 

 

 □ 現状の課題としては，とりわけ震災関連死について，各市町村及び各県の審査

に時間がかかっており，いまだ災害弔慰金が支給されていない件が散見されるこ

とと，災害弔慰金の制度及び震災直後に亡くなった場合でなくても，数多くのケ

ースで災害弔慰金が支給されていることが周知されていないことがあります。 

   特に，制度の周知が十分でないことから生じている潜在的未支給件数は，相当

数に上る恐れがあり，広く周知されることが求められています。 

なお，本問とは直接関わりませんが，震災によって障害等を負った方に災害障

害見舞金が支給されます（生計維持者が傷害等を負った場合は２５０万円，その

他の場合は１２５万円，災害弔慰金の支給等に関する法律及び同法施行令）。これ

も，災害弔慰金同様，具体的内容は条例で制定されていますが，現状では，障害

等の程度が重度の場合でないと支給されない状況にあり，要件の緩和と対象者の

範囲拡大が課題となっています。 
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Ｑ：４８ 

被災者が生活保護制度を利用するに当たって，留意すべき点は何ですか 

 

⇒Ａ 

□  避難先での保護の申請・受給 
被災によって本来の居住地を一時的に離れて遠方に避難している場合であっ

ても，避難先において「現在地保護」を受けることができます（平成２３年３

月１７日付厚生労働省社会・援護局保護課長通知）。その場合，通帳など資産を

証明する書類などが十分になくても柔軟な取扱いをすべきものとされています

（同月２９日付厚生労働省社会・援護局保護課長通知）。 
    また，体育館・公民館等の避難所における生活扶助費は，居宅基準を計上す

べきものとされており（同前），炊き出しその他の食品等の給与を受けていたと

しても，その分収入認定されて減額されるということはありません。 

 

□  被災時の生活保護の支給費目 
 保護を受けている人（被保護者）が，被災して住めなくなった家屋や避難所，

仮設住宅から一般賃貸住宅に転居する場合には，敷金，保証金や引っ越し代等

を支給してもらうことができます。 
 また，被災によって手持ちの物が何もなくなったときには，炊事用具，食器

等の家具什器費（２４，９００円。特別基準４０，０００円），布団類（１６，

９００円），被服費（１２，７００円），おむつ代（２１，０００円）などが一

時扶助として支給され得ます。 
 

□  義援金等の給付金の収入認定 
 被保護者が義援金その他の給付金を受領したとしても，自立更生計画書を提

出し，世帯の自立更生のために必要と認められた額は，収入認定から除外され，

そのまま持っておくことができます。 
自立更生費用としては，被災によって壊れた物の回復に要する経費のみなら

ず，教育費（子どもの塾代，参考書代，修学旅行代等），就職費（運転免許等の

資格取得費等），介護費等が幅広く認められており，場合によっては数百万円に

達することもあり得ます。 
直ちに使う予定がない場合でも誰かに預託することは不要であり，計画どお

りに費消されず残余が生じた場合でも，差額分の使途を予め報告等すれば，新

たな計画を立てなくても自立更生費用と認定され得ます（平成２３年５月３日

付厚生労働省社会・援護局保護課長通知）。 
 義援金その他の給付金を受領した人が，これから生活保護を申請する場合に

も，同様に自立更生計画書を提出すれば，自立更生費用として認められたお金

を持ったまま，生活保護費を受け取ることができます。 
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□  自動車保有と生活保護 
 生活保護受給者の自動車保有については，厚生労働省の課長通知で厳しく制

限されているのが実情ですが，厚生労働省社会・援護局長が，２０１１年４月

１９日の参議院厚生労働委員会において，「行方不明のご家族をお捜しになるた

めであるとか，そういった特別な事情がある場合の自動車といったものはこの

通知（３月１７日付保護課長通知）に該当しますので，処分されなくとも生活

保護の適用というものが十分考えられる」と答弁しています。また，「概ね６か

月以内に就労により保護から脱却することが確実に見込まれる者であって，保

有する自動車の処分価値が小さい」場合にも保有が容認され得ます（実施要領

第３の９－２）。 
 

□  実家等に避難している場合の世帯認定 
 親族や知人宅に一時的に身を寄せて避難している人が生活保護申請をした場

合，親族等と申請者を同一世帯として機械的に認定することは適切ではないと

されています（平成２１年１２月２５日付厚生労働省社会・援護局保護課長通

知）。 
被災者のみの世帯として，生活保護が開始されれば，「親戚，知人宅等に一時

的に寄宿していたものが転居する場合」として，新住居への敷金や引っ越し費

用等の支給がされ得ます（実施要領第７の３０の１２）。 
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Ｑ：４９  

  復興計画の具体化，実施過程で，災害救助法上の留意点，とりわけ仮設住宅の利

用における留意点は何ですか 

 

⇒Ａ 

□ 災害救助法は，「応急的に，必要な救助」（災害救助法第１条）を行うことを目

的としています。その守備範囲は災害直後の混乱期ですから，復興段階における

施策とは基本的に連動していません。 

 しかし，東日本大震災のような大規模災害となりますと，被害からの回復が長

期にわたって遷延することとなるため，災害救助を要する時期も長期に及びます。 

   したがって，急性期から復興期に至る連続性が求められることとなりますし，

先々の復興を意識した救助の実施が必要となります。復興計画においても，仮設

住宅から円滑に移行できるよう，災害救助の諸施策に留意しなければなりません。 

 

□ 災害救助の中で中心となるのは応急仮設住宅の供与です（同法第２３条第１項

第１号）。仮設住宅の供与期間は原則として２年とされていますが（建築基準法

第８５条第４項），１年ごとに更新することが認められており（特定非常災害の

被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律第７条），阪神・

淡路大震災では最長５年間供与された例があります。 

 とはいえ，仮設住宅の廃止時期は，復興計画の実行による恒久住宅の完成時期

によって決まってくるものですから，仮設住宅の供与期間について，１年ごとに

明け渡しの切迫感に悩まされることのないよう，復興計画を明確化するべきです。  

    この居住環境には様々な問題があり，また，全く知らない多くの被災者が同じ

仮設住宅で生活をすることとなり，この居住環境の改善や，住民間のコミュニテ

ィ・交流の確保・改善は，復興計画による恒久住宅の取得が実現されるまで，併

行して整備が図られる必要があります。 

 

□ 復興計画を立てる際には，あくまでも被災者の生活を第一に考える必要があり

ます。計画策定の段階には，被災者は未だ仮設住宅等に入居中の場合が多く，災

害救助の真っただ中にあります。被災者の生活の現状を十分に汲んで計画を立て

ることが求められますが，災害救助の運用の実情を，よく把握することを欠かし

てはなりません。 

 

□ 復興計画の実施による恒久住宅の確保への過程は，復興計画の実施計画，どの

地域の被災者がどのような事業手法により，どこで恒久住宅用地を取得するか，

また自力で住宅建設の不能又は困難な被災者が，復興公営住宅を賃借して住まい

を確保するなど，様々な事業の実施に伴い，異なった対策を余儀なくされます。 
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    復興まちづくりに当たり住民間の協議の場を確保し，活発な意見交換ができる

ようにするためには，本来，同じ地区の住民が同じ場所の仮設住宅に入居できる

ようにするべきです。まちづくり計画を煮詰める段階になるまでに，集落再集合

のための仮設住宅の移転（引っ越し）は認めるべきでしょう。 

 

□ 応急仮設住宅は，プレハブ住宅メーカーからリースを受けて被災者に供与する

のが一般ですが，東日本大震災では，仮設住宅を地方自治体が保有し，住民への

払い下げを予定し，恒久住宅としての性能を備えた仮設住宅を建てている自治体

もあります。 

 復興特区法では，災害公営住宅(復興住宅)を被災者に払い下げする期間を短縮

する特例措置を設けています。独立行政法人中小企業基盤整備機構は，仮設共同

店舗の提供をしていますが，これも自治体に無償提供し，自治体が払い下げなど

を行うことも予定しています。こうした柔軟な払い下げ措置を，応急仮設住宅に

ついても活用するのが望ましいといえます。 

 

□ 復興をスムーズに進めるためには，既存の住宅を維持して利用することが合理

的です。 

 災害救助としての住宅の応急修理（災害救助法第２３条第１項第６号）は，日

常生活をする上で必要な最低限度の部分について５２万円を限度に修理を認め

るものですが，こうした限定的な運用ではなく，できるかぎり広く，使いやすい

運用とすることが復興に資するものといえるでしょう。 

 

□ 災害救助法は，財政負担法と位置付けられ，厚生労働省が所管して，国の財政

負担の一般基準を定めています。この一般基準は，非常に低水準であるため，こ

れを限定的・硬直的に運用すると，かえって被災者にダメージを与え，それが尾

を引いて，その後の復旧・復興に悪影響を及ぼすこととなります。 

 東日本大震災では，国が災害救助法の弾力的運用を呼び掛けたにもかかわらず，

必ずしも災害救助がうまく機能しませんでした。その原因の一つは，国の運用原

則（災害救助の５原則；①平等の原則，②必要即応の原則，③現在地救助の原則，

④現物給付の原則，⑤職権救助の原則）に引きずられたという点が挙げられます。 

 こうした運用原則を見直し，新災害救助の６原則（①人命最優先の原則，②柔

軟性の原則，③救助費国庫負担の原則，④生活継承の原則，⑤自治体基本責務の

原則，⑥被災者中心の原則）など，とりわけ「生活継承の原則」のように，復興

後の生活に継承していく工夫と柔軟性が求められます。 

 

□ 恒久住宅の確保の過程では，被災地域及び被災者の事情によって今後様々な異

同が出てくることも必須です。現状ある仮設住宅から恒久住宅へ転居する被災者

が順次増加する（反面，仮設住宅地で空室が増加していく）時期も来ると思われ
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ます。 

    また，仮設住宅用地は，中には地域の住宅用地として安全良好な土地を利用し

ていることも多く，本来は恒久住宅用地としても有用である土地が多いと見られ，

随時仮設住宅用地を恒久住宅用地へ転換するニーズも出てくることと思われま

す。 

    その場合，仮設住宅の整理統合という問題が改めて被災者の方に求められる事

態に至ると思われますが，このような事態に対して，硬直で画一的な対応ではな

く，現に生活されている被災者の生活の保持やニーズに対応することを基本に，

被災者の立場にたった調整が必要と考えられます。 

 

□ なお，災害救助法及び仮設住宅の問題とは異なりますが，復興特区法において，

応急仮設建物の活用に係わる事業を復興推進計画に定め，内閣総理大臣の認可を

得た時には，店舗，工場，社会福祉施設，校舎等の応急仮設建築物については，

現行の存続期間（２年３か月，建築基準法第８５条）を，当該計画に定められた

期間の範囲で延長（当初１年の延長をして，延長期間満了により再延長も可能）

することができるとする特例が設けられました（復興特区法第１７条第１項）。 
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第５章 復興実現のための被災者の取り組みへの支援 

 

Ｑ：５０ 

復興計画について，充分な情報を得るためにはどうすればよいのですか 

 

⇒Ａ 

□ 復興計画の情報取得の必要性 

  被災地域の復興の主体は住民であり，住民が主体的に自己決定するためには復

興計画についての充分な情報や知識が必要です。特に，正確で充分な情報が得

られれば住民の将来に対する不安を軽減することができ，また，復興に対する

意欲も喚起されるはずです。 

逆に，正確な情報が住民全体に伝わらずに一部の者にしか伝わらない場合や，

誤った情報が伝わった場合は，住民の合意形成の妨げとなり，場合によっては住

民間の対立を生むおそれがあります。 

 

□ 説明会 

地域で住民集会を開いて，ここに自治体の職員を呼んで説明会をしてもらい

ましょう。住民の質疑応答をここで行って理解を深めてください。復興計画が

ある地域では自治体も住民に復興計画を理解して欲しいので，住民の要請があ

れば，これに応じて地域で説明会を実施するのが通常のようです。 

奥尻島の津波災害では，２００人規模の住民全体を集めた集会だけでなく，

３０人規模の人数を少なくした複数の集会，個別訪問による説明を町が繰り返

し実施しました。ここでは，早期に，復興プラン，義捐金の処理，不動産の価

格等，住民が最も関心がある内容が具体的に提示されました。これにより住民

の復興計画への理解が深まり合意の形成を促しました。 

仮に地域（集落等）が多数あるので説明の要請に応じられない場合でも，自

治体は住民団体の代表に対する資料を配付した説明会をするはずなので，代表

がこの資料の写しを配布して住民に説明会を行うことも検討の対象となります。

そこでの住民の質問をリストにして，代表が自治体に行って質問してください。

このように，代表が住民と自治体の間に介在して両者のコミュニケーションを

とるようにします。 

    

□ 自治体議員からの取得 

  自治体の議員によっては，積極的に，行政や地方議会からの情報を流すことが

あり，これらの議員の協力を得て，自治体の正確な情報をタイムリーに得る事

ができます。 

 

□ インターネットの情報 
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関係省庁のホームページに復興についての情報が掲載されています。復興計

画については国土交通省の情報が最も重要であり，また，農林水産省，内閣府

にも有益な情報が掲載されています。また被災地自治体のホームパージにも復

興計画の情報が掲載されています。 

  

□ 自治体の訪問 

住民団体の代表者等が自治体を訪問して情報を収集する場合は，必ず複数の

人で行ってください。自治体職員等のやりとりを客観的に確認することができ

るとともに，代表者と自治体との間で適正な間合いを保つことができます。  

 

□ 専門家の活用 

専門家を呼んで防災集団移転促進事業，土地区画整理事業等の復興制度の勉

強会を開いたり，現地の見学会を行ったりして，専門知識や情報を得ることが

できます。また，権利関係がわからないところは専門家に調査してもらうこと

ができます。 

まちづくりの専門家は，前記の住民の代表者の場合と同様に，住民と自治体

との間に介在して，コミュニケーションを取ることができます。この場合，専

門家は自治体の説明を，専門知識を背景に住民にわかりやすく正確に説明する

ことが期待できます。 

また，自治体からの情報収集は，専門家が聴取した方が非公式な情報も得る

ことができる面があります。これは自治体の専門家に対する信頼や，住民に正

確に情報を伝えることができることへの期待，更に自治体の苦労を誰かに理解

して欲しいという心理等によるものです。阪神・淡路大震災では，自治体は記

者発表等の時は波及効果を考慮して慎重に発表していましたが，専門家に対し

てはざっくばらんに情報を開示するようなこともありました。 

 



93 

 

 

Ｑ：５１ 

  広域避難者の情報収集と個人情報保護法の関係で，行政は個人の避難情報を開示

できないのでしょうか 

 

⇒Ａ 

□ 開示できます。この点については，今般，当連合会が２０１１年６月１７日付

けで公表した「災害時要援護者及び県外避難者の情報共有に関する意見書」を参

照ください。 

    上記意見書では，「個人情報保護条例は，個人情報の共有を許容している。災

害時における要援護者情報の外部提供については，本人の同意を不要とする典型

的な場合である。したがって，積極的に外部提供を行わなければならず，個人情

報保護を理由に提供しないことは，かえって要援護住民の安全と保護という市町

村の責務の懈怠につながりかねない。すなわち，各地方公共団体は，個人情報保

護条例を策定して，本人同意を前提としない目的外使用や外部提供についての要

件を定めているところ，災害時に要援護者の安否確認を目的とする情報提供は，

各条例に根拠のある『生命・身体・財産の安全確保のため，緊急かつやむえない

とき』又は，『公益上特に必要があり，かつ，本人の権利利益を不当に侵害する

おそれがないと認められるとき』に該当し，外部提供が正当化される典型的な場

合である。市町村によっては，『住民の利益になることが明らかな場合』には外

部提供に本人同意を要しないとの要件が規定されており，それに該当することも

明らかである。したがって，個別事情を勘案するまでもなく，高齢者や障がい者

等要援護者の安否確認のために，要援護者情報を外部提供することは正当である

（なお，性質上，災害時要援護者情報の外部提供は一刻の猶予もないから，これ

を審査会の意見に付すなどの運用は厳に慎むべきである。）」旨，指摘されていま

す。 

    なお，東日本大震災において，南相馬市では，安否確認のための職員不足から，

地元の福祉団体の協力を得ながら要援護者の安否確認等を行うこととし，身体障

害者手帳及び療育手帳を持つ約１０００人分の名簿の情報を共有して，福祉事業

所等による訪問調査を依頼しました。このような適切な判断と対応が求められて

います。 

 

□ 内閣府・総務省は，かねてより，個人情報保護に関する誤解と過剰反応を改め，

地方公共団体において，個人情報を適切に共有するべく，国民生活審議会意見「個

人情報保護に関する取りまとめ」及び個人情報保護関係省庁連絡会議決定「個人

情報保護施策の今後の推進について」（いずれも２００７年６月２９日）等を取

りまとめ，災害時，事故時，緊急時，虐待対応等において，関係機関による個人

情報共有について，条例の適切な解釈・運用に努めてきました。 
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    また，内閣府・総務省・厚生労働省による「災害時要援護者の避難支援ガイド

ライン」（２００６年３月）では，災害時に要援護者情報の収集・共有につき，

本人の個別同意方式には限界があることから，「関係機関共有方式（保有情報を

本人の同意を得ず関係機関等の間で共有する方式）」の積極的活用を推奨してい

ます。 

    東日本大震災では，まさにこの方式が徹底されなければならないところ，残念

ながら地方公共団体の理解が不十分であることは上記のとおりであり，国は，「再

度の周知徹底を行うべきである。」と指摘しています。 

 

□ さらに，横浜市では，この要援護者の個人情報の保護の関係については，以下

のとおり対応することとしたとのことです。すなわち，「『横浜市個人情報の保護

に関する条例』を厳格に遵守するとともに，条例の規定に即した『避難システム

策定の手引き』に従って，災害時要援護者に係る個人情報に関しては，災害時の

迅速かつ的確な避難支援につなげられるように，現行『横浜市防災計画』での市

民への非開示の原則を変更します。ついては，目的・範囲・内容を限定したルー

ルに則り，本人の同意を得て，防災関係機関及び地域の民生委員，自治会・町内

会（連合・単位）等の自主防災組織役員，地域防災拠点運営委員会役員，消防団

役員（以下，「民生委員等」という。）に対して，積極的に要援護者情報を開示，

提供することとします。」というものです。 
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Ｑ：５２ 

復興推進計画，復興整備計画について，住民参加の手続はありますか 

⇒Ａ 

□ 復興推進計画の認定申請の提案 

復興推進計画は，特定地方公共団体（特定被災区域の地方公共団体）が復興特

別区域基本方針に即した形で作成し，内閣総理大臣に認定申請することができま

す（復興特区法第４条第１項）。この場合，復興推進事業の実施に密接な関係を

有する者は，復興推進計画を国に認定申請するように特別地方公共団体に提案す

ることができます（同法第４条第４項）。住民や住民団体は，復興推進事業の実

施に密接な関係を有する者に該当すると解されるので，この提案をすることがで

きると考えられます。 

なお，復興推進事業を実施しようとする者，すなわち民間事業者も上記提案を

することができます（同法第４条第４項第１号）。 

 

□ 国と地方の協議会 

  内閣総理大臣，内閣総理大臣から指名された国務大臣と復興推進計画の認定を

受けた特定地方公共団体の長は，復興推進事業の実施等について必要な事項を

協議するために，国と地方の協議会を組織することができます（同法第１２条

第１項）。 

そして，当該協議会には復興推進事業の実施に関し密接な関係を有する者を構

成員として加えることができるとしています（同法第１２条第４項第４号）。住

民や住民団体は，上記のとおり復興推進事業の実施に密接な関連を有する者に該

当すると解されるので，この構成員に加わることができると考えられます。 

なお，復興推進事業を実施している者やしようとしている者，すなわち民間事

業者もこの構成員に加わることができます（同法第１２条第４項第３号）。 

 

□ 地域協議会 

 特定地方公共団体は，復興推進計画の作成，実施に必要な事項を協議するため

に地域協議会を組織することができます（同法第１３条第１項）。（地域協議会に

ついてはＱ５４を参照。） 

地域協議会には，特定地方公共団体が必要であると認めたときには，復興計画

及びその実施に密接な関連を有する者，構成員として加えることができるとして

います（同法第１３条第３項第２号）。住民や住民団体は密接な関連を有する者

と解されるので，構成員に加わることができると考えられます。 

なお，復興推進事業を実施している者やしようとする者，すなわち民間事業者

もこの構成員に加わることができます（同法第１３条第２項第２号）。 
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□ 復興整備計画の作成 

復興整備計画は被災関連市町村が，単独で又は被災関連都道府県と協働して作

成できるとされています（同法第４６条第１項）。そしてこれを作成するときは，

あらかじめ公聴会の開催等，住民の意思を反映するために必要な措置を講ずるも

のとされています（同法第４６条第５項）。そこで，住民及び住民団体は公聴会

に参加することができるとともに，住民の意思を反映する措置として，意見書の

提出やアンケート調査等の措置を講じることができる可能性があります。 

 

□ 復興整備協議会 

被災関連市町村等は，復興整備計画及びその実施に必要な事項を協議するため

に，復興整備協議会を組織することができるとしています（同法第４７条第１項）。

当該協議会の協議・同意にはワンストップでの許可がなされたとみなされる強力

な権限が付与されています。そして，復興整備計画及びその実施に関して密接な

関係を有する者，被災関連市町村等が必要と認める者は構成員に加えられるとさ

れています（同法第４７条第３項）。住民や住民団体は上記のとおり密接な関連

を有する者と解されるので，復興整備協議会の構成員になることができると考え

られます。国の復興特別区域基本方針においても，地域の実情に応じて，地域住

民の意見を反映させるために必要な者を加えることも可能としています。 

 

□ 復興整備計画の変更等 

復興整備計画，都市計画，農地利用計画等の変更について記載する場合は，公

告して公衆の縦覧に供し（同法第４８条第４項），被災関連市町村の住民と利害

関係人が被災関連市町村等に意見書の提出ができます（同法第４８条第５項）。

従って，住民と住民団体は，復興整備計画等の公衆への縦覧を受け，また，これ

に対する意見書を提出できます。ただし，縦覧及び意見書提出の期限は公告の日

から２週間なので注意が必要です。 
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Ｑ：５３ 

住民と行政の協働をはかって復興まちづくりを行うには，どのようにすればよい

ですか 

 

⇒Ａ 

□ 対等な関係 

Ｑ５８で述べるとおり，行政と対等な関係で協議して，その意向を復興計画

に反映するためには，住民が，復興についての充分な情報と知識を持つことが

必要です。そのためには専門家の協力が不可欠です。 

また，住民と行政の協働をはかるためには，個々の住民の意向がバラバラで

は行政は対応することができないことから，住民の意見のまとめを行わなけれ

ばなりません。 

住民の意見をまとめたものが行政に伝えられない場合は，行政も単なる陳情

と扱って，住民をカウンターパートナーとして対等なものとは見てくれません。

Ｑ５８の住民間の合意の形成や，アンケート調査等による住民の意見集約を行

い，これを住民代表が行政に提示することが必要です。    
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Ｑ：５４ 

復興特区法中で定められた，地域協議会とはどのような組織ですか，また被災者

にとって有効に活用できるものですか 

 

⇒Ａ 

□ 地域協議会 

  特別地方公共団体は，復興推進計画等の作成及び実施に必要な事項を協議する

ために地域協議会を組織することができます（同法第１３条第１項）。 

ただし，設置を要する例外があります。地域協議会の必要的構成員として，特

定地方公共団体と，民間事業者が定められています。また，Ｑ５２のとおり，特

定地方公共団体が必要であると認めるときは，復興推進計画及びその実施に関し

密接な関係を有する者及び特定地方公共団体が必要と認める者を任意的に構成

員として加えることができます（復興特区法第１３条第２項第３項）。住民や住

民団体は密接な関連を有する者と解されるので，構成員に加わることができると

考えられます。 

なお，復興推進事業を実施している者やしようとする者，すなわち民間事業者

もこの構成員に加わることができます（同法第１３条第２項第２号）。 

 

□ 組織・構成員・権限 

地域協議会が組織されていない場合，住民や住民団体は，特定地方公共団体

に対して，地域協議会を組織するように要請することができます（同法第１３

条第５項）。この場合，正当な理由がある場合を除き特定地方公共団体は要請に

応じなければなりません（同法第１３条第６項）。また，地域協議会が組織され

ているのに住民や住民団体が構成員になっていない場合は，自己を構成員にす

るように申し出ることができます（同法第１３条第８項）。この場合，特定地方

公共団体は正当な理由がある場合を除き申し出に応じなければなりません（同

法第１３条第９項）。 

地域協議会で協議が整った事項については，特定地方公共団体や民間事業者

をはじめとする地域協議会の構成員は協議を尊重しなければなりません（同法

第１３条第１０項）。このように協議会の決定には特定地方公共団体や民間事業

者等が協議の尊重義務を負うことになるので，住民や住民団体が協議会を通じ

て復興推進計画やその実施についてその意思を反映することができます。 

ちなみに，国の復興特別区域基本方針（２０１２年１月）においても，「密接

な関係を有する者」として民間実施主体やＮＰＯ，地域住民の代表者も想定さ

れ，また利害関係を有する団体も計画段階からの意見交換や調整を行うことも

重要であるため，構成員となることが望ましいとされています。 
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Ｑ：５５ 

復興について，住民間の話し合いや，合意の形成，自治体への要請等をするため

には，どのようにすればよいですか 

 

⇒Ａ 

□ 団体の形 

住民の復興まちづくりのための団体が必要になります。身近にある住民の団

体として，自治会（集落，行政区），商店会，老人会，青年会，婦人会等，様々

な団体があります。既存の自治会等をそのまま復興まちづくりの団体にする場

合もあり，また，自治会や商店会その他の団体等を母体にして，これらがいく

つか集合した団体が新たにつくられることもあります。避難者の連絡先も調査

して連絡するようにしましょう。 

また，まちの復興についての話合いは，必ず個人の権利にかかわることなの

で，被災地に住んでいない所有者（不在地主等）に声をかけ，これを構成員に

することが重要です。権利関係が分からない場合は，専門家の協力を得るなど

して法務局で地域の不動産の所有者を確認することが必要です。 

役員には従前の団体の役員が就任したり，新たな役員が就任する場合もあり

ます。そして，事務局，役員会，総会（住民集会）等の機関をもつのが通常で

す。 

  

□ 話合いの進め方 

話合いでは，一部の人が長々と意見を言い続けたり，同じ話が蒸し返されて

議論がなかなか進行しなかったり，気が弱くて発言できない人がいたりなど，

住民の意見交換を適正に行って，合意を形成することは，必ずしも容易ではあ

りません。 

そこで，話合いの目的や，当日決定すべきことを予め定めていることが必要

です。また，話合いをする場合は，①１人が長時間話さない，②他人の意見を

聞くようにする，③人の意見を否定しない，④一度皆で決まったことを蒸し返

さないなどの会議のルールを定めておくことが必要です（※後注）。 

また，議事の進め方としては，最初は全員が１人ずつ意見を言い，この意見

のうち同種のものをまとめる，その後は自由討論にする。この場合，話がかみ

合うように議論を進め，話が脱線した場合は調整して進行させるという流れが

考えられます。したがって，司会者の技量が必要となり，通常はまちづくりの

専門家がこれを行っています。 

また，協議の不参加者が，「自分はその様なことは知らない」と言い出して，

話を蒸し返すことが良くあります。そこで，前記④のルールを事前に告知する

とともに，不参加者に対して情報の公開を行う必要があります。話し合いの議
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事録を作成して配布することやニュースを発行して配布してください。 

さらに，復興まちづくりは未来に希望をもって活力あるものにしていくため

には，若者のニーズや意欲が不可欠です。 

また，これはあくまで進め方の一例に過ぎません。各団体の特徴に応じて工

夫して下さい。 

 

□ 復興への男女共同参画の視点と若者の積極的な参加 

女性や若者が自由にまちづくりへの意思を表明し，対応して参加していくこ

とが非常に重要です。 

住民説明会や住民間の話し合い，協議の現場には，女性の積極的な参加が重

要です。復興を目指した生活の問題は，女性により切実な問題も多いと思われ

ます 

また未来へ向けてのエネルギーと意欲をもった若者の積極的な参加が重要な

こともいうまでもありません。 

男性ばかりが話をすると女性は話しづらくなる面があり，また，中高年の前

では若者が発言しにくく，会議自体に参加しなくなることもあるので，女性や

若者の分科会をつくることも考えてみてください。 

 

※ロバーツ・ルールといって，アメリカの議会の事例を手本にしたルール

があります。それには，議事手続のルールとして以下の４つの権利を掲げて

おり住民活動に利用されていますので参考にしてみてください。 

①多数者の権利（過半数の賛成で決めること），②少数者の意見が傾聴され

ること，③構成員個人の権利（１人１票の原則等），④欠席者の権利（委任状，

事後の報告等） 

 

□ 復興特区法第１１条に基づく申請を行おうとする特定地方公共団体（地域協議

会を組織するものに限る）又は同法第４条第９項の認定地方公共団体は，政府

に対し新たな規制の特例等の提案ができることとされています。 

  また，復興特別区域制度による新たな規制の特例等の適用を受けて事業を実施

しようとする者（民間企業，ＮＰＯ等）は，特定地方公共団体に対して，提案

の要請を行うことができるとされています。 

  さらに，認定地方公共団体等は，新たな規制の特例等復興の円滑かつ迅速な推

進に関する措置について，国会に対して意見書（復興特別意見書）を提出する

こともできます。 

  これらの提言制度は，被災者のニーズにもとづくものとして，住民団体等は，

認定地方公共団体等に対し，提案書，復興特別意見書の提出等を要請し，ニー

ズの実現を図ることも可能となり得ます。 
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Ｑ：５６ 

  阪神・淡路大震災の時に，まちづくり協議会が復興まちづくりの活動をしたそう

ですが，これはどのようなものですか，またこれを作るにはどうすればよいのです

か 

 

⇒Ａ 

□ まちづくり協議会とは，住みよいまちづくりを推進することを目的とし，地区

の住民の大多数によって構成され，まちづくりを推進する団体です。 

  自分たちのまちを，住民主体でつくるためには，まずまちづくりを推進する組

織を作る必要があります。それがまちづくり協議会です。 

  まちづくり協議会を結成し，行政に認定されると，住民は，行政に対し，活動

費の援助や専門家の派遣を求めることができます。 

  また，行政から，まちづくりに関する情報や資料の提供を受けることができま

す。さらに進んで，行政に対し，住民は，自分達のまちの将来像を「まちづくり

提案」として策定することができるし，行政と「まちづくり協定」を締結するこ

とができます。 

  まちづくり協議会は，住民のまちづくりについての意見を行政に反映させ，行

政と対等に話し合うために必要な組織です。 

 

□ 神戸市は，全国に先駆けて，１９８１年１２月に「まちづくり条例」を制定し

ています。 

  条例が制定されたきっかけは，１９６０年代の神戸市公害反対運動です。公害

反対運動を進める中で，長田区真野地区は，住宅街区と工場街区を分離したり，

道路を拡張し，長屋の共同建替えを進めるという住民主体のまちづくり構想を市

に提案し，市とまちづくり協定を締結しています。 

  市長は，①もっぱら地区の住みよいまちづくりの推進を目的とする団体で，②

地区の居住者事業者及び土地又は家屋の所有者の大多数が構成員となり，その活

動を支持しているものを「まちづくり協議会」と認定します。 

 

□ 神戸市まちづくり条例は，１９９５年の阪神・淡路大震災で，大変注目され，

住民主体のまちづくりに活用されました。 

  神戸市では，震災２か月後の３月１７日に都市計画決定がなされましたが，住

民は，拙速な都市計画決定に反発し，まちづくり協議会が結成されました。震災

後に結成されたまちづくり協議会は，５８に上ります。 

  住民は，区画整理や市街地再開発計画に対し対案を出し，計画された大きな公

園や道路を変更させるという成果を生んでいます。復興事業終了後には，多くの

まちづくり協議会は解散しましたが，その後も新たなまちづくりを目指してまち
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づくり協議会は活動を継続しています。現在，神戸市では９４のまちづくり協議

会が活動しており，景観を守るルールづくりの作成や密集市街地の整備事業等に

取り組んでいます。 

 

□ まちづくり協議会は，住民の大多数の支持を得ていることが必要です。 

 まちづくり協議会の構成員となる住民の資格には，特に制限はありません。地

区内の居住者，事業者，土地や建物の所有者であれば，まちづくり協議会を結成

することができます。 

 実際には，まちづくり協議会の世話人には，自治会，婦人会，商店会等の地域

の団体の役員が当たる場合が多く見られます。 

 まちづくり協議会の結成は，まず，地区内の有志が結成を呼びかけるところか

ら始まります。自分たちのまちを作ろうという熱意がある有志なら，誰でも呼び

かけることができます。 

 

 □ 対象となる地域は，住民のコミュニティーとしての一体感が必要であるので，

小学校の校区等が対象となります。 

   まちづくり協議会を結成するには，まず住民に，自分たちの手で，自分たちの

まちを作っていくという共通認識が作り出される必要があります。住民が自分た

ちのまちの将来像について話し合うという意識がなければ，住民の大多数の支持

を得ることはできません。まずは，住民が集まって，まちの将来像について意見

を交換する場を多く持つことが必要です。 

   住民の集まりには，まちづくりプランナーや建築家という専門家に来てもらい，

まちづくりの方法についてアドバイスしてもらうことも必要です。 

   また，自分の生活をどうしていくかについて，一人一人の住民の意見やニーズ

を出してもらう必要があり，とくに今回の大震災では，遠方に避難している住民

も多いので，全住民に対するアンケートをきめ細かく実施する必要性があると思

われます。 

   このような準備活動を経てまちづくり協議会を結成したら，自治体の認証を得

て，活動費の助成や専門家の派遣を求めることができます。 

   さらに進んで，住民の意見が集約されたら，行政に対し，住民の「まちづくり

提案」を提出し，行政と「まちづくり協定」を締結することになります。 

 

□ 今回の東日本大震災でも，今後，まちの復興が本格化していくものと考えられ，

行政の側から復興計画及び事業計画が提案されるでしょうが，住民のニーズ，要

求と一致するとは限りません。住民は行政の復興計画，事業計画に対し，自らま

ちづくり提案を作成し，より住民のニーズ，要求と合致したまちづくりを進めて

いかなければなりません。そのためには，まちづくり協議会が被災地に結成され

ることが求められます。 
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Ｑ：５７ 

阪神・淡路大震災の復興まちづくりの時に，まちづくり協議会を結成すればどの

ようなメリットがありましたか 

 

⇒Ａ 

 □ まちづくり協議会を結成して，復興まちづくりに取り組むメリット 

 まちづくり協議会は，市に対して活動費の助成や，専門家の支援を要請するこ

とができます。また，市から資料や情報の提供を受けることが出来ます。そして，

住民間のまちづくりについての意見交換を行って合意を形成し，市に対して「ま

ちづくり提案」を行うことができます。 

 更に，提案を踏まえた市との協議により「まちづくり協定」を締結することが

できます。このまちづくり協定は，建築基準法第１２条第４１項第１号の「地区

計画」（住民の合意に基づいて，それぞれの地区の特性にふさわしいまちづくり

を誘導するための計画）となります。このように，まちづくり協議会を結成する

ことにより，専門家の協力のもとに，行政と対等に協議を行ってルールを制定す

ることができ，住民の意思を直接まちづくりに反映することができるというメリ

ットがあるのです。 

 

 □ 対等な交渉力 

行政と対等に話合いができるためには，住民が充分な知識と情報を身につけて

いなければなりません。例えば，防災集団移転促進事業がどのようなものである

か，土地区画整理事業がどのようなものであるかを知る必要があります。また，

過去の災害における復興まちづくりの成功例・失敗例を知る必要があります。そ

して，自分たちの地域で現に実施されようとしている復興まちづくりの計画が，

どのようなものかを理解する必要があります。このような理解を前提に，自分た

ちのまちづくりを考えて決定することが必要です。そのためには，建築士，弁護

士，コンサルタント等の専門家の協力を受けることが必要になるのです。 

 

□ ニュースなどの発行 

避難者や不在地主等，地区外に居住する人がいるので，まちづくりの進展，協

議会の決議等について，住民に情報が提供されなければならないので，まちづく

りニュースなどの発行が必要です。 

 

□ 都市計画決定の変更 

阪神・淡路大震災の際，神戸市は震災からわずか２か月で都市計画決定を行い

ました。これは建築基準法による建築制限の期間が最長で２か月なので，この期
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間に都市計画決定を行うことが必要だったからだとされています。そして，従前，

都市計画決定は一度なされると変更されることはほとんどありませんでした。し

かし，ある地域では，まちづくり協議会の活動で，学習会やアンケート調査を繰

り返して住民の対案についての合意を形成して，神戸市に対案を提出して，都市

計画決定の重要な変更を実現しました。このように，まちづくり協議会は，阪神・

淡路大震災の後は，まちの復興計画に住民の意思を反映するために重要な役割を

果たしました。 

 

□ 東日本大震災の復興まちづくりにおいて 

東日本大震災の被災地域には，神戸市のまちづくり条例のような制度がある地

域はありません。しかし，このような制度があれば住民の意思を復興計画に反映

することができます。当連合会では，東日本大震災の被災地域の自治体がまちづ

くり協議会への助成や専門家派遣制度を設置し，この費用を国が負担すべきであ

ると提言しています。 

今後，被災自治体は，中長期的な視野をもって，住民との合意，協調を図り得

るまちづくり協議会を推奨し，復興交付金等を財源に上記制度を参考にして，住

民の自主的なまちづくりを支援する制度をつくることが必要と考えられます。 
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Ｑ：５８ 

住民の復興まちづくりに対応するため，町内会，自治会，住民の会や条例にもと

づくのではないまちづくり協議会等の任意の住民の団体，グループ等で，復興計画

を協議，対応していますが，それで十分ではないのですか 

 

⇒Ａ  

□ 被災地では，現状，従来の自治会，町内会等の住民組織及び住民協議会や住民

の会等あるいはまちづくり協議会という名称の任意の団体，住民のグループが，

復興計画について，市町村からの説明を受け，協議を行っています。復興計画の

対象地域は多種，多様であり，被災地全体において関係する住民の集団として見

れば，多大な数に上るとみられます。もちろん，任意の団体での協議がつくされ，

行政はその声を反映すべきですが，市町村の条例で認められる「まちづくり協議

会」を設立し活動することは，以下のとおり，より有益といえます。 

 

□ 第１に，住民間において，地域の復興まちづくりという共通の目標・目的に向

って協力し合っていくための組織をつくるという意味で，住民の意識を，より積

極的かつ協調的なものとするとともに，住民の連帯意識を強め，十分な住民間内

部の協議調整を図ることができます。復興まちづくりは，基本的に住民の復興へ

の意欲とニーズそして協調が必要となります。 

 

□ 第２に，市町村は，条例によってまちづくり協議会を，復興計画の協議の相手

方の当事者として制度的に認め，その協議を充実させ，意見を可能な限り反映す

ることに努めるものとされ，協議の対等性をより確保できます。 

 さらに，住民の団体的な活動，運営が円滑にできるように，施設利用や運営費，

通信費，事務費等の助成の他，専門家やボランティアのまちづくり協議会に対す

る支援について，助成を図る等，住民の復興への活動を，制度的に保障すること

につながります。また助成の受け皿としても，正規の復興実現の組織的体制の中

に，被災者の団体グループが位置付けられ，一方では住民側も，より責任ある当

事者として助成を受けて充実した対応が図れることになります。 

 

□ 第３に，復興過程は相当の長期にわたり，まちづくり協議会を組織して住民も

経験を重ねることにより，復興実現までの住民の結束を維持し，またグループに

おけるリーダー育成等にも寄与することができ，被災者が孤立しない息の長い復

興への取り組みを行うために，より有効な対応が可能といえます。 

地域コミュニティの恒久的組織として既に町内会，自治会が存在しますが，そ

れらとは別に，震災復興という目的をもって活動する地域性をもった自治組織が，

より有効な役割を果せるでしょう。 
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Ｑ：５９ 

まちづくりで，住民同士が対立した例があると聞きますが，このようなことを避

けるにはどうしたらよいですか  

 

 

⇒Ａ 

□ 事例 

  阪神・淡路大震災の時は，復興まちづくりの過程で，住民同士が対立した例が

少なからずありました。大規模火災のあった地域で，住民が「戸建派」と「集合

住宅派」に対立した例があります。また，マンションの損壊したところでは，住

民が「補修派」と「立替派」に別れて対立し，住民が住民に対する訴訟を提起し

て１０年以上争った例があります。  

 

□ 住民同士の対立 

 住民間でも，年齢，家族構成，資産収入等によって個々の事情が異なっており，

必ずしも利害が一致するわけではありません。しかし，復興まちづくりは住民が

一体となって，信頼関係のもとに協力して行うべきもので，復興に向けるべきエ

ネルギーを被災者同士の争いに費やすのは，被災地の最大の悲劇といえます。 

経験上は，正確な情報が一部の住民のみに伝わっている場合や，誤った情報が

伝わっていた場合に，住民間の方針がわかれやすいものです。このためには中立

的な立場の専門家の介在によって，情報を住民全体に正確に伝えることが必要で

す。実現可能な複数の選択肢を用意して，それぞれの方針のメリット，デメリッ

トを明確にして情報を提供すれば意見は収斂してゆき，対立に至ることは回避す

ることができます。 

また，自治体の側も奥尻島の津波災害の復興のように，復興計画の内容につい

て，住民全体の大規模の説明会から小規模の複数の説明会，さらに，個別の説明

等を何回も丁寧に行うべきでしょう。これに対して，行政や一部の住民が一定の

方向に計画を導こうとして，正確な情報の共有がなされなかった場合等に，住民

間の対立を招いた例があります。 



107 

 

 

Ｑ：６０ 

復興計画の問題は，専門的で難しい問題が多く，専門家のアドバイスや指導を受

けたいと思いますが，専門家にどのような役割を求めることができますか，また住

民に費用負担がないようにするには，どうすればよいですか 

 

⇒Ａ 

□ 専門家の役割 

専門家の役割は，①土地区画整理事業，防災集団移転促進事業等の法律制度や

復興計画を住民にわかりやすく説明すること，②行政の情報を収集してこれを住

民に提供すること，③復興に必要な実現可能な選択肢を具体的に提示すること，

④住民の適正な意見交換を実現して，住民の合意形成をサポートすること，⑤住

民の意見を集約して自治体に伝えることなどです。 

 

□ 国の支援事業 

ボランティアとしての無償の専門家の支援活動は，一定の期間はともかく長期

間の復興まちづくりに継続的にかかわることを期待することは困難です。被災者

が無償で行政等からの支援を受ける方法としては，以下の方法が考えられます。 

① 内閣府の地域づくり支援事業（専門家派遣事業） 

申請は被災自治体が行います。詳しくは以下のとおりです。 

統括事務局 内閣官房地域活性課 統合事務局 

  （http://www.chiiki-info.go.jp/files/eventdata/e687.pdf） 

 

② 国土交通省の復興まちづくり人材バンクの創設 

  被災地の地域再生のため，復興を目指した被災者が，検討，協議及び判断を

するためには，各分野の専門的知識，判断を要し，その助言を得て，実現のた

めのバックアップを必要とします。国土交通省は，２０１２年１２月に，まち

づくりの専門家を登録してデータベース化し，自治体に紹介し「復興まちづく

り人材バンク」を創設しました。 

  この制度によるまちづくりの専門家が，具体的に自治体の要請で復興まちづ

くりの支援にあたることとなった場合の援助措置も図られる見通しです。 

  また既登録の専門家に加え，被災住民の要望に基づき，自治体の判断で支援

専門家の拡充・活用が図られることも見込まれます。 

 

③ 総務省による復興支援員の配置 

総務省はこの度，東日本大震災の被災地に住民と行政の橋渡し役となって，

地域再生を後押しする「復興支援員」を配置することを決めました。 

  この復興支援員は，県や市町村が民間から募集して採用し，自治体，町内会
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等の住民団体単位で地域を担当することが予定され，ＮＰＯ関係者，ボランテ

ィア経験者及び地元で生活する被災者らが想定されています。 

  もちろん，まちづくり協議会が設立されるに至った場合，この活動も支援す

ることになるでしょう。 

  国の特別交付税を財源として，被災地である岩手県，宮城県，福島県を含む

９県と復興特区対象地域の２２２市町村が補助対象地域とされています。 

 

□ 今後，国の制度の他に自治体独自の制度が創設される余地もあり，種々の民

間の専門家や支援員等の人材の援助をうけられる派遣制度が整備され，拡充さ

れる見込みがあり，住民の方々がある程度まとまって，この派遣要請をするこ

とが有効になってきます。 

 

 ① 兵庫まちづくりアドバイザー派遣事業 

兵庫県の専門家制度で，阪神・淡路大震災の復興まちづくりに携わった専

門家を被災自治体の申請で派遣します。費用は兵庫県が負担します。事業内

容のお問い合わせ先は以下のとおりです。 

（兵庫県都市政策課 都市政策係 

  電話０７８－３６２－４３２４，ＦＡＸ０７８－３６２－９４８７） 

 

 ② 大学の研究者が研究目的で実施する場合 

大学や省庁から支出する研究費で行う研究活動です。 

 

③ 復興交付金で被災自治体が専門家派遣のための独自の制度を実施する場合 

現時点ではこのような制度は，被災自治体で実施されていませんが，今後

早急に望まれます。 

 

□ 今後行政との協力関係はもとより，被災地の住民の住居，生活と産業等の復

興を図るためには，学者・研究者・コンサルタント等の他，建築士，弁護士，

不動産鑑定士，土地家屋調査士，司法書士，税理士，医療，介護，福祉等の実

務専門家等とともに，ボランティア活動として被災者の自主・自立の活動を支

えてきた民間人等が協力し合って，総合的・複合的かつ継続して復興支援を行

う必要性が高くなってくると思われます。 

 



109 

 

第６章 過去の災害復興の実例から導かれる対応と課題 

 

Ｑ：６１ 

  これまでの我が国の災害において，被災者の住宅再建支援策については，どの

ような対応がされてきたのですか 

 

⇒Ａ 

□ 被災地の復興は，被災者が被災地に定住を決意し，「住」を再建して初めて実

現できるものであり，もとより住宅再建支援が復興施策としてきわめて重要です。

しかし，これまでの災害での行政対応をみる限り，「偶々義援金による対応が可

能であった場合にだけしか，十分な住宅再建支援ができない」という現実があり

ます。 

    これを何とかしなければ，「東日本大震災の災害復興もままならない」という

状況に陥る可能性が否定できません。しかし，このような現状を打破しようとす

る動きは，雲仙普賢岳噴火災害，北海道南西沖地震津波災害，そして，阪神・淡

路大震災をきっかけとして現在まで続いています。 

 

□ 住宅再建支援制度の創設についての提言の嚆矢は，当連合会の１９９４年２月

に取りまとめた「地震等被害住宅共済制度」の創設提言であり，阪神・淡路大震

災の後の１９９５年１０月には，兵庫県が「新しい住宅地震災害共済保険制度」

（保険料年額１万６８００円（木造），７６００円（非木造），１００㎡１７００

万円－１㎡当たり１７万円－の保険金）の創設を提言するとともに，当連合会が

改めて，１９９６年３月に，「地震被害住宅等復興共済保険制度」（共済掛金年額

１万２０００円，１２００万円一律の共済金）の創設を提言しています。 

    これらの提言を契機として，全労済・連合・日本生協連・兵庫県により「自然

災害に対する国民的保障制度を求める国民会議」が組織され，１９９７年２月に

は，２５００万人署名を政府に提出しています。また，その頃には，住宅再建支

援制度の議員立法を目指して，自民党・社会党・新党さきがけの与党国会議員に

より「日本を地震から守る国会議員の会」（地震議連）が結成され，その一方で，

野党においても住宅再建支援についての議員立法の動きがあり，これらの一連の

動きが実を結び，１９９８年５月には「被災者生活再建支援法」を成立させまし

た。 

 

□ しかし，被災者生活再建支援法の成立時においては，その内容（支給金が低額

で支給要件が厳格）からして，住宅再建支援とは到底いい難いものであり，その

後も，「住宅再建支援の在り方については，総合的な見地から検討を行うものと

する」という同法附則第２条に基づいて立法運動が継続され，国会議員は，地震

議連をいったん解散したものの，直ちに，「自然災害から国民を守る国会議員の
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会」（以下，「自然災害議連」といいます。）を組織して，そこに再結集しました。   

    自然災害議連は，その後も，住宅再建支援制度の法制化を精力的に目指し，２

０００年４月には，１００㎡１７００万円－１㎡当たり１７万円－を住宅再建支

援金とする（公費方式の）「被災者住宅再建支援制度骨格」を提言し，同年１２

月には，ほぼ同じ内容の（共済方式の）「被災者住宅再建支援制度骨子」を提言

しています。そしてさらに，２００３年７月には，最高額を５００万円の支援金

とする被災者生活再建支援法の改正試案を提言しています。 

 

□ このような動きにあわせるかのように，２００３年８月には全国知事会が住宅

再建支援制度の創設を国に緊急要望し，２００１年６月には鳥取県が上限額３０

０万円の被災者住宅再建支援制度を創設して，２００３年１０月には上限額１０

０万円の宮城県被災者住宅再建支援金交付がなされています。 

    このような流れの中で，２００４年４月に被災者生活再建支援法の改正が行わ

れましたが，支給額の増額と支給要件の一部緩和があったものの，住宅再建支援

とは程遠い内容に過ぎませんでした。そして，２００７年１１月の第３回改正に

至って初めて，現在の被災者生活再建支援法の支援内容となり，被災直後の基礎

支援金が１００万円，住宅再建時の追加支援金が２００万円となりました。 

    なお，住宅再建支援制度の立法運動の中心的存在であった兵庫県は，法制度と

しての制度創設がままならないなか，国により住宅再建支援制度が創設されるま

での暫定的な対応として，独自で任意加入の共済制度である「住宅再建共済制度

（フェニックス共済）」を創設しています。これによれば，住宅１戸当たり年額

５０００円の掛金で最高６００万円の住宅再建資金が供与されることとされて

います。 

 

□ 住宅再建支援制度の創設については，これまでにも災害の度に議論され，住宅

再建支援のための法制度の検討も何度となくなされてきました。そして，現行の

被災者生活再建支援法は，国会議員等の精力的な働きにより，住宅再建支援制度

の議論と検討の過程で成立したものであって，住宅再建支援制度が構築されるま

での一時的な法制度として位置付けるべきものです。 

    いずれにしても，この議論と立法運動の過程で，せめて支援金額５００万円か

ら６００万円程度の住宅再建支援法制度が構築されていれば，東日本大震災の被

災者が住宅を再建するに際して，極めて重要な役割を果たすことになったと思わ

れます。 

    しかし，このような新しい制度創設のための議論は，今からでも遅くはありま

せんし，東日本大震災の被災者支援のために利用できるような新しい制度構築も

不可能ではないと考えるべきです。実際に，兵庫県は，被災者生活再建支援法が

成立した直後に，阪神・淡路大震災の被災者に対し，同様の内容の支援策を実施

しています。 
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Ｑ：６２ 

復興基金制度の沿革と課題はどのようなものですか 

 

⇒Ａ 

□ 我が国で初めて被災者支援のために設けられた復興基金は，１９９１年９月創

設された「雲仙普賢岳噴火災害のときの長崎県の財団法人雲仙岳災害対策基金

（以下，「雲仙岳復興基金」といいます。）」です。 

  それまで，我が国の災害対策制度は公共施設の復旧・インフラ整備等，いわゆ

る「公共事業」が中心で，「被災者に対する直接支援」という手法が採られたこ

とはありませんでした。 

  しかし，雲仙普賢岳噴火災害では（東日本大震災における東京電力原発放射能

災害と同じように），災害対策基本法によって警戒区域の設定がなされ，それに

より被災住民に経済的損失が発生したことから，復興基金による「被災者への直

接支援」が，被災者の運動として議論されるようになったのです。 

 

□ 「被災者への直接支援」とは，被災者に対し直接的に何らかの公的給付（名目

は何でも構いません。）を行うことを意味します。雲仙普賢岳噴火災害当時の政

府は，「被災者の復興は自助努力が原則で，個人の資産形成に資する公的助成は

許されない。」「被災者への直接支援は，公費支出の公共性・公平性に反する。」

などという行政原則を盾に，被災者への直接支援を頑なに拒んでいました。 

  そこで，長崎県は，「自然災害による過去の損失の補償・補填をするものでは

なく，被災者の将来の生活再建支援を行うものである。」という説明の下に，１

９９１年９月，当時の政府を説得して雲仙岳復興基金を創設し，いわば「間接的」

に被災者を「直接支援する」というやり方を確立させたのです。 

  しかし，長崎県は，「行政で行う各種の災害復興対策制度を補完するもの」「住

民等の災害からの立ち上がりに重点を置いた助成事業」等と説明する一方で，「形

を変えた補填事業を実施する，行政を一歩踏み出す事業を行う」ともいっており，

その基金事業の目的が，（被災者の経済的損失を補償又は保障するというわけに

はいかなかったものの）少なくとも，将来の生活再建支援のために「被災者の直

接支援」にあったことは明らかです。 

 

□ 復興基金は，一般的に，公益法人としての財団法人を設立して，そこに公的資

金を投入し，その公的資金を運用した利子収入により，被災地や被災者への復興

支援を行うものです。長崎県は，１９９１年９月に財団法人雲仙岳災害対策基金

という公益財団法人を設立して３００億円基金を創設し，１９９６年４月までに

１０００億円基金（ただし，別に３０億円の基本財産）として，それを２００１

年度まで運用してきました。 
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□ １９９１年９月当初における基金資金の捻出方法は，借入利息の償還に対する

地方交付税措置を前提にして国からの起債許可を得て，「長崎県が大蔵省資金運

用部から年利５～６％の貸付を受ける」というものであり，それを雲仙岳復興基

金に無利子で貸し付け，さらに同基金がそれを銀行に預け入れて運用し，その利

子収入を復興支援に投入するという構造になっていました。 

  長崎県が大蔵省資金運用部に返済しなければならない利息の９５％について

は，地方交付税で国が補填すること（要するに，国はその部分の利息徴収をしな

いこと）になり，しかも貸付元金は取り崩しませんので，結果的に，９５％の利

子相当分の公費が被災者支援等に費消されるということになります。 

 

□ ところが，その後のバブル経済崩壊の影響により市場金利が極端に下がったた

めに，上記手法では基金事業の運営が不可能となり，１０００億円基金に増設し

た１９９６年には，その資金捻出の手法が変えられました。すなわち，長崎県は，

国から起債許可を得た上で（国の地方交付税措置の了解を得た上で），今回は，

銀行から長崎県自体が借入れをおこし，その際の借入利息を年利３％に固定して，

その借入金元金を雲仙岳復興基金に無利息で貸し付け，同基金は，これを元手に

して銀行から「長崎県に対する上記貸付債権」を買い取る（指名債権譲渡を受け

る），という手法にしたのです。 

  これにより，雲仙岳復興基金は，貸付金債務者である長崎県から年利３％の安

定した利子収入を得ることができ，被災者等への復興支援が可能となりました。 

 

□ このような手法は，本来的には，行政が公的資金をもって被災者に直接的な支

援をすべきところを，自治体が創設する財団法人を使うことによって，間接的に

資金投入する形態にしているに過ぎず，単なるマネーロンダリングであり迂遠で

あるという批判も実際にあります。しかし，政府が前記のような行政原則を堅持

する限り，自治体としてはやむを得ない手法ともいえます。 

  しかし，それ以上に，復興基金制度には重要な役割（有用性，有効性）があり

ます。すなわち，復興基金が災害の現場・復興の現場に一番近い場所に設立され

るものであることから，その事業遂行の判断に現場の意見（被災者の実情と要求，

地元自治体の考え方等）が反映されやすく，しかも，復興事業の対応を弾力的か

つ迅速に行うことができるという利点です。復興基金制度は，縦割り行政の間隙

に創られたものであり，その間隙の中で根を張り巡らすように事業展開すること

になりますから，被災地の自治体（都道府県，市町村）にとっては，“被災地・

被災者の痒いところに手が届く”事業の展開が必要であり，それが復興基金によ

って可能となります。 
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Ｑ：６３ 

  これまでの災害での住宅再建支援はどうされていましたか，復興基金での対応も

されているのですか 

 

⇒Ａ 

□ １９９１年の雲仙普賢岳噴火災害の際には，我が国には法制度としての住宅再建

支援制度はなく，また，そのような議論もなされていませんでした。しかし，雲仙

普賢岳噴火災害に限っていえば，多額の義援金が寄せられ，それにより義援金基金

が創設されたこともあって，自治体は災害当初から被災住宅の再建支援を重視し，

そしてそれを実行することができました。また，１９９３年の北海道南西沖地震津

波災害に際しても，奥尻町は，１９０億円の義援金のうち９０億円で義援金基金を

創設し，その潤沢な資金で住宅再建支援事業を実施しています。 

 

□ 雲仙普賢岳噴火災害の被災者が住宅を再建する場合に，その再建資金を念頭に実

施された行政的施策は次のとおりとなります。 

 

 ① まず，義援金の配分として，住宅が全壊した被災者に対し合計４５０万円が支

給されています。この義援金配分は，当初から全壊した住宅を再建する際に資金

が必要となることを念頭に置いてなされたものです。 

 

 ② 次に，雲仙岳復興基金（島原市・深江町の義援金基金も含む。）からは，住宅

再建時助成事業として，住宅が全壊した世帯で住宅再建をする被災者に対し合計

５５０万円が助成され，さらに，住宅被災者生活再建助成事業として，住宅全壊

世帯へ家財購入助成金合計１５０万円（長崎県・島原市・福江町の負担金合計）

が支給されています。 

 

 ③ 以上の金額だけで合計１１５０万円となりますが，そのほかにも，住宅再建資

金となり得る原資として地震保険金・建物更正共済金等があり，さらには，被災

地域の防災工事関係に関する土地建物の公共買収金や移転補償などがありまし

た。 

 

 ④ そのほかにも，被災者用住宅団地造成促進助成事業（行政基金）により，被災

者用住宅団地の造成及びその販売を行った長崎県住宅供給公社に対し造成費用

の銀行借入金につき約１３億６０００万円の利子補給（助成）を行い，被災者へ

の宅地分譲価格を低減化しています。 

 

□ 北海道南西沖地震津波災害の際に，奥尻町が災害復興基金の施策として実施した
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住宅再建支援策及びそれに関連する支援策は，次のとおりです。 

 

 ① まずは，住宅取得費助成事業として，全壊等の被災世帯が住宅を取得する場合

に定額７００万円を助成しています。それとは別に全壊世帯への義援金４００万

円が配分されており，住宅再建に供することが可能となった金員は合計１１００

万円となります。 

 

 ② そのほかにも，住宅解体費助成事業として，住宅が全壊等の被災世帯で，住宅

を再建する場合に住宅を解体する被災者に対し，１世帯当たり３０万円を限度と

して解体費用を助成しています。 

 

 ③ また，宅地基礎上げ工事費助成事業として，住宅全壊で住宅を再建する場合に，

基礎上げ工事をする被災者に対し，１世帯当たり３０万円を限度として工事費が

助成され，さらに，定住促進土地購入・住宅新築助成事業として，町の防災計画

に基づく危険地帯居住者で，町内の安全な地区に土地購入し住宅建築する被災者

に対し，土地購入の場合に限度額１００万円，住宅建築の場合に定額３５０万円

を助成しています。 

   そして，その支援内容は，１世帯当たり合計１５００万円前後となっており，

雲仙普賢岳噴火災害を上回るものとなっています。 

 

□ 以上のとおり，雲仙普賢岳噴火災害，北海道南西沖地震津波災害の際の住宅再建

支援は，そのいずれもが「義援金頼り」の施策であり，宿命的なことではあります

が，その後の大規模災害の被災者支援に普遍化して繋げることはできませんでした

（阪神・淡路大震災では，その総損害額の規模が凄まじかったことから，全壊世帯

等に配分された義援金は４０万円程度に留まったとされています）。 

  しかし，２０００年の鳥取県西部地震の際には，当時の片山善博知事が限度額３

００万円の住宅復興補助金支給を行っており，２００１年には条例でそれを制度化

して，被災者住宅再建支援制度を創設しています。 

このほかにも，２００３年の宮城県北部連続地震に際して，宮城県は１００万円

を限度とする被災住宅再建支援金の交付を行っています。 

そして，これら自治体の住宅再建支援（その支援金の支給）は，それまでの行政

が拠り所となっていた「被災者の復興は自助努力が原則で，個人の資産形成に資す

る公的助成は許されない。」，「被災者への直接支援は，公費支出の公共性・公平性

に反する。」という行政原則を打ち破るものとして高く評価できるものです。しか

し，その支援金額が，義援金によるところが大きい雲仙普賢岳噴火災害や北海道南

西沖地震津波災害時の施策には遠く及びません。 

被災者の各種支援の中でも最も資金力を必要とする住宅再建支援については，本

来であれば１０００万円レベルの支援が望まれます。 
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Ｑ：６４ 

 雲仙岳復興基金には「行政基金」と「義援金基金」があったと聞いていますが，

それはどういうものですか 

 

⇒Ａ 

□ 雲仙岳復興基金は，平成３年９月に長崎県の出捐金２０億円（基本財産）と貸付

金２８０億円（合計３００億円）で創設されましたが，同年１１月には国民から寄

せられた義援金のうちの３０億円を基金に拠出して義援金基金を創設し，１９９２

年１０月には３０億円の義援金を追加増額して合計６０億円の義援金基金として

います。 

  また，１９９１年１２月には，長崎県が主導し，島原市に３０億円の「島原市義

援金基金」を，深江町にも１８億円の「深江町災害対策基金」をそれぞれ創設して

います。 

 

□ 国の地方交付税措置を前提とした１０００億円基金が，結果的には公的資金をも

って被災者支援を行うものであり，元金の取崩しが不可とされていたのに対し，義

援金基金は，当然のことですが，元金取崩しも可能となっていました。 

  そして，一般に，公的資金をもって創成した１０００億円基金を「行政基金」と

称し，一方，義援金をもって創成した６０億円基金や島原市・深江町の基金を「義

援金基金」と称していました。 

 

□ 雲仙普賢岳噴火災害では，長崎県，日本赤十字社，島原市，深江町等を通じて合

計２３３億円の浄財（義援金）が国民から寄せられ，義援金として被災者に直接配

分される一方，災害の長期化と復興事業の複雑さや被災者の公平性等を考慮して義

援金の一部を復興基金に拠出し，多様な災害復興事業に対応しようとしたのです。 

  同様の義援金基金は，北海道南西沖地震津波災害で甚大な被害を被った奥尻町で

も，道や同町に寄せられた義援金のうちの９０億円を原資として創設されています

（ただし，奥尻町では行政基金は創設されていません。）。 

 

□ 確かに，義援金基金は，行政基金と違って厳格な行政の原理・原則にあまり縛ら

れず，被災者の直接支援の中でも損失補填に近いような支援事業も可能となります。

しかし，義援金基金は，雲仙普賢岳噴火災害や北海道南西沖地震津波災害等のよう

に，総損害額が比較的小さく，かつ義援金が多く集まるような災害であれば有効で

はありますが，災害規模や災害時の経済情勢に左右されるという欠点があり，どの

ような災害にも対応できるような普遍性がありません。阪神・淡路大震災や今回の

東日本大震災などの大規模災害では，その効用はほとんど期待ができません。 
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Ｑ：６５ 

  雲仙岳復興基金では，被災者への直接支援として，どのようなことが行われまし

たか 

 

⇒Ａ 

□ 雲仙岳復興基金は，１０００億円の行政基金（元金取崩し不可）と６０億円の

義援金基金（元金取崩し可）とで創成されていましたが，その基金収入実績をみ

ると，行政基金の利息収入が２４０億８８９４万円，義援金基金の利息収入が６

億５９２１万円となっています。 

  したがって，被災者支援等の災害復興対策に投入された同基金の資金は，行政

基金から２４０億円，義援金基金から６６億円ということになります（ただし，

義援金基金は解散時点で９億円程度が残り，それをもって新たにボランティア支

援基金を創設していますので，実際には５６億円程度が災害復興対策に使われた

ものと思われます。）。 

 

□ 長崎県は，これらの基金により捻出した災害復興対策資金の使途について，「被

災者の自立支援や被災地の総合的復興・振興事業の支援のためのもの」と位置付

け，「行政で行う各種の災害復興対策制度を補完するもの」と説明していました。   

  しかし，その一方で，「形を変えた補填事業を実施する。行政を一歩踏み出す

事業を行う。」ともいっており，実際に，雲仙岳復興基金では，それまでには考

えられなかった被災者への直接支援策が実施されています。 

 

① まず，被災者の生活再建支援としては，当時の国土庁が行った食事供与事

業（避難所から仮設住宅に移った被災者へ１人１０００円の現金支給。４人家

族で月額約１２万円の支給）を補うものとして，生活雑費支援事業，新生活支

援事業等が行政基金により実施され，それこそ４人家族で月額約１５万円の食

事費（生活費）が現金支給されています。 

   国土庁が要綱によって実施した食事供与事業が極めて画期的な直接的被災

者支援であった上に，それに加え，さらに食事供与額（生活雑費）を増額して

います。 

 

② 次に，被災者が住まい（住宅等）を再建する際の資金援助として各種の住

宅再建支援策が実施されています（その詳細は後述します。）。例えば，住宅再

建時助成事業（行政基金１／２，義援金基金１／２），警戒区域内残存住宅再

建時助成事業（義援金基金），住宅確保助成事業（義援金基金），住宅被災者生

活再建助成事業（義援金基金），避難住宅家賃助成事業（義援金基金），家財置
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場のための倉庫等確保助成事業（義援金基金），移転費用助成事業（義援金基

金）などがそれに当たります。 

   しかし，そのほとんどが義援金基金によるもので，私有財産としての住宅の

再建支援については，さすがに，「なるべく行政基金を使わずに義援金基金を

使う」という方針であったのかもしれません。 

   いずれにしても，このような基金による住宅再建支援や義援金により，住宅

建物を再建しようとする被災者は，１世帯当たり最大で１１５０万円ほどの支

援金の援助を受けています。 

 

③ また，被災者の事業再開のための資金援助が手厚く実施されています。例 

えば，事業再開準備助成金支援事業（行政基金）として農林業者・漁業者・中

小企業者等の事業者に１事業者当たり一律５０万円を助成していますし，社会

福祉施設等移転改築助成事業（行政基金）として移転施設１件当たり平均７７

０万円程度が助成されています。またほかにも，警戒区域から他の地域に移転

して医療関係施設を再開する場合には，その経費の２分の１又は２００万円の

いずれか低い額が助成されています。 

 

④ さらに，被災者の就職支援又は被災地事業所の再開支援のために，事業所

支援と従業者支援の両面から助成金の支給がなされており，噴火被害地域就職

奨励金支給事業（行政基金）として再開事業者に就職した者へ奨励金１０万円

を支給し，被災休職者常用就職支度金支給事業（行政基金）として被災休職者

を常用雇用した事業者に支度金１０万円を支給しています。また，被災休職者

雇用開発助成金支給事業（行政基金）として被災休職者を雇用した事業者に賃

金の一部（１人につき月額５万円又は２万５０００円）を１年間助成し，就業

訓練受講奨励金支給事業（行政基金）として被災者が職業訓練を受ける場合に

受講奨励金月額１１万円から１２万円を支給しています。 

 

□ 雲仙普賢岳噴火災害の被災地が農業を主とした集落であったことから，農業を

生業とする被災者に対する直接支援は，最も手厚いものの一つとなっています。 

  例えば，避難家畜牧草助成事業（行政基金）として牧草購入経費の３分の１，

農地借上促進・整備等助成事業（行政基金）として小作料の３分の２（６万円が

限度），貸し手助成として農地の賃貸人に対し１０ａ当たり２万円，農業協同施

設等再建助成事業（行政基金）としてその費用の２分の１，被災営農施設等再開

助成事業（行政基金）としてハウス・農舎等の再建費用の２分の１，作目転換等

技術研修助成事業（行政基金）として作目転換技術研修手当日額３１００円等，

果樹種苗供給助成事業（行政基金）として果樹苗木取得費の２分の１，避難畜舎

等借上助成事業（行政基金）として借料の２分の１の範囲の助成，園芸用ハウス

リース助成事業（行政基金）として被災農家にリースする目的でハウスを整備し
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たときにその整備の２分の１を助成しています。これらは，通常の行政施策とし

ては考えられず，復興基金がなければなし得なかった復興施策ということができ

ます。 
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Ｑ：６６ 

  雲仙普賢岳噴火災害の際に，防災集団移転促進事業等は，どのように実施された

のでしょうか，また問題点等はなかったのでしょうか 

  更に宅地・農地等の「嵩上げ事業」が実施されたそうですが，どういうものでし

たか 

 

⇒Ａ 

□ 雲仙普賢岳噴火災害の際には，火砕流や土石流により家屋を流焼失したり，警 

戒区域の設定で入域が禁止されたり，あるいは，防災工事で自宅を買収されたり

して，元の場所での自宅の再建が困難になった被災者のために，住宅再建支援事

業が行われています。 

    被災地域である水無川流域，中尾川流域の被災者は，持ち家の家族がほとんど

であり，被災地の復興のためには，「持ち家家族を持ち家家族として復興させな

いと，地元定着型の真の被災地復興ができない」と考えられました。 

    そこで，長崎県は，長崎県住宅供給公社によって，３箇所の被災者住宅団地（船

泊団地５１区画，仁田団地１４１区画，宇土山団地３２区画）の造成及び販売を

行い，また，深江町においても，長崎県町村土地開発公社によって大野木場団地

を造成し販売しております。 

 

□ 長崎県住宅供給公社等による団地造成は，被災者用の住宅団地であったことか

ら，防災集団移転促進事業，がけ地近接等危険住宅移転事業が適用されましたが，

宅地分譲を予定していたことから，被災者に対する分譲価格の低廉化が喫緊の課

題となっていました。そのために，長崎県は，雲仙岳災害対策基金（雲仙岳復興

基金）によって「被災者用住宅団地造成促進助成事業」を行い，同公社の銀行借

入利息に対して１３億６０００万円の助成金を供与するなどの対処がなされて

います。 

 

□ 雲仙普賢岳噴火災害の被災地には，水無川から氾濫した土石流災害によって多

くの家屋が土石に埋没してしまった地域（安中地区）がありました。もちろん，

個人レベルでの復旧が困難であることから，防災集団移転促進事業等によって集

団移転することも考えられないわけではありませんでしたが，土地の狭い島原市

ではまとまった代替地を探すことが簡単ではなく，しかも，防砂工事等の公共事

業による土地建物買上げの対象とならず移転費用の捻出もままならないという

被災者もいたことから，被災住民の多くは，地元安中地区での住宅再建を希望し

ていました。しかし，この地域の防災工事は，蛇行した水無川の防災工事ととも

に，その一方で，土石流氾濫（予測）地域の縁に導流堤（砂防ダム）を築かなけ

ればならず，それらに囲まれた地域（安中三角地帯）は「低地化」するおそれが
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あったのです。そこで，安中三角地帯の住民らは，そこを嵩上げして安全な土地

とした上での地元での生活再建（住宅再建）を希望し，それができないか模索し

ました。 

 

□ 結局，安中三角地帯では，総事業費９０億７０００万円（当初見積額約１０３

億円）で，約６メートル（最高で約８メートル，最低でも約３メートル）の土地

の嵩上げ工事が実現しました。もちろん，嵩上げされた安中三角地帯には，宅地

形成に土地区画整理事業が，農地形成に農地基盤整備事業が適用されて，被災者

の負担を低く抑えることができました。 

   しかし，その構想の当初においては，嵩上げ工事自体には既存の制度に適当な

公共事業がなく，そのままでは被災者自身の負担となり，その実現が不可能では

ないかとも考えられていましたが，被災住民の発意により，「噴火口から流出し

て氾濫している土石を安中三角地帯の被災者私有地に捨てさせることにし，その

土石によって嵩上げを行い，しかも，その一方では，土石の土砂持込料（土捨料）

を徴収することによって，それを嵩上げ工事の原資とする」という手法を採用し

ました。 

 

□ 以上のような経過で，あまりに大きな事業規模であることから住民自身が事業

者となることが困難であったことから，島原市が「安中三角地帯嵩上げ工事」の

事業主体となり，島原市が工事・施行・管理業務を島原市土地開発公社に委託し，

同公社が国と長崎県から土捨料（土捨て対策費）をいったん受領し，これを工事

発注費や地権者への移転補償費等に充てるという方式が採られました。 

    要するに，この事業は，住民の発意から始まったものであり，安中三角地帯を

民地のまま土捨場にすることで嵩上げ材料を確保するとともに，島原市が土捨料

を徴収することで，嵩上げ事業の事業費としたのです。既存の災害法制に適当な

公共事業が準備されていない場合であっても，アイディア一つで被災者の復興を

成し得るという典型的な例だといえます。 
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Ｑ：６７ 

  奥尻島における震災・津波被害の際，集団移転に関する事業等はどのように実施

されたのですか 

 

⇒Ａ 

□ 奥尻島の被害 

  １９９３年７月１２日に震度６の北海道南西沖地震が発生し，奥尻島（奥尻町）

を津波が襲い，また大規模火災が発生しました。最大津波高は藻内地区の２９

ｍで人的被害はほとんど津波によって生じました。青苗地区では，低地である

岬地区が津波と火災で建物が全壊・流失・全焼で集落が壊滅し，旧市街地では

一部が浸水して建物被害が生じました。初松前地区と稲穂地区は津波で建物が

全壊，流失で集落が壊滅しました。死者１７２人，行方不明２６人，全壊４３

７戸，半壊８８戸の被害が発生しました。 

 

□ 土地利用構想案 

青苗地区では，北海道庁が同年９月２４日に「青苗地区の土地利用構想案」

を奥尻町に提示しました。これは，全戸移転案，すなわち岬地区と旧市街地を

高台に移転して，跡地は水産関連施設用地にする案と一部移転案，すなわち，

岬地区は全戸高台に移転し，旧市街地のうち浸水地域は水産関連施設用地にす

るとともに非浸水地域は嵩上げをして居住地区にし，緊急時の高台避難対策を

講じるという案の２つです。１０月２９日の住民説明会では，全戸移転案，一

部移転案，どちらとも言えない，の３つの意見に別れましたが，最終的に一部

移転案に集約しました。１２月１９日に北海道庁は一部移転案に基づく「復興

計画素案」を策定し，１９９４年３月に事業計画が策定されました。 

 

□ 買取方式と区画整理方式の検討 

土地の嵩上げは，漁業集落環境整備事業（用地買収方式）（水産庁）と土地区

画整理事業（建設省）の２つの方法があります。これを町は以下のとおり比較

しました。①費用の負担では，用地買収方式（以下「用地買収」）では国が５０％

で，道と町が５０％であり，土地区画整理事業（以下「区画整理」）では国が３

１％で，道と町が６９％であり，用地買収方式の方が町の負担が少ない。②事

業の着手終了の早さでは，用地買収は直ちに着手できるが買収にかかる期間が

不明であり，区画整理は着手には時間がかかるが完了時期の目途は立つ。③権

利調整では用地買収は権利者多数で権利者不明の土地等があり手続が困難だが，

区画整理では法の規定で手続が進められる。④権利関係の不明確な土地は，用

地買収は失踪宣告，相続財産管理人選任，不在者財産管理人選任等の法手続が
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必要だが，区画整理は換地処分通知等につき公示送達で実施可能であるという

ものです。 

以上から，用地買収は権利調整や権利者確定に時間と費用がかかり，また，

事業完了の目途が明確でないとの問題がありますが，権利者の大半が島にいて

合意が取れる可能性が高く，また，島民が一刻も早い事業の着手を望んでいる

ことから，費用の負担が少ない用地買収を採用することにしました。 

高台移転も，当初は漁業集落環境整備事業で行おうとしましたが，水産庁の

適用できないとの回答により国土庁の防災集団移転促進事業（買収方式）を取

ることにしました。 

 

□ 事業方針 

買収用地については，市街地は跡形もなく撤去されたことから，個々の所有

地の地積測量は多大な費用と時間がかかることが予想されました。そこで①全

部の土地を登記簿の地積をもって町が一括買い上げる，②買収後の土地を全地

一旦合筆する，③嵩上げの場合は街区測量を行って分筆する，④宅地は一区画

当たり最低面積７０㎡として買収時と同一単価で再分譲する，ただし，商店等

広い区画を必要とするときは全体の受給を見極めて弾力的運営をする，（なお，

区画整理と異なり「減歩」はありません。）⑤嵩上げでは分譲地の決定は被災前

の居住の利益を尊重する，との基本方針に基づいて実施しました。 

そして，再生事業の早期開始が被災者の希望であることから，地元の主要な

関係者の口頭の合意があること，未承認地を除外した工事は困難なことから，

町の責任で用地買収前に着工を開始しました。ただし，これは，人数が少ない

集落であるからできたことであり，リスクが高く一般化できる方法とは言えな

いでしょう。 

 

□ 付随手続 

土地に設定されている抵当権は，所有者と抵当権者の協議で一旦，消滅させ

て分譲後に取得する土地に設定することになりますが，主要な抵当権者に対し

ては，町や道が訪問してまちづくり計画についての説明を行って協力を求めま

した。 

津波による行方不明者については，危難失踪として失踪宣告の手続をしまし

た（民法第３０条）。これは親族の気持ちを配慮して，町が申立人にならず，被

災後１年を経過した段階で町が親族に家庭裁判所に対する申立を依頼しました。 

津波による行方不明者以外で，所有者や相続人の行方不明の場合不在者財産

管理人の選任申立てを行いました（民法第２５条）。この場合，財産管理人が土

地を処分するために，裁判所の許可を受けています（民法第２８条）。 

所有者の死亡が法律上確定しており，その相続人の存在が不明な場合は，相

続財産管理人の選任を行いました（民法第９５２条）。 
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□ 土地の造成後の分配 

  嵩上げについては，造成終了の目途がついた一団の土地ごとに，希望者を対象

とする説明会を開催して，その席で希望者の話し合いで分譲地を決定しました。 

高台移転の場合は，防災集団移転事業の該当者に対する分配を実施して，更

に分配後の区画につき，一般被災者への分配を実施しました。一般被災者につ

いては，土地取得後直ちに住宅建設できる者を募集しました。これらの分配方

法は，１回の抽選で選択順位を決め，上位の者から希望する宅地を選択する方

法によりました。 

 

□ 売買契約・登記 

  用地測量の実施によって，当該区画の面積が定まり，分筆登記が行われるとと

もに売却価格が確定します。これに基づいて町と購入者との売買契約を締結し

ます。 

 

□ 復興事業の完成 

  青苗地区では町の「青苗地区まちづくり基本計画」により岬地区は，防災集団

移転事業（国土庁）によって，高台に新たな団地を造成して全戸が移転しまし

た。移転後の跡地は，建築基準法第３９条第１項の「災害危険区域」に指定し

て建築制限を行い，公園となっています。旧市街地は，漁業集落環境整備事業

（水産庁）によって防潮堤の背後に６ｍの嵩上げをして宅地を整備しました。 

初松前地区では町の単独事業である「まちづくり集落整備事業」によって防

潮堤の背後に３ｍの嵩上げをして宅地を整備し，宅地２６区画とともに公営住

宅を設置しました。 

稲穂地区では，漁業集落環境整備事業（水産庁）によって用地を整備し，防

潮堤の背後に５ｍ嵩上げをして宅地を整備し，公営住宅，教職員住宅を設置し

ました。 

 

□ 基金事業 

  町には，１９０億４８００万円の義援金が集まりました。これは阪神・淡路大

震災の１７９２億円より少ない額ですが，義援金額／被害額で見ると，阪神・

淡路大震災が１．８％だったのに対し，奥尻津波災害では２８．６％であり，

被害の規模に比較して高額の義援金が集まったことがわかります。 

そこで，町は義援金を原資として以下の町独自の被災者支援事業を実施しま

した。①住宅取得費用助成事業（住宅を取得又は大規模修繕する場合の経費の

一部助成），②住宅基礎上げ工事費助成事業（海岸沿いに住宅を再建する場合の

基礎建設経費の助成），③住宅解体費助成事業（被災住宅の解体費の一部助成），

④家具・家財購入費助成事業（住宅取得費等の支援として，家具・家財住宅購
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入費助成）。これは被災者生活再建支援法が制定や改正される前であり，画期的

な施策といえます。 

 

□ 合意の形成 

町は，復興プラン，義捐金の処理，土地の価格の評価等について早期に具体

的な内容を提示しました。そして，説明会は２００人規模の住民全体を対象と

するもののほか，３０人規模の複数の住民説明会，戸別訪問による説明等を何

度も繰り返しました。また，自治体の議員の尽力等で正確で充分な情報が常に

住民に流されたことから不安感が除去され，協働作業場等の生業に関する事業

の着手が早期になされたことから住民の復興への意欲が高まりました。 

そして，住民も，災害３か月後に「奥尻の復興を考える会」（当初１０５世帯，

約２００人）を設立して勉強会を実施し，計画についてのアンケート調査を行

い，住民の意向を行政に提示しました。青苗地区では当初，全戸移転が多数派

でしたが，「海が見える土地が望ましい」（漁業従事者），「住み慣れた地域に居

住したい」（高齢者）等の意見を受け，１９９５年１１月に総会で一部移転案が

採用されました。 

このように，充分な情報提供と意見交換によって合意が形成されたため，ま

ちづくり復興計画に不満を持つ被災住民はほとんどおらず，復興事業も早期に

実現するとともに，震災被災を原因とする人口流失もありませんでした。 

 

□ 過疎・高齢化・漁業衰退 

復興後は年々過疎高齢化が進んでいるとの見解がありますが，過疎高齢化は

災害以前から生じており災害や復興事業の影響ではありません。また，漁獲高

も年々減少しているとの見解もありますが，これも，災害前から生じており，

その原因は２００海里漁業水域，資源の枯渇，漁業人口の減少によるもので，

災害や復興事業の影響ではありません。町の産業は復興までの間３年程度休止

状態にありましたが，この間は建築土木関連の復興特需があったのでこれに従

事することが出来ました。また，復興事業の完了後も産業構造の大きな変化は

ありません。このように，過疎・高齢化・漁業衰退は災害や復興を原因とする

ものではなく，これに対応する別個の措置を講ずることが必要です。 

 

                                  以 上 
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